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序 章 本論文の背景と問題意識

第１節 研究の背景

人材が国の繁栄と地域の持続的な発展，そして企業の業績向上に重要な役割を果たす

ことは周知の事実である。限られた資源という制約下で，国家，地域，および企業はそ

れぞれ互いに競争する中で競争優位を確保するためには物的資源以上に技術と人材が

不可欠の条件であると認識してきている。技術は人材から生まれる。したがって人的資

源は最も重要な資源である。近年，経営者の関心が技術や管理技法から従業員の側へと

シフトしていった。

激しい競争環境の中で企業組織はどんな人材を求めるのであろうか。日本生命•ニッ

セイリースとニッセイ基礎研究所の調査（2008）によると企業が雇用する人材に求める

要素は，「向上心•積極性」が６６．３％と最も多く，以下コミュニケーション能力・

協調性５７％，問題発見能力・独創性３９．２％，責任感３７．２％と続いている（表

序－1）。

表 序－1 企業が雇用する人材に求める要素 （構成比：％）

（全国 2，669社から回答）

専門

知識

基礎

学力

論理

的思

考能

力

問題発

見能力

⋆

独創性

コミュニ

ケーショ

ン能力

⋆

協調性

向上心

積極性
忍耐力 責任感 国際性 その他

平均 32.5 12.9 16.8 39.2 57.0 66.3 7.5 37.2 8.0 0.4

業種別

製造業 34.9 13.5 19.5 41.8 50.5 63.5 5.4 33.3 12.3 0.6

（製）素材型 31.7 13.2 21.3 40.6 49.8 64.9 5.5 35.1 11.7 0.9

（製）加工型 37.0 13.8 18.3 42.6 50.9 62.6 5.2 32.1 12.6 0.4

非製造業 30.4 12.1 14.9 37.4 62.2 68.2 9.1 40.7 4.1 0.4

規模別

大企業 26.3 8.8 22.5 40.2 64.9 58.4 9.0 32.4 13.9 0.4

中堅企業 29.0 15.8 16.7 42.3 57.6 67.2 7.1 31.7 9.9 0.3

中小企業 36.8 12.6 15.0 37.0 54.1 68.5 7.4 42.4 4.9 0.5

業況別

良い 33.9 14.7 17.9 38.5 57.0 63.2 8.1 35.3 11.1 0.5

普通 33.2 12.5 17.0 38.3 57.7 66.2 6.3 37.4 7.5 0.1

悪い 30.9 11.8 15.8 40.4 56.9 69.8 8.4 39.5 5.7 0.8

（注）複数回答のため合計は 100 とならない。（３つまでの複数回答）

（ 出所：小本，2008, 1 頁, 図表－1 ）
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それでは，企業の人的資源管理の視点から見た場合，「向上心•積極性」を持つ人材

をどのようにしたら選抜,育成することができるのか。そして，「向上心•積極性」を持

った従業員は果たして企業組織に対して本当に貢献ができるのか。このような実務的な

問題に対して納得できる精巧な学問的示唆と説明が必要であるように思われる。

近年，ポジティブ心理学とポジティブ組織行動の台頭に伴って,「心理的資本」

(psychological capital)という概念が，徐々に研究者および実務家から注目されてき

ている。「心理的資本」とは，一言でいうならば，職場という環境において，人が「こ

うありたい」と願う目標へ向け，自律的かつ前向きにモチベートする心理的力量である。

「心理的資本」は，ヒト，モノ，カネ，情報の４つの経営資源のうちヒトに備わる資源

の１つであり，従業員のやる気や能力を高めながら従業員を動かす研究を行なう組織論

における新たな概念である(久保田，2015)。心理的資本の研究は個人の積極性を深く理

解し，それを活用することの重要性を示唆している。この種の研究は,個人と組織の競

争力を高めるうえで重要かつ深遠な価値と意義を持つものと思われる。

そして，この「心理的資本」はこれまで提出されてきた人的資源管理の中核概念であ

る人的資本(human capital)と社会的資本(social capital)を超えた新しい概念である

として注目されてきている(Luthans, Youssef & Avolio, 2007)。この「心理的資本」

を効果的に開発し，管理することができる方法があるならば，個人の業績および組織の

業績に重要な影響を与えるコアポジティブ心理要素であると思われる。

経営者の関心が技術や管理技法から従業員の側へとシフトしていったと同時に，有能

な人材の争奪戦激化に伴い，彼らを如何に長期間定着させるかというリテンション・マ

ネジメント(retention management)の重要性が増していることを「心理的資本」の台頭

の背景として挙げねばならない。

例えば，安価で豊富な労働力を活用して世界の工場として成長してきた中国でも，最

近は賃金の上昇が急速に進み，高度成長の前提が崩れ始めている。経済成長率が１０％

超から徐々に６％へと減速する傾向にある今日でも，求人倍率は恒常的に１を上回る需

給の逼迫した状態が続いている。

統計データから見ると，中国では求職者と就業者を１６－６５歳の生産年齢人口で割

った労働参加率は 2010 年の７７％強から 2015 年には７２．４％に下がった。中国では

2012 年に生産年齢人口の減少が始まっており，参加率低下は労働市場の逼迫に拍車を

掛けている。多くの場所で労働力不足が見られる。「労働人口減少と労働参加率低下の

ダブルパンチに伴う経済へ，2016 年に中国の経済成長率が７％を下回った理由でさえ

ある」と一部の研究者は指摘した。

労働市場の構造変化に伴い，現場で働く一般労働者の実質賃金は低位停滞の状況から

上昇し続けている。労働市場の需給の逼迫およびそれに起因する賃金高騰が背景にある

のはいうまでもない。

そして，2008 年から中国で施行された「労働契約法」では，企業は，一定の条件を
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満たした従業員との間に，期間の定めのない労働契約を結ぶことが義務づけられた。こ

れにより，従来に比べて雇用の柔軟性が低下することは間違いがないと思われる。雇用

の柔軟性が低下するなかで，企業はより意識的に人材マネジメント戦略を考え，実行し

なければならない。中国では人材の流動性が高いため，組織としてのまとまりを保ちに

くい。そこで組織が一体感を持って競争力を高めていくために，何が重要かについて考

えねばならない。

このような労働市場の変化を対処するための１つの有効な手法として，「心理的資本」

に関心が集まるようになったのである。

賃金の上昇には，人材の能力向上や業務の効率化などによって生産性を高めることで

対処するほかない。すなわち，従業員が能力を発揮して成果を生み出し，競争力を継続

的に高めていく組織になることである。そうした人材マネジメントができているかとい

うと，むしろ，大勢の企業が受け身の対応である。これから，企業組織として，競争優

位を確保するために，事業の成長を担う人材の水準を高めていく積極的な対策を講じて

いくべきである。
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第２節 問題意識

世界的に有名なコンサルティング会社の Hay グループが 2012 年に発表した研究結果

によれば，世界各国の代表的な企業に勤める従業員の３分の１は会社と共存共栄するこ

とができないと思っており，２１％の従業員は２年以内に現在の会社を離れたいと思っ

ているという。また，この研究結果によれば，中国企業の従業員の１/３の人は「いつ

も転職したいと思っている」という。

中国の人的資源サービスプロバイダの「前途無憂」が発表した『2014 年離職と給料

調査報告書』のデータによると中国の従業員の平均離職率は１６．３％であり，依然と

して高い水準である。また，同じく中国で有名なコンサルティング会社の「众达朴信」

が発表した『2014 年飲食業界報酬管理白書』の調査データによると，中国飲食業の従

業員の自発的離職率が３５％に上るという。その中で，若手社員の離職率は最も高く，

４０％以上である。周知のように従業員の離職率が高いのは企業に多くの不利益をもた

らす。従業員の定着と職場適応は中国企業の経営者にとって人的資源管理の重要な課題

の１つであると思われる。

こうした背景には一体何が潜んでいるのであろうか。特に，中国企業従業員の職場適

応意識の規定要因は何なのか。そして，どうすれば従業員の離脱行動を予防することが

できるか。こうした問題が喫緊の研究課題と思われる。

図序－1のように，従業員の離脱行動に影響する要因は大きく分けて次の四種類に分

類できる。すなわち，１）個人的要因，２）職場的要因，３）組織的要因，４）社会的

要因である。しかし，経営組織の定着の視点からどうすれば離脱行動を予防することが

できるのかどうかという点について，研究者は様々な視点から多様な考え方を提供して

いる。

例えば，社会要因について，Muchinsky & Morrow (1980)は社会における就職の機会

が少ないほど，従業員の転職意思も低減することを示した。Blau & Kahn (1981)の研究

は，社会の失業率が従業員の転職意思と負の関係であることを表明した。

組織的要因について，Mobley, Hand, Griffeth & Meglino (1979)のメタ分析では，

給与に対する満足と転職行動との関係については，両者の間には有意な負の相関がある

と報告した研究がある一方で，両者の間には有意な相関関係は見られないとする研究も

あるとした。しかし，近年の研究に目を向けてみると，DeConinck & Stilwell (2004）

の広告業のマネージヤーを対象とした研究では，両者の関係には有意な負の関係がみら

れた。

職場的要因について，Walumbwa & Lawler (2003)は中国，インド，ケニア，３つの新

興経済国で５７７人の銀行と他の金融従事者を研究した結果，変革型のリーダーシップ

が従業員の「仕事からの離脱行動」とマイナスの相関関係があると指摘した。

個人的要因について，Johns (2001)は離脱行動研究俯瞰の中で職務満足感と各種離脱
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行動の関係について包括的な文献レビューをしている。Johns のメタ分析では，一般に

欠勤，転職のような離脱行動と職務満足感との関係は有意なネガティブの関係にあると

している。

図 序－1 離脱行動の影響要因

出所：筆者作成

実際に従業員が離脱行動をするかどうかを考える場合，単独の要因の影響を受けて離

職を決断するというよりも，同時に複数の要因が存在し，それらの影響によって意思決

定され，その結果，行動に移るのではないだろうか。そのため，離脱行動のメカニズム

をより正確に理解するためには，２変数間の関係だけに着目するのではなく，これらの

関係を統合したより広範な視点に立った分析が必要となるはずである。

しかし，現在の中国の実務界では「金銭的報酬」のインセンティブ効果を強調した「定

着＝賃金の吊り上げ」という短絡的な考え方が有力である。こうした主張に対して倪

(2017)は以下のように指摘した。

企業が急激に拡大，成長している時，給料のインセンティブ効果は明らかに有効であ

る。しかし，すべての企業が拡張する成長期にあるのではなく，大部分の企業は，それ

以外の創業期，成熟期ないしは，衰退期にある。これらの企業では成長期の企業と同水

準の給料の維持ができないと思われる。企業にとって，賃金コストを無視することはで

きないのである。給料のインセンティブ効果について実務界で存在している過（剰）正

当化効果(over justification effect)を是正しなければならないと主張した。経営活

動の現状分析から見ると従来の視点,今までの離脱行動に関する理解は外発的動機づけ
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要因に力点があると感じられる。外発的動機づけは，「誘因」によって行動を起こさせ

ようとするものであり，内発的動機づけは「動因」により，モチベーションを高めよう

とするものである。

「誘因」そのものは有効な経営管理上の手法ではあるが，従業員の主体性，自律性の

成長，育成面では限界が見られるため，筆者は離脱行動を理解する場合，もっと従業員

の成長，自律性を促す内発的動機づけに焦点を当てるべきと考える。

筆者は離脱行動を理解する場合，従業員の持つこの内発的動機づけ要因を重視したい。

そして，その中でも従業員の持つポジティブ感情を取り扱っている「心理的資本」とい

う新しい概念を離脱行動の分析，理解のために取り入れたいと思っている。

本論文は従業員の離脱行動を究明するために，Luthans (2002)が提唱し，近年注目を

浴びているポジティブ組織行動に注目する。とりわけ，従業員の個人差変数として

Luthans の提案した「心理的資本」という概念を取り上げ，この「心理的資本」が中国

人の従業員のストレスや転職意思，欠勤などの離脱行動にどのような影響を及ぼしてい

るのかを明らかにする。

これと同時に，実際にも，一部の企業では従業員の転職意思•行動を抑えるために，

従業員の「心理的資本」への対策が重要な施策と認識されるようになってきている。こ

うした点を考慮すると，将来の人事労務のあり方を模索する上で，本論文が貴重な貢献

を果たし得ると考える。
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第 1章 論文の理論的枠組み

第１節 本論文の理論的基礎

「心理的資本」という概念は当初，経済学，ファイナンスおよび社会学などの文献の

中で現れていた。研究者たちが関心を持ったのは「心理的資本」と収入との間の関係で

ある。長い間，経済学者は人の心理的要因が経済に対して影響を持つことを直接観察す

ることは困難だと思っていた。そのためこの領域での文献ではこの問題の議論はほとん

どなされてこなかった。

しかし 1990 年代になると，心理学の分野においてこの心理的要因を扱った研究であ

るポジティブ心理学に関する研究成果は大量に出てきた。

学術論文の中で初めて「心理的資本」という概念を提出したのは Goldsmith,Velum &

Darity (1997)である。この背景の下で Seligman (2002)は「心理的資本」は存在しす

るか？もし存在するとすれば，それではそれは一体何であろうか？私達はまたどう獲得

すべきであろうかと指摘した。彼は個人のポジティブ行動を引き出す人の心理的要因を

資本の範疇に含めるべきだと考えている。この観点は研究者の発想を大きく広げた。

組織行動学の基礎的な分野の１つに心理学がある。 組織行動現象の理解とその改善

にポジティブ心理学を適用させ，Luthans を中心とする研究者らが立ち上げたのがポジ

ティブ組織行動である(Luthans, 2002)。組織行動の先駆的研究であるメイヨーらのホ

ーソン研究はすでにポジティブ感情と従業員のパフォーマンスとの関係を認識してい

たが，それ以降の組織行動研究の重点は，むしろ長年にわたって従業員に関する負の障

害の問題を解決することに置かれていた。そうした研究動向に対してポジティブ心理学

からの影響を受けた組織論と組織行動の研究者はポジティブ「心理的資本」が従業員個

人と組織に対して巨大な潜在的価値を持つことを認識し始めている。そして，ポジティ

ブ組織行動という研究領域が出てきた。ポジティブ組織行動は，今日の職場において，

ポジティブに方向づけられた心理的能力の発達とその人的資源の有効性を研究しよう

する学問である。現在，その学術分野は，モチベーション，リーダーシップなどを代表

とした研究を行なう分野へと発展し，心理学，社会学，経営学などの複数の学術領域，

またそれらの領域をまたぐ研究が行なわれる学際的研究もみられるほどに成長してき

ている。

Luthans (2002)は「心理的資本」という概念をポジティブ組織行動の研究領域に取り

入れた。そして，Luthans, Youssef & Avolio (2007)は「心理的資本」とは，人のポジ

ティブな心理状態であると定義し，それは，自己効力感（自信）(self-efficacy or

confidence)，希望（hope)，楽観性(optimism）とレジリエンス(resilience）という４

つの要素を含むと考えている。

ここではまず「心理的資本」の理論的背景をみてみたい。
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１． 資源理論としての「心理的資本」

「心理的資本」を資源という視点で捉えると，「心理的資本」の理論的背景には，資

源理論の影響が見られる。

例えば，Hobfoll (1989)の資源保存論（theory of conservation of resources）で

ある。資源保存論とは人間がストレス対処に必要とする心理的資源を複数保持していれ

ば， ストレスにさらされても失われた資源を他の資源が補完することが可能であると

いうストレス対処仮説である。Hobfoll (1989)の資源保存論では，対象物，状態，個人

特性，エネルギーを資源と考えている。

Hobfoll (1998)によれば，資源とは，あらゆる有益，有用，必要なものであると定義

され，２つに大別される，すなわち，１）内的資源(internal resource)と２）外的資

源(external resource)である。内的資源は，体力や気質，知能，自尊感情といった個

人が持っている資源であり，外的資源とは，ソーシャル・サポート，職業，経済地位，

自然資源といった個人に所有されていない資源である。

そして，Hobfoll (2002)の心理的資源理論(psychological resource theory)によれ

ば，１つあるいは複数の資源が失われたり，充分な資源があるにもかかわらず追加され

たりするとストレスが生じるが，人には心理的資源を貯蔵しておく資源プール

(resource pool)が備わっており，そのプールにおいて互いの資源が協同しあい互いに

醸成していく。換言すれば，資源プールが回避不可能なストレスに対応する準備として，

資源を積極的に収集し，補強•補完する資源を生成している。

また，Thoits (1994)のキー・リソース理論(key resource theory)によれば，個人レ

ベルの資源(例えば，自己効力感，楽観性，レジリエンスと希望）が，満足できる結果

を獲得するために，他の資源を管理し調整するキー・リソースであり，基礎の資源であ

る。実証的研究結果によれば，これらのキー・リソースは相互に影響し合って，そして

協力して効果を発揮するという(Cozzarelli, 1993; Rini, Dunkel-Schetter, Wadhwa &

Sandman，1999)。

Luthans, Youssef & Avolio (2007)は資源理論が我々の理論構築と初期の研究に支援

を提供した。すなわち，心理資本の各要素の間には相互作用が存在し，各要素の協同作

用によってシナジー効果もあり，「心理的資本」という概念が１つの高次の概念（a

higher order construct）であると述べた。

２． 競争優位に関わる理論としての「心理的資本」

Luthans & Youssef (2004)によると，１つの資源が競争優位の形成に寄与できるかど

うかの判断の基準は，１）「長期性」(long term)，つまりこの資源が長い間，競争優

位を形成することができるかどうか。２）「唯一性」(unique)，他の資源にはないもの

である。３）「蓄積性」(cumulative)，その資源が組織の競争優位の増加を確保し続け

るかどうか。４）「相互接続性」(interconnected)，それぞれの成分との連携し全体の
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競争優位を形成することができるかどうか。５）「再生可能性」(renewable)同じ資源

が絶えず更新と補充することができるかどうかのである。Luthans & Youssef (2004)

はこれらの５つの基準において「心理的資本」は明確な競争優位を形成することができ

ると考えている。そのため，「心理的資本」という概念の提出は，１つの企業，地区と

国家の競争力を高めるために新しい構想と方法を提供した。

これまで競争優位に関わる考え方や理論は，２つの流れが存在している。１つは，

Porter が示したポジショニング理論である。もう１つは Barney を代表とする資源ベー

ス理論(resource-based view)である。この２つの理論的立場はもちろん異なっている

が，どちらも「競争優位を獲得するにはどうしたらよいか」，そして「その優位性をど

う維持するか」という点に焦点がおかれている。すなわち，競争優位を獲得した後には，

その優位性を維持することが戦略論の課題であった。Porter の理論では，企業が置か

れている魅力的な外部環境が競争優位の源泉であると考えていた。一方，Barney らの

考えは，競争優位に立つ要件を企業の外部ではなく，内部の「優れた資源」に見出した。

両者の観点は異なりがあるが，競争優位の持続性については一時的なものでは不十分で

あり，持続性を持つためにはどうしたらよいのかが戦略性として共に認識されていった。

その他，人的資源管理 (human resource management)に関する研究の流れからみると，

人的資源管理は資源べース理論(resource-based view)の影響を受けて発展してきたア

プローチである。Barney (1991)は，競争優位性に結びつく経営資源の特徴として以下

の４つの特性を提示した。すなわち,１）経済価値(value)，２）稀少性(rarity)，３）

模倣困難性(inimitability)，４）代替の困難さ(not substitutable)である。この４つ

の側面を持つ資源を有することで他社との差別化を図り，競争優位性を導くことである。

競争優位の資本として，人的資本は従業員のノウハウ（例えば，知識，スキル，能力，

教育，経験），社会的資本は関わり（例えば，ネットワーク密度や関係性」が挙げられ

た。Luthans, Luthans & Luthans (2004)は 従来の資本に「心理的資本」という新たな

資本を加えることによって，業績の向上を図り，他社との差別化を図ることを示してい

る。その展開は図 1-1 のとおりである。

環境重視の Porter の理論と資源重視の Barney らの理論が，それぞれ競争優位の源泉

を「外」と「内」に向けているが，戦略策定のためにはどんな場合でも，企業外部の要

因と企業内部の要因の両方の分析が必要であるとの主張もある。

内部志向性を持つ Barney らの資源ベース理論が提唱されてから，人的資本は模倣不

可能な持続的競争優位の源泉として普遍的資源となりうると注目されてきた。Foss

(2011)は競争相手に対して，より経済的価値を生み出す人間ベースの優位性を理解する

ためには，個人のメンタルモデルやモチベーションなどを理解し相互作用を促進させる

ミクロ的基礎が必要であると主張した。すなわち，人的資本が組織の業績を高めるには

従業員がモチベートされなければならない。Luthans & Youssef（2004）は５つの特性

を持つ「心理的資本」という概念を提案し，この「心理的資本」を人的資源管理の理論
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に導入することによって企業組織が明確な競争優位を形成することができると考えて

いる。Luthans, Luthans & Luthans (2004)はポジティビティ(positivity)が人間と組

織の業績を高めるための強力な要因であると示した。そして，Barreto (2010)は環境変

化に応じて，ある特有な資源の創造，獲得，配置，再構成が，持続可能な競争優位を導

く最善の方法となりうる可能性を秘めていると提示した。それゆえ，業績への影響を示

す「心理的資本」研究が人的資源管理において注目を集め，人的資源管理では，「心理

的資本」は競争優位の源泉として重要な役割を担っていると考えられているのである。

図 1-1 経済的資本,人的資本,社会的資本,心理的資本の関係

（出所：Luthans, Luthans & Luthans, 2004, p.46, Figure1.）

３． 「心理的資本」研究の背景としての高業績志向

「心理的資本」は 2007 年前後から高い関心を集めるようになった。ここでは，この

ように実務界や学界で「心理的資本」が注目されるに至った背景には，主としてアメリ

カでみられ，1990 年代以降顕著になった，高業績(high performance)への飽くなき追

求であろう。高業績の実現は，アメリカ企業経営者はもちろん，同国産業の国際競争力

復活を企図した当時のアメリカ政府にとっても至上命題であった。そこで，人的資源管

理の慣行を，体系立てて実践する高業績作業システム(high performance work systems)

が広く推奨されるようになった。「心理的資本」という概念の応用も，基本的にはこう

した高業績追求の一手段と位置づけられる。つまり，高業績の実現のためには従業員の

仕事満足感や組織コミットメントが不可欠であり，それ故に従業員の「心理的資本」を

高めることが重要であるとの認識が強まって，そして，経営者の関心が技術や管理技法

から従業員の側へとシフトしていったのである。「心理的資本」と結果変数の関係に関

する研究にも高業績を志向する管理の潮流がみられた。
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４． 「心理的資本」の理論的なメカニズム

「心理的資本」が最も良くポジティブ組織行動の基準に適合する４つのポジティブな

心理的資源を統合し，４つのポジティブな心理的資源のユニークな特徴と共通点に基づ

いて優れた中核概念として構築された。

希望，自己効力感，レジリエンスと楽観性に関する共通点についてコントロールの感

覚 (sense of control)，志向性 (intentionality )と主体的な目標追求(agentic goal

pursuit)が挙げられる(Youssef-Morgan & Luthans，2013)。そして，２つの共通のテ

ーマを共有している。すなわち，状況に対するポジティブな評価および動機づけられた

努力と忍耐に基づいた成功が可能なのである(Luthans et al., 2007)。

４つのポジティブな心理的資源は，目標が追跡され，遂行される間に，内面化された

コントロールの感覚と志向性を維持する役割を果たしている。そして，４つのポジティ

ブな心理的資源はユニークな特徴を持っている。すなわち，弁別的妥当性

(discriminant validity)を持っている(Luthans et al., 2007)。例えば，希望，自己

効力感，楽観性の前向きな見通しは先を見越している傾向がある。一方，レジリエンス

と楽観性の説明的なスタイルは常に反応的で，ポジティブな，あるいはネガティブ状況

に遭遇された後，起こる。希望と自己効力感が主に内部フォーカスを共有する。一方，

レジリエンスと楽観性はいっそう外部指向である。

これらの概念の弁別的妥当性が「心理的資本」の研究でだけではなく，ポジティブな

文献でも確立される(Alarcon, Bowling & Khazon, 2013; Bryant & Cvengros, 2004;

Gallaghar & Lopez, 2009; Magaletta & Oliver, 1999; Rand, Martin & Shea, 2011)。

Luthans & Youssef-Morgan（2017)は「心理的資本」の機能という視点から「心理的

資本」の理論的なメカニズムを提示した。すなわち，それは１）主体的なコネーション

(agentic conation)，２）認知的評価(cognitive appraisals)， ３）ポジティブな感

情(positive emotions)，４）社会的なメカニズム(social mechanisms)の４つである（図

1-2）。

コネーションとはモチベーションの中の個人的，意図的，計画的，熟慮的，目標志向

的ないしは努力成分を意味し，さらに，その中には，積極的・主体的な（反応的，ある

いは習慣的とは対立的）行動の成分も含まれるとした。コネーションは意志力(volition)

という概念と密接に結び付けられていて，その中には意志の使用，あるいは，何をする

べきかについて，選択をする自由も含まれるとしている（Huitt, 1999）。

Luthans & Youssef-Morgan（2017)はこうした先行研究の知見に基づいて，コネーシ

ョンは「主体性」，「意図性」，「自己コントロール感」を促進する。そして，またコ

ネーションは目標志向的エネルギーを活性化するという。そして，そのエネルギーが動

機づけと目標達成に必要な資源配置を促し，障害に遭遇しても，ネガティブな反応より

むしろ，ポジティブな反応を促進することができると考えている。
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図 1-2 「心理的資本」に関する概念的なフレームワーク

(出所：Luthans & Youssef, 2017, p.344, Figure1 )

次にポジティブな「認知的評価」について述べたい。Luthans らは，ポジティブな「認

知的評価」とは本来的には否定的，あるいは中立的な状況が頭の中で組み立て直され（再

構成され），そして，よりポジティブな視点で再解釈される重要なメカニズムだと指摘

した。この再構成(reframing)と再解釈(reinterpretation)のプロセスは困難な目標を

いっそう魅力的で，そして，時間，エネルギーなどのリソース投資をする価値があるよ

うにさせる。ポジティブな認知的評価はポジティブな個人を一般的なネガティブな態度

の偏りから保護することができるという機能を果たしている(Baumeister,

Bratslavsky, Finkenauer & Vohs, 2001; Cameron, 2008)。ポジティブな認知的評価が

障害と挫折に直面しているとき，「諦め」よりむしろ，「忍耐力」を育成させる（Youssef

& Luthans 2013)ことが「心理的資本」という概念の重要な役割である（Luthans et al.,

2007)。

第三のメカニズムが「ポジティブ感情」である。Luthans らは，「心理的資本」がポ

ジティブな感情と直接に関係があるとしている(Avey, Wernsing & Luthans, 2008)。ポ

ジティブな感情は一般的に「心理的資本」とポジティブ性の副産物(by-product)だと考

えられている。「心理的資本」のポジティブな性質はポジティブな感情状態を引き起こ

し，自分の考えられた行動のレパートリーを広げることができる(Fredrickson,

2001,2009)，そしてより高い創造性(Luthans, Youssef & Rawski, 2011)や広範囲な目

標経路(Snyder, 2000)を生み出すことができる。Luthans & Youssef-Morgan（2017)は，

ポジティブ感情は枯渇した人的，社会的，そして心理的の資源を構築と修復することが

できる(Fredrickson, 2001,2009)，「心理的資本」とその構成要素にも構築と修復する

という機能があると示した。
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そして，Luthans のいう最後のメカニズムが「社会的メカニズム」である。Luthans &

Youssef-Morgan（2017)は「心理的資本」は主体的で，そして内面化されているが，そ

の社会的なメカニズムを欠いてはいないと主張した。例えば，自己効力感(Bandura,

1997)とレジリエンス (Masten, 2001; Masten, Cutuli, Herbers & Reed, 2009)の構築

に対して，社会的サポートは不可欠なメカニズムである。さらに，自分の資源が欠乏し

ているか，あるいは不足している時，他の人たちへの信頼が楽観性と希望を促進するこ

とができるとしている(Luthans, Youssef & Avolio, 2015; Youssef-Morgan & Ahrens,

2017)。人間関係は「心理的資本」，満足感，ウェル・ビーイング，そして一般にポジ

ティブ性と関連している(Luthans, Youssef, Sweetman, & Harms,2013)。

Luthans et al.(2017)は「心理的資本」の機能に基づいて潜在的なメカニズムを識別

したが，まだ概念的で，そして完全に検証されていない，あるいはしっかりと考察され

てないため，

これから，いっそう検証する必要があると考えられる。

Luthans et al.(2017)が提案した「心理的資本」という概念は資源論の視点から理解

すると個人のポジティブな心理的資源であり，個人の能力の視点から理解するとポジテ

ィブな心理的能力(positive psychological capacities)であり，この心理的能力中に

ポジティブな認知力，ポジティブな感情力，そしてポジティブな意志力が含まれている

と考えられるだろう。

５． 本論文の研究視点と研究の志向性

「心理的資本」 が企業経営実務家と学界の双方で注目されるようになったのは，何

も以上のような積極的理由からばかりではない。従業員シニシズム(Avey, Wernsing &

Luthans, 2008)などの対処という消極的な理由も指摘されていることを看過してはな

らない。このような研究はまだ数少ないようである。

図 1-3 は本論文の基本的位置づけを示したものである。図 1-3 は「研究の志向」とい

う軸と「研究の視点」から構成されている。

図 1-3 に示したように，本論文の領域は，「研究の志向」を従業員の離脱行動の対処

という定着マネジメントに置き，研究視点として Luthans の提案した「心理的資本」と

いう内的資源に置いた。そして，この「心理的資本」という従業員の内在的心理的資源

が中国人の従業員のストレスや転職意思，欠勤などの離脱行動にどのような影響を及ぼ

しているのかを明らかにする。

人的資源管理の角度から見ると，予防を志向する研究は人的資源リスクマネジメント

(risk management of human resource)に属する。人的資源リスクマネジメントの重要

性は人的資源管理で次第に認識されてきた。人的資源リスクが際立っている状況で，企

業の全面的なリスクマネジメントの理念から発展してきた人的資源リスクマネジメン

トは，人的資源管理の各領域でリスク管理を行うことが強調された。しかし，人的資源
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管理の対象の特殊性と管理プロセスの複雑性のため，多くの企業組織では，完全な人的

資源リスクマネジメントシステムはまだ構築されていない。研究者達の現在の研究は主

に次の通り２つの部分から展開してきた。すなわち，１）人的資源リスク認識，２）人

的資源リスクの予防である。

図 1-3 本論文の研究視点と研究の志向性

出所：筆者作成

そして，「心理的資本」という概念についての人的資源リスクマネジメントにおける

応用に関する検討は本論文の事例研究（第５章）で述べたい。



15

第２節 本論文の枠組みと構成

１． 論文の枠組み

本論文はポジティブ心理学，ポジティブ組織行動を理論的基礎として，従業員の「心

理的資本」が従業員の離脱行動に与える影響を探求する。実証的研究では個人の視点と

組織の視点から「心理的資本」が従業員の離脱行動に及ぼす影響について分析する。

そして，これらの研究成果に基づき，人的資源管理の分野で「心理的資本」という概

念の実践的な応用という視点から，従業員の「心理的資本」に関する測定法と研修法な

どの手法を探る。図 1-4 は具体的な本論文の枠組みを示している。

図 1-4 本論文の枠組み

出所：筆者作成

２． 論文の構成

本論文は大きく３つの部分より構成されている。すなわち，文献レビュー，「心理的

資本」の実証的研究，「心理的資本」の実践的示唆と今後の課題から構成されている。

以下，その概要である。

２．１ 文献レビュー

本論文では最初（第２章）に離脱行動のこれまでの研究をレビューを行う。そして，
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その最後の節では筆者が「心理的資本」に取り組む以前に行った離脱行動の調査につい

ても紹介する。第３章では，これまで「心理的資本」に関する研究，そして「「心理的

資本」と関連のある研究領域を文献レビューの形で示す。

２．２ 「心理的資本」の実証的研究（１）

第４章では，個人の視点から中国企業で働く従業員を対象にして，彼らの離脱行動を

規定する要因である「心理的資本」に焦点を当てながら，その前後の関係にある上司の

リーダーシップ，ストレスという点を含めながら検討する。離脱行動の指標として「転

職意思」，「欠勤規範」，「欠勤行動」を用いる。

２．３ 「心理的資本」の実証的研究（２）（「心理的資本」の開発的取り組み）

中国企業の多くの経営者は自社が健全な人事管理システムを持っており，人的資本に

対する投資も膨大な量があると考えている。しかし，現状にはこれら中国企業が予想さ

れた効果あるいは目標の業績を得ていない。離職率は依然として高い，従業員の仕事に

対する情熱が低い。

第５章ではこのような人的資源管理の課題が持つ企業に対して，中国の一つの飲食企

業 Hai Di Lao Hot Pot（以下，ハイディラオ社）の実践的経験を紹介し，分析によっ

て「心理的資本」という概念の実務的応用のヒントを析出する。

２．４ 「心理的資本」の応用可能性と今後の課題

第６章（終章）では，これまでの研究結果と本論文の研究結果から企業に役立つヒン

トを提供し，実践的課題を提案する。それは具体的には１）「心理的資本」の測定法，

２）「心理的資本」研修法，３）ポジティブ仕事環境の設計である。この３つの実践的

課題から人的資源管理の新たな仕組みを提示する。

最後に「心理的資本」研究の問題点と今後の課題について述べる。
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第３節 研究課題と研究意義

１． 研究課題

本論文はその研究課題として次の２つを提示したい。

まず，研究課題（１）について，第４章では，方法論として定量的分析手法(以下定

量分析とする）を用いて離脱行動を規定する要因である「心理的資本」に焦点を当てな

がら，その前後の関係にある上司のリーダーシップ，ストレスという点も含めながら心

理的資本と離脱行動との関係を総合的に検討することである。

そして，研究課題（２）について，第５章では，第４章の定量分析の結果に基づいて

従業員の離脱行動を予防するために，「心理的資本」という概念を人的資源管理施策の

中で実務的に応用することできるかどうかについて中国の一つの飲食企業(ハイディラ

オ社）の実践的経験を紹介し，その分析によって「心理的資本」という概念の実務的応

用のヒントを提供する。方法論として，まずハイディラオ社の低離職率の要因について

定量分析によって「心理的資本」と離脱行動の指標の関係について再確認することであ

る。そして，その上で定性的分析手法(以下定性分析とする)を用いて人的資源管理の施

策が「心理的資本」に対する影響について詳細に検討することである。

２． 研究意義

本論文はその研究意義として次の３つを指摘したい。

まず，序論でも指摘したように離脱行動の理解とその予防対策は企業の喫緊の課題で

ある。そうした課題を考慮して離脱行動の原因解明の研究はこれまで多くの研究蓄積が

なされているが，まだ十分とはいえない。本論文は離脱行動の解明に「心理的資本」と

いう新しい視点からアプローチしようとするものである。

「心理的資本」はまだ比較的新しい概念である。従来の「心理的資本」に関する研究

は仕事の業績，職務満足感などの研究が中心で，転職意思などの離脱行動についての研

究が大変少ないのが現状である。そうした中で「心理的資本」と離脱行動との関係を実

証的に明らかにすることは大変重要なことと考えられる。特に序論でも述べたように内

発的な視点からの研究の必要性が求められている現状では離脱行動への「心理的資本」

の研究意義はきわめて高いものと考えられる。

次に既存の研究をみるとある変数を原因変数または結果変数として，単独に研究して

いるものが多い。ある変数を原因変数と結果変数という統合的な枠組みで研究し，シス

テム的な理論構築がまだ少ないようである(Avey, Richard, Luthans & Mhatre, 2011)。

本論文はそうした統合的な枠組みでの研究を目指すものである。

すなわち，既存の文献からみると従業員の離脱行動に関する研究は主に離脱行動（転

職意思，転職行動など）を結果変数という視点から，単独で研究している。例えば,

Mobley，Mobley, Griffeth, Hand & Meglino (1979)では，原因変数として従業員の転
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職意思は結果変数として従業員の転職行動を予測することができると考えている。そし

て，それとは別の研究では原因変数として職務満足•仕事の重要性•転職のしやすさが結

果変数として離職意思を説明できるとしている。同様に Graen, Liden & Hoel (1982)

は，リーダー・メンバー交換関係(leader-member exchange)が組織グループ内における

従業員の離職意思に強いマイナスの影響を与える要因であるということを示唆してい

る。

そうした研究に対して複数の変数を仮定してより複雑なプロセスを同時に扱った研

究も行われるようになった。例えば，Allen (1996)は，コミュニケーションが転職意思

を抑制する際には，態度変数を仲介することでよりその効果が高まるとしている。

Martin (1979)は，幅広く従業員に対して情報を伝えるための有益なコミュニケーショ

ンは，職務満足を経由して転職意思を抑制することを明らかにした。

序章で述べたように，実際に従業員が離脱行動をするかどうかを考える場合，単独の

要因の影響を受けて離職を決断するというよりも，複数の要因が存在し，それらが経時

的にあるいは同時的に作用して意思決定がなされ，そして行動に移すかどうかを決断す

る。そのため，離脱行動のメカニズムをより正確に理解するためには，２変数間の関係

だけに着目するのではなく，これらの前後関係を統合したより広範な視点に立った統合

モデルが必要となるはずである。

本論文はこれまで述べてきた既存研究をもとに「心理的資本」の離職行動に及ぼす影

響をリーダーシップ，ストレス感などの一連のプロセスによって規定されるというプロ

セスモデルを提案し，検証したい。このプロセスモデルを図示したものが図 1-5 の青い

部分である。そして，既存研究の成果（図 1-5 の白い部分）と統合することによって新

しい離脱行動のプロセス統合モデルを提示する（図 1-5）。

こうした取り組みは，実際的にも，企業が従業員の転職意思•行動を抑えるための対

策を講じる際に，新しい要素として従業員の「心理的資本」の効果について認識するこ

とを可能にし，将来の人事労務のあり方を模索する上で，本論文が貴重な貢献を果たし

得ると考える。

本論文の実証的研究（１）では従業員の離脱行動を規定する要因である「心理的資本」

に焦点を当てながら，その前後の関係にある上司のリーダーシップ，従業員のストレス

という点を含めながら検討した。すなわち，「心理的資本」を中核に据えてリーダーシ

ップ行動から離脱行動までのプロセスをフレームワークとして提示している。離脱行動

の指標として心理的離脱の指標については「転職意思」と「欠勤規範意識」，物理的離

脱の指標については「欠勤行動」を検討の対象とした。

しかし，図 1-5 離脱行動のプロセスモデルではまだ解明していない関係も含まれてい

る。例えば，企業特性と「心理的資本」の関係，組織文化・職場風土と「心理的資本」

の関係など（図 1-5 中の青い点線で描かれたパス），いくつかの課題が残されている。

これも本論文の研究上の限界であり，今後の課題である。
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図 1-5 離脱行動のプロセスモデル

注：青い点線で描かれたパス：まだ解明していない関係， 実線で描かれたパス：解明した関係

出所：筆者作成

そして，第３の研究意義として具体的に「心理的資本」を人事施策として取り上げて

いる企業事例の紹介である。こうした事例研究は「心理的資本」の実務面での応用可能

性を示唆する点で研究上きわめて大きな意義があると考える。

「心理的資本」組織施策（人事施策）に関する大胆な応用は大きな成果が期待される

一方で大きなリスクを伴うことから，これまで「心理的資本」を人事施策として取り上

げた企業はきわめて少ない。本論文の実証的研究（２）は事例研究としてハイディラオ

社の先進的かつ実践的取り組みを分析した。そして，こうした事例を通して人的資源管

理の角度から「心理的資本」の開発に対する示唆とヒントを提供したい。今後事例数を

増やした検討を行うためのパイロットスタディとしては意義があると考えられる。

離脱行動を深く理解するためには，組織行動の中でその全体的位置づけを把握，理解

するための文献レビューが特に重要である。そして，日本では「心理的資本」に関する

研究が少ないのが現状であるが，今後，「心理的資本」に関する研究が一層発展するた

めに今までの研究を整理する必要がある。以下第２章と第３章で詳細に紹介したい。
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第 2 章 離脱行動に関する先行研究
本章では離脱行動に関する文献を整理して最後に筆者が「心理的資本」に取り組む前

の離脱行動の実証的研究についても紹介したい。

21 世紀に入って，益々のグローバル化の進展とハイテク技術の広範な普及に伴って，

企業の人材ニーズが増加し，人材はすでに企業に対して最も貴重な資産の一つになって

いる。しかしながら，人材のニーズの増加にもかかわらず従業員と企業の関係はより強

固になっているとはいえない。従業員の離脱行動はすでに普遍的な現象で，組織や社会

に大きな損失をもたらしている。こうした背景にあって従業員離脱行動の研究はますま

すその重要性が増し，かつ社会的価値があると思われる。

第１節 従業員離脱行動の概念

１． 従業員離脱行動の定義

20 世紀後半の頃から，従業員離脱行動の研究が盛んになってきている。その初期の

頃は例えば，「転職」や「無断欠勤」といった個々の具体的な離脱行動とその原因分析

の検討であった。March & Simon (1958)は初めて従業員離脱行動を１つの全体的な概念

として提示した。彼らは企業に対する不満が従業員の離脱行動を招いたと考えていた。

離脱行動が心理面と行動面の両方で現れている。

Adams (1965)は衡平理論を提出した注１。この理論は従業員の離脱行動に対して合理

的な説明を提供している。Adams の衡平理論を組織場面に適用すれば従業員は会社への

自らの貢献に対する自分が得た報償が，他の従業員の会社への貢献に対する報償と比べ

て小さい時，不公平を感じる。そのような時，従業員は遅刻や欠勤あるいは退職などの

離脱行動を引き起こすかもしれないと考えられる(Robbins, Crino & Fredendall，

2002)。

過去の研究では従業員は組織の状況に満足していないとき，組織を離れることを通じ

て彼らの不満を表すと指摘している(Mobley, 1977)。Bluedorn (1982)の離脱行動の定

義は従業員が組織の仕事に対して社会心理上の吸引力あるいは興味を失った行動とい

うことである。

Gupta & Jenkins (1991)は離脱行動を次のような定義した。すなわち,従業員が自分

自身，組織に対して反感を持っている状態と察知した時，計画的に自分が組織から体や

心の距離をおこうとする自発的な反応である。Hulin (1991)は離脱行動をまた次のよう

に定義した。すなわち，離脱行動とは従業員の職位もしくは仕事を回避する一連の行動

及び離脱する意図である。そして，これらの行為と意図が個人と組織のパフォーマンス

に影響する。Kaplan，Bradley，Luchman & Haynes (2009)は，また次のように定義して

いる。すなわち，離脱行動とは在職従業員の職場に対する一連の消極的な態度と行動で
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ある。Sliter, Sliter & Jex (2012)は従来の研究をまとめると，離脱行動とは組織規

範と個人的な動機の何らかの軋轢の反映で，離脱行動の核心は，消極的な回避と行動拒

否であるということになろうと示した。

２． 従業員離脱行動の分類

現在，多くの研究者は以下のいくつかの基準で従業員の離脱行動に対して分類を行っ

ている。１）時間の長さ（遅刻，早退，無断欠勤，退職）,２）行動の動機(自分の仕事

環境の中から一時的に離れるのを求める，永久的に自分の仕事環境を離れるのを求め

る）,３）行動の影響（職務行動を回避するあるいは減らす，例えば，遅刻する，無断

欠勤する；パフォーマンス行動を減らす，例えば，サボタージュする，同僚を助けない，

建設的な提案をしないなど）である。

Hanisch & Hulin (1991)は離脱行動を次の２種類のタイプに分けることができると

した。すなわち，１）職業離脱(job withdrawal)，２）仕事離脱(work withdrawal)で

ある。Lehman & Simpson (1992)は職務行動を４つの次元に分類している。すなわち，

１）肯定的な行動，２）敵対的な行動，３）心理的離脱行動，４）行動的離脱である。

肯定的な行動とは，例えば，「自主残業」をいう。敵対的な行動とは，例えば，「仕事

の状態に文句」をいう，「同僚と争う」，「指示を無視する」，「デマを飛ばす」など

をいう。心理的離脱とは，例えば，「白昼（空想）をする」，「仕事をやりたくない」

などをいう。行動的離脱は，例えば，「早退や昼食の時間延長や仕事中の居眠り」など

である。

図 2-1 離脱行動の構成要素

出所：筆者作成

研究者たちの離脱行動の定義に基づいて，本論文では，「離脱行動とは組織に対する

消極的態度，および実際の行動への消極的な振る舞いである」と考える。それは図 2-1

のような構成要素が含んでいる，すなわち，心理的離脱と物理的離脱である。
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第２節 従業員離脱行動のモデルと測定法

１． 従業員離脱行動のモデル

１．１ Gupta & Jenkins の離脱行動モデル

Gupta & Jenkins (1991)は組織の仕事環境には２つの力があると指摘した。すなわち，

１）魅力(attractions)と２）反発力(aversions)である。この２種類の力は組織の従業

員の仕事に決定的影響を及ぼす。

魅力は従業員の仕事促進，適切に行動する要素である（例えば，面白い仕事，給料と

仕事の安全を含む）。反発力はすべて仕事環境で反感を買う状況である（例えば，つま

らない仕事，リーダーシップがない上司，安全でない仕事，仕事のストレス）。その魅

力が反発力より大きい場合，従業員は効率的な行動をする（例えば，時間通りに，出席

率の高い，優秀な行動）。

反発力が魅力より大きい状況下ではそれらの状況から抜け出すために従業員は程度

の違うさまざまな離脱行動を取る。どのタイプの離脱行動が取られるかは各種環境条件

（制限条件）によって左右される。また，場合によってはある離脱行動から他の形式の

離脱行動を転じることもある（例えば，会社を辞めたいが，他に今すぐ適当な仕事が見

つからないため，一転無断欠勤の行動を取る）。その関係は図 2-2 のように示される。

図 2-2 Gupta & Jenkins 離脱行動モデル

(出所：Gupta & Jenkins, 1991, p.44, Figure2)
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一方，Gupta & Jenkins (1991)によれば，従業員離脱行動は魅力と反発力と制限条件

の三要素の働きで，実際に現れた離脱行動が，重大さ（severity）および頻度（frequency）

の規準からそれぞれ程度が異なる１つの連続体になっているとしている。 例えば，離

職，欠勤は高いレベルの離脱行動であるが， 空想は低レベルの離脱行動である。具体

例は例えば，図 2-3 示すようになる。

図 2-3 ：離脱行動の連続性

(出所：Gupta & Jenkins, 1991, p.47, Figure3.)

１．２ Hanisch の離脱行動モデル

Hanisch (1995)は仕事離脱，職業離脱及び原因に対して図 2-4 のように，原因（例え

ば，各種不満，ストレス､健康問題），反応の影響要因（例えば，家庭圧力，経済状況

など），そして，組織離脱行動からなる三者の関係図を提示した。彼の研究によれば，

これらの原因（例えば，セクハラや上司に対する不満など）が従業員の反応影響要因に

よって調整されながら，深刻な話であれば退職や早期退職，軽ければ遅刻，早退などの

行為を示すことになる。しかし，従業員は会社に不満を持つが，彼らがどのような行動

を取るのかは正確には予測できないのである。時に応じて，従業員は多様な離脱行動を

取っているかもしれない。同じ不満を持つ従業員が不満を表明してストレスを解消する

ために異なった反応をする。すなわち，これらの不満は環境的要因および個人的な要因

によって彼らの異なった行動となってあらわれる。
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図 2-4 Hanisch 的離脱行動モデル

(出所：Hanisch, Hulin & Roznowski, 1998, p.465, Figure1.)

１．３ Griffeth, Gaetner & Sager の適応反応モデル

Griffeth，Gaertner & Sager (1999)は，図 2-5 のような適応反応モデル(Adaptive

Response Model)を提案した。このモデルは従業員が組織の政策に対して不満を持つ時

どのように自らを変えて組織に適応していくかを説明する。異なるタイプの従業員は異

なった反応をする。

適応反応モデルは主に３つの部分がある。第一は従業員にとって適応が必要な組織状

況（衝撃，変動）である。 第二は従業員のタイプで，異なるタイプの従業員は異なる

タイプ離脱行動をとる。そして，第三は適応反応する行動のパターンである。

図 2-5 に示すように，適応反応モデルによると，従業員は衝撃または変動に対して不

満の気持ちになるが，従業員のタイプによって基本的反応が異なり，それによって最初

の反応（例えば，文句をいう，離れるなど）も異なり，そして最終的には従業員のタイ

プによって違う行為が現れるのである。（例えば，留任や離れる，ほかの離脱行動を選

択するなど）。したがって，組織は従業員のタイプを理解しなければならない。人材の

流出を防ぐために従業員の反応傾向を把握しなければならないのである。
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図 2-5 Griffeth, Gaetner & Sager の適応反応モデル

(出所：Griffeth, Gaertner & Sager, 1999, p.583, Figure2.)

２． 離脱行動の測定法

ほとんどの研究者は従業員の自己評価と組織からの業績評価の組み合わせた方式で

従業員の離脱行動を測定する。離脱傾向の測定方法は最初，Mobley (1977)が提出した。

この測定は３つの項目からなる。すなわち，１）何度も考えて組織から離れたいと考え

ている，２）積極的に代わる組織を探している，３）可能であれば組織から離れる。

Blau (2000)も同様に３つの項目から離脱行動を測定した。項目１について，「もし

可能であれば，私はこの職を離れる」である。項目２について、「もし可能であればこ

の仕事を離れる」である。項目３について，「もし可能であれば私は会社を離れる」で

ある。

３． 離脱行動の損失評価

Sagie, Birati & Tziner (2002)は従業員の態度や行為を含む損失評価モデルを提案

した。このモデルは離脱行動構造の漸進モデルを理論の基礎として，さまざまな従業員

離脱行動がもたらす損失を総合的に評価しようとするものである。各種類の形式の離脱

行動がもたらした損失を４つの部分に分けている。第一は未完成の仕事による直接収入

の損失，第二は間接的な損失，第三はより深いレベルの離脱に転化する可能な損失，第

四は新入社員の雇用やトレーニングによる直接損失。この全面的，多角的な評価方式は

従業員離脱行動の損失評価に対して多大な貢献をもたらした。
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第３節 離脱行動を影響する規定要因

１． 個人的要因

１．１ 通勤距離

居住地から勤務先への通勤の問題が離脱行動に及ぼす最も強力な影響要因の１つで

あると予想される。現代社会では，通勤行動は個人に肉体的，精神的な負担をもたらす。

その結果，消極的な組織行動につながる(Novaco, Kliewer & Broquet, 1991)。意図的

な遅刻と異なり，受動的な遅刻に対して，最も重要な要因は通勤のようだ。通勤距離の

増加は遅刻の確率を高める可能性が大きい。しかしながら，これと対照的に，Nicholson

& Goodge (1976)は，女性社員の遅刻が通勤距離とマイナス相関することを見出した。

結果は必ずしも一貫していない。

１．２ 態度

仕事の満足度は離脱行動に関する研究では最もよく使用されている分析変数である。

多くの研究者は従業員の離脱行動を従業員の組織態度の結果変数として扱っている

(Rosse & Hulin 1985；Hanisch & Hulin 1990; Hanisch & Hulin 1991)。このように考

えると，従業員の離脱行動は従業員の組織への消極的な感情を反映しているであろう。

１．３ ワーク·ファミリー·コンフリクト

ワーク·ファミリー·コンフリクトは，従業員としての役割（例えば，時間まで仕事場

所に到達する）と家庭人としての役割（例えば，早朝の幼児の世話など）の間に生まれ

た葛藤である。ワーク・ファミリー・コンフリクトには仕事から家庭への妨害

(work-interference-family ， 以 下 W → F) と 家 庭 か ら 仕 事 に 対 す る 妨 害

(family-interference-work，以下 F→W)の２種類の形式がある。

W→F と F→W の従業員離脱行動に対する影響力の程度は異なっているのである。

Barling & Macewen (1992)と張・劉 (2011)の研究結果によればは，離脱行動に対して，

W→F の影響は示されなかった。一方 F→Wが離脱行動に対してプラスの影響をもたらす

ことが示された。これらの知見は， F→Wが従業員離脱行動に対して深刻な影響をもた

らすことを示唆している。

１．４ 仕事プレッシャー

Podsakoff, LePine & LePine（2007）は仕事プレッシャーを２つに分けた。妨害プレ

ッシャーと挑戦プレッシャーである。彼は仕事プレッシャーと離脱行動の関係をさらに

研究し，従業員離脱行動に関する二次元モデルを提出した。彼の知見によれば妨害プレ

ッシャーと離脱行動の間には正の相関が，挑戦プレッシャーは負の相関が得られるとい

う（Podsakoff et al. 2007）。すなわち，仕事プレッシャーは必ずしも人に消極な仕
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事態度をもたらし，離脱行動をもたらすものではない。むしろ，多くの人は喜んでそれ

を受け入れ，挑戦的な仕事を通して，自己実現を達成する。

１．５ 職務満足感

Johns (2001)は離脱行動研究俯瞰の中で職務満足感と各種離脱行動の関係について

包括的な文献レビューをしている。彼は定量的な文献レビューの手法としてメタ・アナ

リシスの研究を取り上げた。すなわち，転職行動については Hom & Grieffeth (1995)，

欠勤行動については Hackectt（1989），遅刻行動に関しては Koslowsky, Sagie，Krautsz

& Singer (1997)の研究を挙げている。Johns はそれらメタ・アナリシスの結果から一

般に欠勤，転職のような離脱行動と職務満足感との関係は有意なネガティブの関係には

あるものの，従来からの面接などの定性的な研究において得られた結果に比べると，そ

の関連性は高いとはいえないとしている。

１．６ コミットメント

職務満足感組織と近い考えに，組織コミットメントがある。Becker (1960)は組織コ

ミットメントを，活動が中止したときに失うことになる「サイドベット」の集積の結果

として，「首尾一貫した行動」へと結びつく性質のものであると定義した。Mowday,

Steers & Porter (1979)は組織コミットメントを，組織への「情緒的愛着」と定義した。

組織コミットメントは，組織全体に対する個人の関わりであって，安定しているのに対

し，職務満足感は，ある仕事に対する満足度であり，変わりやすい。組織コミットメン

トは，職務満足感に比べると，組織への適応といったプロセスを経て，長い時間をかけ

て形成されるものであって，短時間には変化しないものとされている。

しかし，組織コミットメントをどのように概念化するかについては，さまざまな議論

がなされている注２。それに応じて，コミットメントを測定する尺度もまたさまざまに

ある。組織コミットメントからの影響を考える場合にも，このことは直接的な関わりを

持つ。組織コミットメントからの影響を評価する際に，その基になる尺度が同一のもの

でなければ，一貫しない結果が得られたとしても，なんら不思議なことではない（田尾，

1997）。

組織コミットメントについては，研究者それぞれの立場からさまざまな方法で把握さ

れている。しかしながら，組織コミットメントについて一般的に述べる場合には，ある

特定の定義に異を唱える積極的理由は今のところ存在しないように思われる。特に何ら

かの目的をもってこの概念を用い，また測定しようとするときには，それぞれの目的に

合った定義，スケールを用いることが重要である。そして，どういう定義を採用してい

るのかということを明確に示すことが必要である。採用される定義については，研究者

の裁量内であるというべきだろう。
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２． 組織的要因

組織文化は従業員離脱行動の最も重要な規定要因の１つである（Koslowsky, 2009)。

従業員によって共有された価値は企業文化の発展の中で重要な役を演じている（Wiener，

1988)。Schein (1981)は組織文化を組織の潜在的な仮説，価値観，信念と認知と位置づ

けた。組織内の個人の社会化プロセスは従業員の組織行動に影響を与える。組織内の規

範や組織文化は従業員の行動タイプに対する期待を表明している(Hatch，1993)。従業

員がその期待を意識している時には，自分の行動と態度を適切に調整することが予測で

きる。例えば，結果重視の組織は，従業員の遅刻頻度が低く，組織の中で文化価値の変

化は従業員の離職率の変化を解明することができる。

３． 職場的要因

離脱行動，とりわけ，欠勤(absenteeism)とか遅刻(lateness)，転職及び転職意図

(turnover intent)を規定する組織要因としての職場の状況も重要な規定要因として考

えられる。Johns（2001）はこうした問題について職場の状況（欠勤規範）の視点から

検討している。Johns は認識された職場規範が欠勤など離脱行動の発生に重要な予防の

役割を果たしていると考えている。また上司のリーダーシップなども離脱行動に影響を

与えていると考えられるが，これは次節の筆者の研究のところで述べたい。

４． 社会的要因

特定の社会環境の中で，人々は特定の信念，価値観を持っている。これらの信念や価

値観が人々に共通のルールを構築する。そして，これらのルール（規則）はさらに，個

人の行為や態度に影響する。米国や南ヨーロッパの仕事態度に対する調査では，Tosi，

Rizzo & Carroll(1994)は，米国において，作業日は約 8：00 に始まり 17:00 終わるの

に，南ヨーロッパでは 9：30 から 19:00 までであることを報告している。 ６カ国の従

業員のサンプルから Levine（1980)と Levine (1984)は 時間の知覚・態度調査では「時

間意識」が文化によって異なるとしている。例えば，アメリカ社会はブラジルより時間

に対して厳しいことを示した。これらが遅刻などの離脱行動に影響するものと考えられ

る。

従業員離脱行動の社会的な影響要因がそのほかいくつか考えられる。例えば，政治姿

勢（例えば，どのような政党と労働組合との関係を持つなど），業種（例えば，ハイテ

ク産業，大規模な製造業など），地理（例えば，シリコンバレーなど）（Koslowsky，

2009）などである。
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第４節 離脱行動に関する実証的研究の回顧

ここ十数年来，多くの研究者および研究組織が離脱行動の研究に興味を持っている。

その理由としては，これらの行動が組織に対して生産性の低下，人事コストの上昇など

企業にとってよくない影響を与えるという前提がある(Birati & Tziner，1999)。

こうした背景にあって，中国企業の従業員の職場適応意識はどのようになっているの

であろうか。ここでは従来の視点から筆者の「心理的資本」に取り組む前に筆者が行っ

た離脱行動の実証的研究についても紹介したい。

本節は従来の視点から欠勤・遅刻・転職規範意識，欠勤行動，遅刻行動，転職行動な

どの職場離脱行動の主観的，および客観的な現象を取り上げ，これら職場離脱行動に直

接に結びつく心理的要因，さらにはその背景にある経営環境との関係を明らかにしたい。

１． 研究動向

本節では職場不適応という概念を用いずに離脱行動という概念を用いる。離脱行動は

主に遅刻，未許可な欠勤，および自らの意志での退職を含む(Clegg，1983)。

このような概念を用いる理由の１つは個人の視点から見れば転職行動などは職場不

適応としての側面だけではなく，個人自らの合理的選択行動，自己実現の側面を含んで

いるためである。

従業員が離脱行動を考え始めるとき，通常２つのプロセスが考えられる。１つは感情

的プロセス，もう１つは合理的プロセスである。Brown (2013)は前者を経験，習慣に伴

う無意識的プロセス，後者を合理的思考，推理を含む意識的プロセスと呼んでいる。後

者の例としては Adams (1965)の衡平理論のいうようなプロセスが考えられる。

個人は組織の中で自分との関係で発生するすべての関係を合理的及び感情的な視点

から検討して，組織内での自身の作業行動が我慢できる限界を上回っている時，従業員

は口実を設けて欠勤することを考え始め，さらに深刻な時，退職する（林 & Feng，2004）。

離脱行動を考えるとき前述した Brown のいう２つの認知的プロセスが重要であるが，

本節では前者の無意識的，習慣的，感情的なプロセスを考えたい。それは組織文化であ

り，社会的規範，とりわけ組織規範，さらには職務満足感などが考えられる。本節では，

そのうち特に欠勤，遅刻，退職へのその組織が持っている文化，規範の影響を考えたい。

以下前節でも述べたが，離脱行動についての先行研究を本節の研究との関係に絞って

簡単にレビューしたい。

離脱行動，とりわけ，欠勤(absenteeism)とか遅刻(lateness)，転職及び転職意図

(turnover intent)を規定する要因は，何であろうか。

Johns（2001）はこうした問題について包括的な検討をしている。彼は，転職，欠勤

や遅刻を離脱行動(withdrawal behavior)として捉え，これらを規定する要因を職務満

足感，職場の状況（例えば，欠勤規範など），従業員の特性の３つの視点から包括的に
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検討している。

Johns (2001)は離脱行動研究俯瞰の中で職務満足感とこれら離脱行動の関係につい

ての文献レビューであるメタ・アナリシスの研究を取り上げ，転職行動については Hom

& Grieffeth (1995)，欠勤行動については Hackectt (1989)，遅刻行動に関しては

Koslowsky et al. (1997)の 研究を挙げている。Johns はそれらメタ・アナリシスの結

果から一般に欠勤，転職のような離脱行動と職務満足感との関係は有意なネガティブの

関係にはあるものの，従来からの面接などの手法を用いた定性的な研究において得られ

た結果に比べるとその関連性は高いとはいえないとしている。

Johns (2001)以降も離脱行動について多くの実証的研究がなされている。

まず欠勤については Johns の報告したような職務満足感，職務インボルヴメント，

組織コミットメントなどと欠勤行動との関係についての研究が行われている。そして，

ここでも職務満足感の欠勤への影響は複雑で，職務満足感やコミットメントがストレー

トに欠勤の予防に役立っているわけではない。例えば，Wegge (2007)は欠勤を従属変数

にした場合，職務満足感，職務関与はともに単独では有意な影響力は持たず，両者の交

互作用が有意であるとしている。21 世紀に入ってからの研究の特徴は，この他バーン

アウト(Burnout)注3などのストレスが欠勤と関連のあることを指摘した幾つかの報告が

ある。また，ワーク・ファミリ・コンフリクトやフレックスタイムなどのワーク・ライ

フ・バランス(work–life balance)が欠勤予防に役立っていると報告なども見られる

(Hammer, Bauer & Grandey, 2003)。

一方，遅刻行動は学校教育場面ではポピュラーな問題であるが，産業場面の従業員の

遅刻行動を扱ったものは欠勤に比べて少ないようである。今までの研究では，組織風土

を扱ったもの(Elicker, Foust, O’Malley & Levy, 2008)，個人の性格特性を扱ったも

の(Conte, 2003)，遅刻に対する個人的な態度を扱ったものなどがある(Elickers et al.,

2008)。Conte（2003）も指摘するように，欠勤行動と遅刻行動の予測要因は異なる傾向

にある。例えば，性格特性としてのビッグファイブ注 4は欠勤を予測する上では有力な

規定要因で，誠実さとは r=－23，神経質とは r=.19，外向性とは r=.15 とそれぞれ有意

な相関を示したが，遅刻とは明確な結果は出ていない(Conte, 2003)。

従業員の転職，転職意思に影響する要因の先行研究も数多く行われている（Griffeth,

Hom & Gaertner, 2000；Huang, Lin & Chuang, 2006)。それによれば，個人属性要因と

して，性別，年齢，勤続期間，学歴などが挙げられているが，大きな影響要因としては

勤続期間の長さが転職と負の相関があることが指摘されている。その他，給料満足

（Huang et al., 2006），組織に関する要因として職務満足感，組織コミットメントが

転職と負の関係にあることが指摘されている（Griffeth et al., 2000)。

このように，Johns (2001)以降の研究は離脱行動を満足感のほかにバーンアウト，ワ

ーク・ライフ・バランスに関する人事施策など広範囲な視点から研究する傾向にある。

日本では，戦後における欠勤行動についての研究は岸戸 (1954)にはじまるといって
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よいと思われる。欠勤行動についての欧米を含めた組織的な文献レビューは，金子

(1986)に見られる。

欠勤および遅刻行動についての職場規範の研究には佐々木 (1994)と佐々木 (1995）

の一連の研究がある。佐々木は職場規範と欠勤および遅刻への意識との間に密接な関係

のあることを示した。即ち職場規範として欠勤および遅刻に対して厳しいほど，個人の

欠勤や遅刻をしないということをみいだしている。佐々木らの研究は欠勤，遅刻の問題

を集団規範という視点から扱ったものであるが，重要な点は，意識のレベルでは扱って

いるが，具体的な欠勤行動，遅刻行動というような行動レベルでは取り扱っていないと

いうことである。こうした規範が，実際の行動にどのように結びついていくかを確認す

ることが次の課題として重要であろう。

転職についての研究は数多く報告されている。代表的の研究には山本の研究がある。

山本（2009)はリテンション・マネジメントの定義，現状，構造などを分析し，従業員

と組織の２つの観点から，リテンションを実証分析した。その結果，人事管理制度とし

て人事考課，昇進の適切性，及び雇用保障は，転職意思の低さに寄与していることが示

された。ファミリー・フレンドリー施策とリーダーシップはリテンションに対して相乗

効果がみられた。退職管理制度はリテンションにプラスの影響を，成果主義的制度はマ

イナスの影響を与えていること示された。

そして，中国では，中国の改革開放が進展するにつれて，中国企業は西洋管理システ

ムを積極的に導入してきたが，これらの管理システムと従業員職場適応との関係に関す

る研究も重視されて研究者の関心が集まってきている。しかしながら離脱行動について

の実証的研究は少ない。そうした中で張 (2010)，Yao & Wang (2008)，Siu (2002)，張

(2005)などの研究がある。とりわけ，張（2005)は，従業員は会社の政策方針が自分の

都合に合わない時，離脱行動をするようになると指摘している。また,従業員が不公平

な待遇に出会う時，離脱行動をするようになるとも指摘している。もし不十分な待遇が

会社の政策に原因があるならば，従業員は辞めないが働かない離脱行動（例えば，遅刻，

欠勤など）を選択する。もし本人個人に対する不公平な待遇であれば，従業員は組織を

離れる離脱行動（例えば，自らの意志で早めに退職するなど）を取ることが多いと指摘

している。

最後に顧 (2012)は中国企業の従業員を対象にして離脱行動の規定要因について従業

員の視点から検討した。そこでは大手の民間企業Ａ社と外資系企業Ｂ社に勤務する従業

員の離脱行動について検討した。その結果，企業文化，従業員の特性（例えば，自己効

力感，幸福感など）が離脱行動（例えば，欠勤，遅刻，転職意図など）に大きな影響を

持つことが明らかになった。

２． 研究の視点

本節では，こうした研究の背景をもとに，図 2-6 のようなフレームワークを設定した。
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図 2-6 は大きく分けて独立変数（原因変数）群，仲介変数群，従属変数（結果変数）

群より成り立っている。まずはじめの独立変数群として企業特性を想定する。筆者は中

国企業で企業特性の異なると思われる１２０企業に調査を行った。

第二の独立変数は人事施策である。人事施策などは職務満足感の規定要因になり，ま

たそれらが転職，欠勤，遅刻の予防などに結び付くことが考えられよう。

第三の独立変数要因として上司のリーダーシップも考えられる。上司との人間関係が，

職場適応の重要な規定要因ということを考慮すると，上司のリーダーシップ行動とりわ

け，個人的配慮，コミュニケーションなどが欠勤や遅刻などを規定する要因として考え

られるように思われる。

図 2-6 離脱行動の発生のプロセス

出所：筆者作成

第二群は仲介変数のグループである。この変数群は結果変数・従属変数である離脱行

動と直接に結びついていく。具体的には企業文化・風土，職務満足感，コミットメント，

規範意識である。

第三群が結果変数・従属変数である。これは前述した離脱行動といわれるもので欠勤

行動，遅刻行動，転職，転職意図ということである。

３． 研究の目的および検討課題

本節の目的は，組織の視点から中国企業に焦点をあて，そこで働いている従業員の離

脱行動を規定する要因を企業特性，そして上司のリーダーシップ，企業文化，職務満足

感，コミットメント，規範意識という点から検討することである。離脱行動の指標とし

て転職率，欠勤・遅刻意識，欠勤行動，遅刻行動を検討の指標とした。

ここでは分析の単位として組織単位の視点より行った。これは企業単位の転職などの
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離脱行動を従属変数とし，人事施策，リーダーシップ行動などを独立変数とした重回帰

分析による検討である。これらの分析を考慮して以下の２つの検討課題を設定した。

まず，検討課題（１）は企業特性のうち，資本形態，企業規模は人事施策，リーダ

ーシップ行動には大きな変化は見られないが，コミットメント，職務 満足感，転職，

欠勤行動，遅刻行動などにおいて差がみられるであろうかと設定した。

そして，検討課題（２）は職場離脱行動，すなわち転職，欠勤，遅刻はリーダーシッ

プ行動，企業文化，職務満足感などの他，規範意識によって違いがみられるであろうと

設定した。検討課題（１）および検討課題（２）は顧 (2011)と顧 (2012）の一連の研

究結果に基づくものである。

４． 研究の方法

まず，研究の対象について有効分析対象者は，中国企業１２０社とも中国の代表的な

工業地帯，江蘇省無錫市周辺にある会社である。回答者は各企業の人事担当者である。

そして，測定尺度について原因変数の測定尺度としては企業特性，リーダーシップ行

動，人事施策である。企業特性として，創業，業種，資本金，従業員数，資本形態，会

社の業績を測定した。仲介変数としては企業文化，コミットメント，職務満足感，規範

意識を測定した。結果変数としては転職行動，欠勤行動，遅刻行動を測定した。

リーダーシップ行動について，松原・小林・岩戸・永島 (2010)の「中間管理職の

リーダーシップ」測定尺度を参考にした。基本的には，課題達成，配慮行動，コ

ミュニケーションの３領域を測定する２４項目より成り立っている。評定は４段階評

定である。企業文化について，企業文化の測定は高尾・仙田（1997）の尺度をベースに

松原 (1999)が若干追加したものを使用した。１８項目から成り立っている。人事施

策について能力開発及びワーク・ライフ・バランスの測定項目である。コミットメント

について，花田 (1980)の OCQ の日本版，および高橋 (1997)のマイヤーらの翻訳版か

ら選択した。転職規範・欠勤規範・遅刻意識について，これら３尺度は，それぞれ４段

階評定を求めた。このうち「欠勤意識」は「欠勤はすべきではない」という項目で測定

した。遅刻規範も同様である。転職率，遅刻，欠勤について，これらの測定については

回答者が自社の遅刻，欠勤行動を頻度カテゴリーの中から選択した。

フェース・シートとして，性別，年齢，職場名，会社の創業年，業種，資本金，従業

員数，企業形態，会社の業績，学歴，地位，勤続年数の回答を求めた。

５． 結果及び考察

５．１ 企業形態別比較分析

検討課題に従って，まず検討課題（１），すなわち企業特性として資本形態の異なる

企業（以下，企業形態という）の比較から検討してみよう。

ここでいう企業形態とは国有企業，民間企業，独資企業，合弁企業である。独資，合
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弁企業には欧米，台湾，日本などの企業が含まれている。表 2-1 は企業特性の異なる企

業（企業形態別）の各変数の比較を示している。

まず，人事施策について，人事施策はストレス対策，ワーク・ライフ・バランス，能

力開発の３つの視点から検討してみたい。ストレス対策については国有企業が一番高く，

合弁企業が最も低いという結果である。ワーク・ライフ・バランス施策は逆転項目で，

施策を持っているものほど得点は低くなっている。ここでも国有企業がワーク・ライフ・

バランス施策を最もよく実施しており，合弁企業が最も悪い結果を示している。

表 2-1 企業形態別平均の比較（中国企業１２０社）

注 F 値は F＞4.51 で 5%水準有意，F>10.20 で 1%水準有意である。

出所：筆者作成

そして，上司のリーダーシップ行動について，企業担当者が国有企業，外資企業が続

き，合弁企業が最も低い。課題達成行動は国有企業が認知する上司のリーダーシップ行

動は，配慮で民営企業が最も高いという結果を示した。ついで最も高く，次に外資系企

業，合弁企業が続き，民営企業が最も低い。しかしながら課題達成行動は企業形態間で

その差が最も小さかった。このことはこの行動についての必要度は共通の認識があると

思われる。

民営企業は課題達成行動と配慮行動の得点がほぼ等しく，いわゆる三隅の PM 式リー

ダーシップ理論(三隅，1984)から言えば「PM 型」といえよう。類似した傾向は国有企

業にも見られる。課題達成行動と配慮との差が最も大きいのが合弁企業で，いわゆる「P

型」に相当する。

コミュニケーションは合弁企業，国有企業の方が高いという結果を示した。
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また，企業文化について，表 2-1 をみると，企業文化の４変数，すなわち，個人尊重

文化，環境適応（文化），協調文化，安定文化の中で合弁企業，独資企業が有意に高い

のは個人尊重文化，環境文化である。一方，国有企業の方が高いのが，安定文化，協調

文化である。

これは従来から指摘されている企業形態別の特徴を表していると思われ，従来の結果

の確認といえよう。

コミットメントについて，会社へのコミットメントとしてまず会社への忠誠心を見て

みよう。表 2-1 を見ると会社への忠誠心は国有企業が最も高く，以下民営企業，外資系

企業の順で，合弁企業が最も低いという結果が得られた。これも国有企業の持つ魅力が

忠誠心に結びついたものと考えられる。

感情的コメットメントは国有企業が高いという結果を示した。感情的コミットメント

とは自身の企業に対する感情的な一体感を意味する。このことは国有企業の企業担当者

は，自らの従業員がこの点において特に高いと認識しているようである。

最後，離脱行動について，離脱行動をまず，転職について見てみよう。国有企業およ

び民営企業の転職は低く，外資系企業および合弁企業の転職は高くなっている。

次に欠勤行動を見ると最も低いのが国有企業で，最も高いのが合弁企業である。

遅刻行動では国有企業は最も低く，以下，民営企業，外資系企業，合弁企業の順で転

職の順位は変わらない。

今，転職，欠勤，遅刻をまとめて離脱行動としてまとめると離脱行動の全ての指標で，

国有企業が最も優れ，民営企業，外資系企業，合弁企業の順になるということになる。

５．２ 階層的重回帰分析の結果

次に検討課題２の欠勤，遅刻，転職率を従属変数（結果変数）とした場合の重回帰分

析の結果を見てみよう。その結果が表 2-2 に示されている。

表 2-2a 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル１

（中国企業１２０社）

出所：筆者作成
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表 2-2b 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル２

出所：筆者作成

表 2-2c 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル３

出所：筆者作成
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表 2-2d 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル４

出所：筆者作成

表 2-2e 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル５

出所：筆者作成
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表 2-2f 欠勤，遅刻，転職意図の規定要因の重回帰分析モデル６

出所：筆者作成

（１） 欠勤について

まず，欠勤行動についてその規定要因を見てみよう。表 2-2a より特性要因，すなわ

ち企業形態，従業員数，創業年数などの特性要因の中に企業形態は欠勤に関係のあるこ

とが理解される。

人事施策を投入した表 2-2b のモデル２では，人事施策のうちワーク・ライフ・バラ

ンス施策が欠勤を生み出す最も大きな規定要因になっている。ただし，この施策は逆転

項目であるので，この施策が整っているほど欠勤行動が少ないことを示している。スト

レス施策は欠勤に対してネガティブな規定要因になっているのである。能力開発は有意

な影響力は示していない。しかしながら階層的重階層的分析の結果は，人事施策が全体

としては欠勤行動の抑制に大きな影響力を持っていることを示している。

モデル３はリーダーシップを投入した場合である。ここではすなわち上司のコミュニ

ケーション行動は欠勤の予防に役立っているのである。また，配慮も欠勤行動に有意な

影響力を持っている。課題達成行動は有意な影響力を持っていない。

モデル４は企業文化を投入した，ここでは重相関係数の２乗に大きな変化がみられる，

即ち，安定文化は欠勤に対してネガティブな規定要因になっているのである。また，協

調文化も欠勤に抑制効果を持っている。
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モデル５は忠誠心，感情的コミットメントおよび職務満足感を一括投入したものであ

る。重相関係数の２乗に有意な変化がみられた。その大きな要因は職務満足感と忠誠心

である。特に職務満足感の影響力が大きい。これは Johns (2001)のいう従来の研究結

果とも整合するものである。

最後に，モデル６は欠勤規範，遅刻規範，転職規範を投入したものである。欠勤規範

意識は欠勤に対して最も大きな負の規定要因になっているのである。これは，欠勤規範

が心理的に欠勤行動に最も近いことを考えると，この結果は理論的にも整合するもので

ある。

（２） 遅刻について

次に遅刻について見てみよう。表 2-2a のモデル１の特性要因でみると，企業形態は

遅刻に関係のあることが見られる。特に大きな影響力を持つのは企業形態である。これ

は検討課題（１）で見ても明瞭である。従業員数も有意な影響力を持っている。創業年

は有意な影響力を示さなかった。

モデル２で人事施策を追加すると重相関係数の２乗に大きな変化がみられる。その大

きな規定要因はワーク・ライフ・バランス施策である。即ち，ワーク・ライフ・バラン

ス施策は遅刻に対して大きな規定要因になっているのである。前述したようにこの項目

は逆転項目であるので，ワーク・ライフ・バランスの人事施策は遅刻防止に役立ってい

るのである。それ以外の施策は遅刻防止に有効ではなかった。

モデル３では，直属上司のリーダーシップを追加した。表 2-2c によれば，配慮のみ

が遅刻の抑制要因として働いていることを示している。ただし全体では重回帰相関の２

乗の変化は有意である。

モデル４では企業文化を投入した，重回帰分析の変化量は有意であったが，とりわけ

安定文化は遅刻に対して強力なネガティブな規定要因になっているのである。「個人尊

重」の文化は遅刻行動を容認するような傾向を示したが，その影響力は大きなものでは

ない。

モデル５では忠誠心，感情的コミットメント，職務満足感を投入した。このモデル５

の段階でこれらのコミットメント要因は遅刻行動に対して有意な影響力を示さなかっ

た。これは特筆されるべく特徴である。すなわち，欠勤行動の規定要因，後述する転職

の規定要因として組織コミットメントは大きな影響を持つのに，遅刻に対してはその影

響力は小さな規模にとどまるというわけである。もちろん忠誠心，感情的コミットメン

トとも有意な規定要因にはならなかった。

最後，モデル６は欠勤規範，遅刻規範，転職規範の各規範意識を投入したものである。

遅刻規範意識は遅刻に対して最もネガティブな規定要因になっているのである。これは

まさに予想通りの結果になった。
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（３） 転職率について

最後に転職率について見てみよう。モデル１では特性要因を投入した。ここでは企業

形態，従業員数，創業年数などの特性要因が転職率に関係のあることが理解される。そ

の説明率（R2＝.372）は欠勤，遅刻よりも大きい。すなわち，企業形態，従業員数，創

業年ともに転職に関して影響力を発揮している。換言すれば国有企業で，従業員が多く，

創業が古い企業ほど転職は少ないということを物語っている。

モデル２では人事施策が転職について有力な規定要因であることを示している。ただ

し，人事施策の内では，転職はワーク・ライフ・バランス施策ではなく，ストレス対策

が有効なことを示した。

これはストレスが転職に重要な影響力を持つことを示唆しているが，ワーク・ライフ・

バランス施策および能力開発が転職に有意な影響力を持たないのは意外であった。

モデル３では，上司のリーダーシップのうち，配慮行動が転職にネガティブな影響力

を持っていた。しかしながら，課題達成は転職にポジティブな影響力を持っていた。上

司の厳しい仕事への要請が転職を考え，転職行動を起こすきっかけになるのかもしれな

い。

モデル４では企業文化を投入した。安定文化は転職にネガティブな影響力を持ってい

た。企業文化の中で転職に有意な影響を持つのは安定文化のみであったが，安定文化の

影響は極めて大きなものであった。

モデル５では組織コミットメントの各変数を投入した。これらの変数は欠勤及び遅刻

の場合よりもその影響力が大きかった。組織コミットメントの各変数が遅刻に対しては

有意な影響力を示さなかった時と比べると雲泥の差である。特に感情的コミットメント

および職務満足が転職意図に有意なネガティブな変化をもたらした。これも先行研究の

Johns (2001)の展望と整合するものである。

モデル６では規範を投入した。予想通り，転職規範が有意な影響力を示した。

６． 本節のまとめと今後の課題

６．１ 本節のまとめ

本節は中国企業を対象にして離脱行動を組織単位という点から検討した。離脱行動で

も欠勤，遅刻，転職では異なった規定要因が明らかになるなどいくつか興味深い事実が

明らかになったと思われる。それらをまとめると以下のようになる。

まず，企業形態と離脱行動との間に関係がみられた。具体的には国有企業が最も離脱

行動が 少なく，以下，民営企業，外資系企業の順で，合弁企業が最も離職行動が多か

った。そして，リーダーシップは離脱行動に有意な影響をもたらしたが，それほど大き

なものではなかった。また，組織文化は離脱行動全体に大きな影響をもたらした。とり

わけ安定文化は大きな要因であった。最後，組織コミットメントは遅刻に対しては有効

な規定要因とは言えなかったが，転職率に対しては非常に強い影響力を示した。
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６．２ 今後の課題

本節の研究課題としては以下の点が指摘できる。

まず，本節の研究の問題点は対象が１２０社と少ないことである。今後はもう少しサ

ンプル数を増やして検討することが必要である。第二に，従業員の離脱行動の規定要因

を分析する時，従来の視点以外の新しい概念の可能性についても，今後の検討課題とし

たい。第三に，これまでは，様々な要因が離脱行動に影響を及ぼしているため，明確な

対策がとりにくかった。今後は「どのような要因に重点を置いた対策をとればより効果

的か」について検討したい。
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第５節 「心理的資本」という新しい概念の導入について

本章では組織の視点から従業員の離脱行動の規定要因を分析し，それなりの結果を得

ることができたと思っている。しかしながらその結果は企業形態別分析（例えば，国有

企業など）を除けば従来の研究知見を中国の企業において確認するというレベルにとど

まっている。

組織行動を発展的に理解するためには従来の概念，フレームワークにとらわれない新

しい発想が必要なように思われる。すなわち，従業員の離脱行動をよりよく理解し，経

営管理上の示唆を得る場合，新しい概念の導入する必要性を感ずる。本論文では，具体

的には従業員の離脱行動の規定要因を分析する場合，「心理的資本」という新しい概念

を導入する重要性と可能性について検討したい。

動機づけ理論から見ると前述の第三節の離脱行動に関する文献研究，第四節の離脱行

動に関する実証的研究で提起した規定要因（例えば，仕事プレッシャー，上司のリーダ

ーシップ，組織文化など）は外発的動機づけ要因に属している。このように，今までの

離脱行動に関する研究は外発的動機づけ要因とその効果に力点が置かれていると感じ

られる。

しかし，Deci & Ryan (1985)は個人の持つ自律性の程度によって動機づけが異なると

して図 2-7 のような枠組みを提示した。Deci & Ryan (1985)によればより高い自律性（自

己決定）を持つほど動機づけは高くなり，望ましい行動が導かれるとしている。すなわ

ち，高い自律性は内発的動機（例えば，自己責任やポジティブ感情など）を生み出し，

それが動機づけの向上につながると考えられるのである。

図 2-7 動機づけの分類

(出所：Deci & Ryan, 1985 より抜粋して翻訳作成)



43

この考え方を従業員の職場定着率について応用すれば自己決定性の高い自律的動機

づけ（内発的動機づけ）を持つ従業員の方が，自己決定性の低い他律的動機づけ（外発

的動機づけ）を持つ従業員よりも職場への定着が促進されると考えられる。

筆者は離脱行動を理解する場合，従業員の持つこの内発的動機づけ要因を重視したい。

そして，その中でも従業員の持つポジティブ感情を取り扱っている「心理的資本」とい

う新しい概念を離脱行動の分析，理解のために取り入れたいと思っている。

ポジティブ心理学ではこれまで楽観性，自己効力感等の個々の概念の有効性は指摘さ

れてきた。しかしながらこれらの概念から｢自己効力感｣，「希望」，「楽観性」，「レ

ジリエンス」をまとめて「心理的資本」とし，概念定義，測定法などを提案したのは

Luthans et al. (2007)である。

「心理的資本」の特徴は１）状態性(state-Like)，２）開発可能性(open to change and

development)である。状態性についてこの「心理的資本」は比較的影響されやすい，発

達可能の概念と示唆されている。

この「心理的資本」は開発可能性ということを考慮すると，従業員の幸福感や，離脱

行動の予防，さらには業績への貢献が示唆される。管理目的でも企業の人事管理など経

営管理を改善する上で有効な概念と考えられる。

先行研究から見ると今までの離脱行動に関する研究（従来の視点）は外発的動機づけ

要因に力点があると感じられる。外発的動機づけは，「誘因」によって行動を起こさせ

るものであり，内発的動機づけは「動因」により，モチベーションを高めようとするも

のである。

「誘因」そのものは有効な経営管理上の手法ではあるが，従業員の主体性，自律性の

成長，育成面では限界が見られるため，筆者は離脱行動を理解する場合，もっと従業員

の成長，自律性を促す内発的動機づけに焦点を当てるべきと考える。

ポジティブ感情は内発動機づけにつながるのである(土田 & 竹村, 1996)。

これまでの動機づけ理論で扱われている「自己効力感」や「希望」などのポジティブ

感情は動機づけを促進し，不安などのネガティブ感情は動機づけを抑制すると位置づけ

られている(速水, 2012)。

Roseman (2008)は行動的機能の違いという視点から「感情は４つに分類できる」と考

えている。１）接近する感情。すなわち，すべてがポジティブ感情からなる。例えば，

「希望」は刺激に向かう気持ちを増大させる。２）距離をおく感情。例えば，「悲しみ」

「恐れ」などの 感情は，対象となる人間や事物とは距離をとろうとする。３）拒否す

る感情。例えば，「嫌悪」「軽蔑」などの感情は自分の力で対象を動かし自分の視野か

ら遠ざけようとする。４）攻撃する感情。例えば，「怒り」は努力して対象を攻撃する

力になる。

ネガティブ感情には，距離をおく感情のように「対象から自分を遠ざけようとする行

動を生むもの」と，拒否する感情や攻撃する感情のように「目標に一致しない対象と戦
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う行動を生むもの」とがある。それに対して，ポジティブ感情は対象に接近する行動を

生むという点で注目されるべきであろう。

こうした理論的位置づけに則って，「心理的資本」という概念はポジティブ感情に関

する統合的の概念で，しかも「状態性」と「開発可能性」という特徴を持つので，人的

資源管理などの場面でその有効性が示唆される。筆者はポジティブ感情の要素が含んで

いる「心理的資本」が離脱行動を抑制することができるか否かについて本論文で検討し

たい。「動因」であり内発的動機づけに繋がる概念が沢山あるが本論文では管理目的で，

育成面で「開発可能性」，従業員の成長，自律性を促す内発的動機づけに繋がる「心理

的資本」という概念の効果を検討したい。

企業管理の最大の問題の１つは人の問題である。従業員の離脱行動は，企業の発展，

事業の成功に対して悪い影響を及ぼしている。そのため経営実践上では，従業員の離脱

行動を重視し，どうしたらその予防ができるかに大きな関心が集まっている。前節では

組織的視点から実証的研究によってこの問題を検討してきた。しかしながらこうした問

題の抜本的な改善のためには新しい概念に基づいた革新的な改善が必要なように思わ

れる。

そこで本論文では従業員の心理的側面に着目して「心理的資本」という新しい概念を

導入し，従業員の「心理的資本」と離脱の関係を探究したい。従業員の離脱は職務行動

および人間関係行動の問題を含んだダイナミックなプロセスであり， このプロセスの

中で心理的離脱（離脱行動の意識）が発生し，結果としての離脱行動（物理的離脱）に

結びつくと考えられる。したがって組織としては早い段階で従業員の離脱意識を把握し，

その抑制要因としてのポジティブ感情の発生を促進できれば，離脱行動の発生を防ぐこ

とができるだろうと予想される。そして，離脱行動の損失を最小限まで収めることがで

きるであろう。すなわち，従業員の物理的離脱(physical withdrawal)を予防するため

には従業員の心理的離脱(psychological withdrawal)を重視しなければならない。心理

的離脱は従業員の転職意思，規範意識，ストレス感などが含まれるが，その中で特に従

業員の転職意思が物理的離脱として転職行動に直接に繋がると考えられる。そして，い

かに従業員の転職意思を低減させることできるのかどうかが人材定着のマネジメント

では重要な意味を持つと筆者は考えている。

また経営管理という視点で見たとき，ポジティブ感情を引き起こす先行要因を識別す

ることも重要である。本節ではリーダーシップや人事管理施策などを重要な先行要因と

して検討したい。しかしながら，この種の研究は非常に少ないというのが現状である。

本論文は先行研究を基礎として新しい視点から離脱行動を分析し，心理的離脱の規定

要因を見出し，それによって組織が従業員の離脱をいちはやく把握し，それを改善する

方法，施策を提案しようと考えている。以下次章で詳細に検討したい。
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注１ Adams（1965） 衡平理論

人は，自己の仕事量や投入（input）に見合う報酬や結果（outcome）を得たいと願う。

この投入と結果の比が，他者のそれと等しい場合（Op/Ip＝Oa/Ia）を公平（equity），

等しくない場合（Op/Ip＞Oa/Ia， Op/Ip＜Oa/Ia）を不公平（inequity）とよび，不公

平の程度が大きいほど，人はより不快となり，その解消へと動機づけられるとしている

（Ip：自己の投入，Op：自己の結果，Ia：他者の投入，Oa：他者の結果）。

不公平には，不足（過小報酬）と，もらいすぎ（過大報酬）の２つがある。不公平の

解消には以下の方略がある。

（1）自己の投入を変える（努力量の増大，低下），

（2）自己の結果を変える（報酬のカットや返却，昇給の要請），

（3）自己の投入や結果を認知的に歪曲する，

（4）不快な比較を避け，その場を去る，

（5）比較他者の投入と結果の比を変える（他者に対し，より多くの，またはより

少ない努力を要請する），

（6）自己の投入と結果の比と等しい他者を比較の相手に選ぶ，などである。

出所：中島義明・安藤清志・子安増生・坂野雄二・繁桝算男・立花政夫・ 箱田裕司（編)1999．

心理学辞典，有斐閣

注２ 組織コミットメント

組織コミットメントの概念化については次のような三つの考え方がある。

１．ベッカーのサイドべッ卜理論

Becker (1960)は，コミットメントを組織と個人の交換的な立場からとらえている。

彼によればコミットメントとは「活動が中止したときに失うことになる『サイドベット』

の集積の結果として『首尾一貫した行動』へと結びつく性質のものである」という。す

なわち労働者は，今の職場をやめた時に失うもの等を考慮して，今現在の職場を選択す

ると考えた。失うものとは例えば，「将来受け取れるであろう年金」，「今の仕事に適

応した結果としての仕事のやりやすさ」などである。これらは，「サイドベット

（side-bet）」とよばれる。それらを失うことを避けるための選択として「組織に残り

続ける」，つまりこれまでと一貫した行動をとるという考えである。言い換えれば，サ

イドベットができあがることで，コミットメントが形成されるという考えである。行動

的コミットメントといわれることがある。

２．マウディらの情緒的（態度的）組織コミットメント論

Mowday, Steers & Porter (1979)は，組織コミットメントを①組織の目標に対する信

頼と受容，②組織の代表として進んで努力する姿勢③組織の一員としてとどまりたいと

する願望によって成り立つ，組織への情緒的な愛着として捉え，「組織の価値や目標の

共有，組織に残りたいという願望，組織の代表として努力したいという意欲などによっ
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て特徴づけられる，組織への情緒的な愛着」という定義を提唱した。態度的コミットメ

ントと言われることもある。さらに，彼らは測定尺度として１５項目からなる

OCQ(organizational commitment questionnaire)を開発した。

３．アレンとメイヤーの三要素

Mowday, Steers & Porter (1979)以降の研究で，組織コミットメントに関して，いま

現在最も注目されているのが，アレンとメイヤーによる一連の研究であろう。Allen &

Meyer (1990)は，組織コミットメントの構成要素として「感情的要素」，「存続的要素」，

「規範的要素」の３つを挙げている。

感情的要素とは感情的な愛着のことである。この感情的要素は，Mowday, Steers &

Porter (1979)の OCQ で測定されているものと意味内容が類似していることが指摘され

ている。存続的要素は，組織を辞める際のコストの知覚に基づくものである。感情的要

素の場合，組織に残っているのは残りたいからであるのに対して，存続的要素の場合，

残る必要があるから残るということを意味している。つまり，辞めると失うものが大き

いから残っているということである。これは，ベッカーの考えと共通する部分がある。

現に，ベッカーのサイドべット理論は，おもにこの存続的要素にあてはまるものだとの

指摘もある。

メイヤーらの議論を特徴づけているのは第三の規範的要素である。この規範的要素は，

理屈抜きに組織にはコミットすべきであるといった忠誠心を意味している。そこでは愛

着，損得などとは無関係にとにかくコミットすべきであるという発想である。

これらの三つの理論についてはいくつかの限界および批判も提出されている。詳細は

以下の文献を参照のこと。

出所：田尾雅夫（編)，1997．「会社人間」の研究 : 組織コミットメントの理論と実際

京都大学学術出版会

注３ バーンアウト

「バーンアウト」とは，燃え尽きるという意味で，心身のエネルギーが尽き果てた状

態を指す表現である。それまでひとつのことに没頭していた人が，心身の極度の疲労に

よって，ある日突然，まるで燃え尽きたかのように意欲を失い，社会に適応できなくな

ってしまうことを「バーンアウトシンドローム」（燃え尽き症候群）という。

出所：人事労務用語辞典，2011，日本経団連出版

注４ ビッグファイブ

パーソナリティの基本要素は５つの特性に集約されるとの知見が確定しつつある。これ

がビッグ•ファイブ(big five)である（表 1)。因子分析的な手法によって膨大なデータを分

析してみると，性格語彙のみならず，既存の多くの尺度に関しても結局のとごろ， パーソ

ナリティの基本次元は 5つに収斂するという(Costa & McCrare，1992)。この５因子構造
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は文化を 越えて安定しており，日本においても，欧米と同様の５因子モデルの妥当性を示

すデ一夕が多数報告されており（例えば，柏木ほか，1993)。

パーソナリティの基本次元が見出されたことの最も大きな意義は，これまでバラバラの

枠組みでとらえら れてきた性格概念を研究者間で共有することが可能となったことであ

る。いわばパーソナリティを測る「ものさし」の規格を統一することで，異なる研究者の

プロジェクト間での研究結果が比較でき，５因子モデルに基づく性格心理学的知見を蓄積

していくことができる。こうした尺度が，将来，個人の行動を予測するツールとして確立

されれば，教育，産業，臨床などの分野における貢献が期待される。また，実際，パーソ

ナリティの５因子と一般的健康度，職業適性，芸術的志向性，神経症，失敗行動などとの

間に関連性が示されており，今後の展開に注目が集まっている。

出所：心理学総合事典，2006，朝倉書店
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第３章「心理的資本」に関する理論検討

と先行研究の整理

第１節 「心理的資本」とポジティブ心理学：

ポジティブ心理学に関する研究

１． ポジティブ心理学の概念と展開

１．１ ポジティブ心理学とは

ポジティブの語源はラテン語の positum であり，「実際的」とか「潜在的」とかの意

味が含まれている。ポジティブ心理学の中では，ポジティブの意味は一人一人が持つ潜

在的でかつ実際的な能力である。Sheldon & King (2001)はポジティブ心理学を次のよ

うに定義した。すなわち，ポジティブ心理学は人の発達の潜在力と美徳などポジティブ

な品質を研究する科学である。

１．２ ポジティブ心理学の展開

医学の世界は 20 世紀の 1950，1960 年代には治療技術を大変重視していたが，しかし

それらの実践の中で病気の予防が病気を治愈するよりもっと容易なことを認識した。現

代医学は病気の診断，治療だけでなく病気の予防にも関心を持ち始めて，人間自身の免

疫システムに焦点を当てるようになった。

医学の分野のパラダイム転換と同様，心理学の分野でもそれに相応する変化が見られ

るようになった。すなわち心理学の研究者達も人間性のポジティブな力と美徳（例えば，

勇気，楽観性，愛，職業の道徳，信条，希望，忠誠心，強靱）などが心理的病気に対し

て無視できない調節と緩衝作用を発揮すること，つまり心理のワクチンの効果があるこ

とを認識するようになった。そのため，多くの心理学の研究者達は現代心理学が心理の

病気の診断と治療に着眼するだけではなくて，どのように人類のポジティブな心理特性

を発掘して，育成して，発揮することに注目すべきであると認識するようになってきた。

人間性の長所を研究するのはただ人間性の病気だけを修復するよりも更に価値が大

きくて，人間性のポジティブな品質が人類の生存と発展に欠かせない核心の要素であり，

更に人類が深く自分を理解するのに役立つことであろうと認識されるようになったの

である。このようにしてポジティブな品質が次第に現代の心理学の研究分野に入り始め

て，それによって現代の心理学の研究が新たな価値を生み出し始めたのである。

1997 年，初めてポジティブ心理学という概念を提唱したのは，心理学者の Seligman

と Csikzentmihlyiである。Seligman（1998）は，「Building human strength: psychology’

s forgotten mission 」というアメリカ心理学会の広報誌に掲載された論文の中で，心
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理学は人間の弱みばかりでなく，人間の良いところや美徳を研究する学問でもあり，す

でに主要な心理学的理論はそのような補強を行う方向に変貌しつつあると指摘した。そ

れからますます多くの心理学者はこの研究分野に足を踏み入れて次第にポジティブ心

理学運動が形成された。

こうした流れを受けて，日本でも，『ポジティブ心理学：21世紀の心理学の可能性』

(島井, 2006)や『ポジティブ心理学入門』(島井, 2009)などが出版されたて，多くの研

究者の関心を集めつつある。ポジティブ心理学は今日の心理学研究の主要な動向のひと

つとなっている。

２． ポジティブ心理学の基本内容

Seligman（2002)はポジティブ心理学の研究領域をポジティブな感情や主観的経験に

関するもの，ポジティブな個人特性や認知に関するもの，ポジティブな環境・制度に関

するものという３つの内容から構成されるものと論じた。

２．１ ポジティブな感情や主観的経験に関する研究

ポジティブな感情や主観的経験に関する研究はポジティブ心理学が大変関心を持つ

１つの重点領域である。心理学の初期の感情や健康に関する多くの研究は主に病理学の

方向を重視し，ネガティブな感情がどのように個人の疾病の発生を招くということに関

心が集まっていた。ポジティブな感情についての研究は，ネガティブな感情に比べて研

究が少なく，現在でもまだ普遍的に受け入れる定義はないが，研究者はすでにさまざま

な角度からそれに対して検討し，定義と分類してきた。

Lazarus (1991)はポジティブな感情とは目標達成の過程で前進する時や他人に積極

的に評価される時に生じる感覚だと考えている。

Seligman (2002)はポジティブな感情を３つの分類している。すなわち，１）過去と

関係があるポジティブな感情，２）現在と関係があるポジティブな感情，３）将来と関

係があるポジティブな感情である。将来と関係があるポジティブな感情には楽観，希望，

自己効力感，信頼，信仰などが含まれる。過去と関係があるポジティブな感情には満足，

まじめ，誇りと落ち着き(serenity)などが含まれる。現在と関係があるポジティブな感

情は，２つのカテゴリーに分類することができる。１）即時の喜び，２）比較的長期的

な大喜び(gratification)である。

そして，人がある行ために熱中しているときに感じられるフロー(flow)体験も，こう

したポジティブな主観的経験の一端とされ，研究が進められている。

ポジティブな感情の主観的経験もポジティブ心理学の重要な領域の１つで，研究テー

マは主にウェル・ビーイング，快楽，楽観，愛，喜び，興味，満足，誇り，感情バラン

スなどが対象となっている。
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（１） 主観的ウェル・ビーイング

ポジティブな主観的経験の中で，もっとも多様な研究が展開されているのが主観的ウ

ェル・ビーイング(subjective well-being)研究である。Diener(2000)によれば主観的

ウェル・ビーイングとは人々が主観的に自分の既存の生活状態を自分の理想の生活の状

態だと感じる肯定的態度や感覚であるとしている。すなわち，主観的ウェル・ビーイン

グは，人々がある時点で，また長期にわたり，自分の人生をどのように評価するかを意

味する用語とされる。主観的ウェル・ビーイングは主に３つの内容から構成される。す

なわち，１）生活満足感，２）ポジティブな感情，そして３）ネガティブな感情である。

表 3-1 は Diener, Suh, Lucas & Smith (1999)が主観的ウェル・ビーイングの構成と内

容を示したものである。表 3-1 を見ると，主観的ウェル・ビーイングの評価が主に認知

（例えば，生活満足感，あるいは結婚満足感など）と人々の経験した感情（例えば，ポ

ジティブな感情：喜びなど；ネガティブな感情：怒りなど）に関連していることは明ら

かになる。

表 3-1 主観的ウェル・ビーイングの構造と内容

(出所：Diener, Suh, Lucas & Smith, 1999, p.277, Table1 )

Diener et al. (1999)は，主観的ウェル・ビーイングを人々の経験した感情（ポジテ

ィブ感情の強さ，ネガティブ感情の弱さを含む）と一般的な生活満足感

(life-satisfaction)の結合したものと論じているが，Ryff (1989)はアリストテレスが

「ニコマコス倫理学」で主張した「エウデモニア(eudaimonia)」の概念を現代心理学の

視点から解釈し，認知的なウェル•ビーイングとして「心理的ウェル・ビーイング

(psychological well-being)」と呼ばれる概念を提唱した。さらに，Seligman (2003)

は，ウェル・ビーイングは「悦楽的生活」を代表する「快楽主義理論（Hedonism Theory）」，

「意味的生活」を代表する「欲望理論（desire theory)」，「関与的生活」を代表する

「客観的なリスト理論(objective list theory)」から論じられてきているが，これら

３つの理論を統合した「充実的生活」が，「本物の幸福(authentic happiness)」であ

ると論じている。このように，ウェル•ビーイングの捉え方そのものに多様性があり，
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それを把握する尺度にも相違があるので注意が必要である。

しかし，ウェル・ビーイングという概念の中身から見れば，ウェル・ビーイングが主

にポジティブな主観的経験を指しているものなので，主観的ウェル・ビーイングがすで

に現代ポジティブ心理学の１つの専門用語になったということができる。

（２） フロ－経験

フロ－経験(flow experience)はポジティブ心理学の中で注目され，最近，最も盛ん

に研究されてきたポジティブな感情の１つである。「フロ－理論」はアメリカの心理学

者 Csikszentmihalyi が提出した理論である。Csikszentmihalyi はフロ－状態とは，１

つの活動に深く没入していると，他の何ものも問題とならなくなる状態，その経験それ

自体が非常に楽しいので，純粋にそれをするということのために多くの時間や労力を費

やすような状態と示した。Nakamura & Csikszentmihalyi (2002)は，フロ－経験は主観

的ウェル・ビーイング，学習意欲，活動の参加意欲，そして創造性と緊密の関係がある

と指摘した。

「フロ－状態」の中で人は充実感を得ると Csikszentmihalyi は言っている。

Csikszentmihalyi は本当の幸せが達成した喜びだけでなく，夢中でやり遂げるプロセ

スの中での苦しさの中にもあることを指摘した。 我々が仕事をする際も，チャレンジ

があり，思いがけない障害がある。そこでは，知力体力を限界まで使うかもしれない。

しかし，そのプロセスを突き進んでいく中で，人は充実感を感じるのだといっている。

そんな夢中な心理状態になったときに，人の神経系統は最高の働きをしている。神経

を１００％対象に向けているために，時間も忘れる。そのとき，人は自分の「強み」を

最大限に発揮し，最高の生産性を出しているのである。Csikszentmihalyi の研究成果

から，人は趣味や生活よりも，仕事の最中により多くの「フロ－」を体験することがわ

かっている。また，「フロ－」体験する機会が多い人は仕事に充実感をもち，集中力が

あり，成長も早く，社会でも成功する人が多いということもわかってきた。

「フロ－を通しての人の成長」という図 3-1 を見ると，この図は次のようなことを示

している。「退屈」はスキルが高いのにチャレンジレベルが低いという状態である。「不

安」はスキルが低いのにチャレンジレベルが高いという状態である。持っているスキル

より少し高いチャレンジレベルのときに「フロ－」が生じる状態である。

Nakamura & Csikszentmihalyi (2002)は「フロ－」の発生条件として以下の２つを設

定した。１つの条件は，人が取り組んでいる活動がその行為者に要求する能力（チャレ

ンジ）と行為者が実際に持っているその活動を遂行するためのスキルとが高いレベルで

適合していることである。もう１つの条件は，活動の目標が手近でかつ明瞭であり，進

行中の活動に関するフィードバックのである。すなわち，自分が確実に目標に近づいて

いるという情報が即座に得られるということである。

図 3-1 はフロ－経験を通して人がどのように成長していくかを示した。人は図のＡの
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状態からある業務を始めると，スキルが上がるにしたがって次第に慣れていき，図のＢ

の「退屈」 に近づく。この時点を長く続けるとモチベーシヨンが下がり，夢中になる

機会が少なくなる。挑戦が必要な新しい業務 Cに変わると，再び 「フロ－」が体験で

き，夢中で仕事ができる。「フロ－」を体験する人はこのプロセスを繰り返す。図のＤ

の「退屈」に近づいたら高いレベルで挑戦できるＥに行くというようになる。これはス

キルに見合った仕事を成し遂げることで人が成長するメカニズムである。

フロ－経験のもたらす人間のポジティブな成長の可能性については，これまでの研究

結果が実証している（例えば，Heine, 1996; Asakawa, 2004 など）。

図 3-1 「フロ－」を通しての人の成長

（出所：Csikszentmihalyi, 2004, p.67, Figure1.）

（３） ポジティブな感情の機能

多くの心理学者は感情の機能を考える時に，感情というものを，特定の行動と関連す

るものとして定義し，感情の理論を構築してきた。例えば，ネガティブ感情に関する研

究には，恐怖が逃げる行動と関連して説明され，怒りは，攻撃行動と関連しているとさ

れている。したがって，ネガティブ感情の機能は，その感情に関連した特定の行動に焦

点を当てること，言い換えれば，特定の行動をするために焦点を狭めることなのだとい

える。Fredrickson (2001)は次のように指摘した。すなわち，感情にはすべて対応する

特定の行為傾向(specific action tendencies)が存在している。このような特定の行為

傾向は２種類があり，１つは回避の傾向，もう１つは接近の傾向である。このような特

定の行為傾向は人類の進化の過程で形成された適応性に関する心理的構造である。時に

は，外にあらわされる行動であり，時には潜行し行為を準備するのである。ポジティブ

感情について Fredrickson はポジティブ感情とネガティブ感情は，対極に位置するもの

ではなく，本質的に異なる感情であり，ポジティブ感情は何らかの行動を引き起こすと
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いうよりはむしろ，普通の行動を接近し，行動の連続性を促進することができると考え

ている。そして，Fredrickson はポジティブ感情を持つこと自体，創造的な考え方や活

動・関係を拡張し，持続的な資源を築き，健康や充実感を高め，一層ポジティブ感情を

活性化させ，ストレスを緩和させるという循環モデルの考え方によって拡張-形成モデ

ルを提示した。

Fredrickson (2001)の拡張 -形成理論 (broaden-and-build theory)は「拡張

（broaden)」と「形成(build)」という２つをポジティブ感情の機能としており，４つ

の段階を持つプロセスで説明されている（図 3-2）。

ポジティブ感情の拡張機能は，“broaden”という言葉の通り，広がるということを

意味しており，私たちの認知や行動の範囲を広げる働きを持つ。Fredrickson &

Branigan，(2001)は，実験室実験を行って感情喚起後の思考 —行動レパートリー数につ

いて測定した。その結果，ポジティブ感情によって人の一時的な思考 —行動レパートリ

ー(momentary thought-action repertoire)が広がることを明らかにした。同時に，ネ

ガティブ感情によって人の思考 —行動レパートリー(thought-action repertoire)が制

限されたことも報告されている。図 3-2 に示されるように，ポジティブ感情の「拡張」

機能は，４つのプロセスの中の２つ目の段階として説明されており，ポジティブ感情を

経験することによって，一時的に，「拡張」 機能が生じるのである。この拡張機能は

過去の研究からも確認でき，さまざまな効果が示されている（例えば，Isen，Johnson，

Mertz & Robinson 1985； Isen, 1987； Estrada, Isen & Young, 1997； Erez & Isen,

2002 など)。

図 3-2 ポジティブな感情の拡張-形成理論（１）

(出所：Fredrickson, 2002, p.124, Figure1.)
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一方，ポジティブ感情の形成機能は，build という言葉で表わされているように，こ

れまでなかったものを築き，作りあげるという意味である。４つのプロセスの３段階目

として位置づけられており，ポジティブ感情によって思考-行動レパートリーが拡張し，

その広がりの結果として，身体的な資源，知的な資源，社会的な資源，心理的資源が継

続的に形成されるとしている。この形成機能もまた，これまでの研究結果から確認され

てきている（例えば，Arend，Gove & Sroufe，1979；Boulton & Smith，1992；Mikulincer，

1997 など）。これらの結果は，ポジティブ感情が，個人の知的な意味での資源を作り

出し，さらに，社会的な関係性を築くことに影響する可能性を示唆している。

図 3-3 ポジティブな感情の拡張-形成理論（２）

ポジティブ感情と心理的な対処資源の相互的促進・螺旋的上昇

(出所：Fredrickson, 2002, p.127, Figure1.)

また最後の段階として，「人間の螺旋的変化と成長」がある。ポジティブ感情による

拡張機能と形成機能によって，個人の対処能力やレジリエンスが高まり，最終的にウェ

ル・ビーイングにつながるとされている(Tugade，Fredrickson & Barrett，2004)。さ

らに，拡張-形成理論では，ポジティブな感情が「人間の螺旋的変化と成長」で終わる

のではなく，さらに，ポジティブ感情の経験へとフィードバックされ循環してつながる

ものと定義されている。図3-3にあるように，拡張-形成理論(broaden-and-build theory)

は螺旋上昇(upward spiral)モデルである。すなわち，この螺旋上昇のプロセスの中に

個人は成長し，発展と変化することができるであろう。
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２．２ ポジティブな個人特性や認知に関する研究

ポジティブ心理学の第二の領域は，ポジティブな個人特性や認知に関する領域である。

この領域ではいい人生(good life)を送るために何が必要か，ということであり，善い

人(good person)であるためにはどのような質が求められるのかを見いだす研究領域で

ある。この研究領域には強みや美徳の研究，愛と許し，勇気や忍耐力やレジリエンス（逆

境力），知恵や才能，創造性や独創性といった研究が含まれている。研究者たちは，個

人の持つポジティブな特徴を「強み(strengths)」ととらえ，如何に自分の「強み」を

人に意識させることによって人の人生に対するポジティブな姿勢を引き出すことがで

きるかをこの領域の研究の目的としている。この領域の代表的研究は Peterson &

Seligman の研究である。Peterson & Seligman (2004)は人間の強みに関する組織的な

検討の結果，表 3-2 に示す２４の強みのリストを選択し，提示した。

表 3-2 人間の特性と強み

(出所：Peterson & Seligman , 2004, pp.29-30, Table1.1).

Seligman (2014)は『ポジティブ心理学の挑戦』という本で２４の強みそれぞれの説

明の最後に記入式の自己評価尺度（簡略版 VIA）を提示した。自己評価尺度における強

みは全部で２４種類に分類され，そのうちトップ５の強みが「自分を特徴づける強み

（signature strength）」とされている。これらの強みを生活や仕事などで活用するこ

とで，人生の満足感や仕事の充実感が向上するという研究結果も報告されている。
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２．３ ポジティブな環境.制度に関する研究

Peterson (2006)は，ポジティブな環境がポジティブな特性の発達を促進し，結果的

にポジティブな主観的経験をもたらすと考えている。すなわち，ポジティブな環境は個

人のポジティブな個人特性の形成，そしてポジティブな主観的経験の獲得に対して非常

に重要であるため，ポジティブ心理学の研究領域としてポジティブな環境，制度にも関

心が向けられている。例えば，ポジティブな社会制度，ポジティブな仕事環境，ポジテ

ィブな教育，ポジティブな家庭関係などの研究分野が設けられている。

ポジティブな社会制度については，Huang & Blumenthal (2009)が，元気感を促進す

る方法や政策，市民参加のあり方等を，ポジティブな制度として研究することの重要性

を指摘している。

ポジティブな仕事環境については，Luthans & Youssef (2009)が，ポジティブな組織

行動として，自己効力惑，楽観主義，希望，レジリエンスという４つの能力に基づく行

動を重視する考え方を提唱している。一方，Spreitzer，Porath ,Gibson & Porath (2012)

は仕事への熱意を引き出し続ける環境づくりには，１）判断の裁量を与える，２）情報

を共有する，３）人を軽んずる無礼な扱いを極力なくす，４）成果のフィードバック，

５）多様化の促進，の５つが大切であることを指摘している。さらに，Spreitzer et al.

(2012)は，ポジティブで丁寧な風土が，人が組織に参画し貢献する前向きなエネルギー

に拍車をかける一方で，無礼な環境は人に嫌な感じを与え，エネルギーを枯渴させ，学

習強化にかかわる何かにチャレンジする傾向を減ずると言及している。

ポジティブな教育については Snyder & Lopez (2007)が，ポジティブ•スクーリング

(positive schooling)という概念を提出した。Snyder らはポジティブ・スクーリング

とは，配慮，信頼，多様性の尊重を基盤とする教育への取り組みを意味し，教師は個々

の生徒が目標を達成できるようなプランや動機付けを発展できるように，個性にあわせ

た目標を育成する教育を促進することと指摘している。ポジティブ教育では，ポジティ

ブ心理学のコア研究である「ウェル・ビーイングの向上」，「青少年の強みとしての徳

性の育成」，「再起力と楽観性の教育」を中心として教育することで，学業成績偏重に

なりがちな学校教育に新たなバランスをとることを目的としている。過去の学校現場で

の研究から，ポジティブ教育の導入には，以下のメリットがあることがわかっている。

１）ウェル・ビーイングの増加，２）学校での成績の向上，３）学校での適応能力の向

上，４）うつの低下とメンタルヘルスの向上，５）ストレスや心的障害に対しての対処

力の強化である。ポジティブ心理学の応用は，近年学校教育の現場において広まってい

る。

ポジティブな家庭関係についてはポジティブ心理学では研究者が主に家族メンバー

の幸福感を増進する角度から家庭関係を研究している。その研究は主に各種の家庭関係

がそれぞれ家庭の成員の主観的ウェル・ビーイングの経験を増進する効果に研究の重点

を置いている。家庭関係は主に３種の関係を含む。すなわち，１つ目は婚姻関係である，
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２つ目は親子関係である，３つ目は親族関係である。家庭は社会の１つの細胞で，人の

生活する主要な場所で，人の生活の中で多数の楽しみは家庭から体験されるものである。

３． ポジティブ心理学の価値と意義

ポジティブ心理学の３つ研究領域から見ると，ポジティブ心理学は人間性の中のポジ

ティブな側面に着目し，人の長所と価値，そして心理的機能を研究している。これは人

間性に対して更に科学的な理解と心理学の発展に役立つのであろう。そして，個人，家

庭と社会のより良い発展を促進するのであろう。ポジティブ心理学の目標は心理学がい

っそう開放する姿で人の潜在的エネルギー，動機，能力，幸福などに視線を移すことに

よって心理学に新たな領域を開拓することである。

ポジティブ心理学の現代心理学パラダイム変換の意義は主に以下２つに現れている。

一つ目は人間の心理現象と測定の方面の意義である。評価と測定は心理学の最も重要

な機能の１つで，ポジティブ心理学の台頭によって心理学の評価と測定がより正確にな

るのにともなって，より現実的な意義があるようにもなる。

二つ目は心理的または行動の介入についての意義である。心理学は様々な心理的問題

に介入するだけでなく，またそれに対応する様々な心理の健康に介入し，もっと高いレ

ベルの健康を発展させる。

一方で，たとえ心理的問題の介入にしても，ポジティブ心理学はもう１つの有効な介

入ルートを見つけた。それは人のポジティブ力やポジティブ特質の強化を通じて問題を

克服することである。これは次節で論じたい。
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第２節 「心理的資本」とポジティブ組織行動：

ポジティブ組織行動に関する研究

１． ポジティブ組織行動の研究の背景

ポジティブ組織行動の理論的根拠はポジティブ心理学の理論とその研究成果に基づ

いている。ここでまずポジティブ心理学の影響について述べたい。

１．１ ポジティブ心理学運動の影響

ポジティブ心理学運動(positive psychological movement)はポジティブ組織行動の

形成と発展を促進した。

アメリカのネブラスカ大学(Nebraska University)の Luthans 教授はポジティブ心

理学の理論を組織行動学の分野に最初に適用した研究者である，そしてポジティブ組織

行動の概念を初めて提示した。

Luthans & Youssef (2004)によれば，ポジティブ心理学運動は経営理論に対して少な

くとも２つの主要な影響効果があると指摘した。まずその第一として，組織行動の研究

者はポジティブ組織スカラーシップ(positive organizational scholarship)の研究を

実施した。そこでは組織の潜在能力を高め，ポジティブ組織の特性を開発する方法が模

索されてきた。第二として，ポジティブ組織行動の出現である。このようにポジティブ

心理学の研究方法と概念は組織行動学に対して大きな利点をもたらした。

Luthans（2002）は，ポジティブ心理学，特にポジティブ感情の状態に関する研究を

組織行動研究に導入するのは，従業員のポジティブ感情が彼らのパフォーマンスを向上，

発展させることが目的だと考えている。

ポジティブ組織行動は人のポジティブ心理の状態（例えば，楽観性，希望，自己効力

感など）に着目して，主にポジティブな方向の人的資源の強みと心理的能力の測定，開

発，運用と管理を研究して，それによって仕事のパフォーマンスを改善するのを目的と

する学問である。Luthans et al. (2007)はポジティブ組織行動の特徴について次のよ

うに説明した。すなわち,ポジティブ組織行動はポジティブな方向性であって，それは

測定することができ，開発することができる心理的能力とその効果的に管理することが

できる人的資源管理を示唆している。その目的は組織の中の仕事のパフォーマンスを高

めることであると言う。

Luthans et al. (2007)はその中で，開発することができるという基準をポジティブ

組織行動の含んだ心理的要素が状態性(state-like)の変数で，比較的安定的な特性

(trait-like)の変数ではないことに求めている。この基準によって，研究者たちは以下

のポジティブ組織行動の概念を提出した。すなわち，それらは「自己効力感」，「希望」，

「楽観」，「主観的幸福感」などである。
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明らかに，これらの概念は大部分がポジティブ感情の経験に関するポジティブ心理学

の研究成果から導き出された。研究方法では，ポジティブ組織行動も心理学の観察法，

実験法，心理的測定方法を大いに参考にした。このように見ると，ポジティブ組織行動

は研究の内容，方法，概念もすべてポジティブな心理学の研究成果に負っていると考え

てもよいのではないだろうか。

ポジティブ組織行動の概念が提出された時期を同じくして，2003 年，アメリカミシ

ガン大学の Cameron らはポジティブ心理学運動の影響を受けて，ポジティブ組織スカラ

ーシップの考えを提唱した。ポジティブ組織スカラーシップはミシガン大学の組織論研

究チームによって提唱されたもので，主に組織およびメンバーのポジティブな特質，ポ

ジティブなプロセスとポジティブな結果を研究するアプローチである。

ポジティブ組織スカラーシップはポジティブな組織環境，組織のポジティブな現象を

重視するだけではなくて，更に環境と結びつくポジティブな特質とプロセスを強調し，

組織理論によって全面的にポジティブな行動の原因と結果を理解，説明，予測する。

ポジティブ組織スカラーシップはこれまでの文献研究を通じて，ポジティブ組織スカ

ラーシップを構成する諸概念が比較的安定した特質と行動のプロセスから成り立って

いることを見いだしている。特に卓越性，繁栄，豊富と成長などの諸現象は，１つの長

期的，動態的なプロセスの中で現れ，発展することができるだろうとしている。

１．２ ポジティブ組織行動とポジティブ組織スカラーシップ

ポジティブ組織スカラーシップとポジティブ組織行動の主な区別について表 3-3 に

示した。ポジティブ組織スカラーシップは，組織環境などマクロ組織レベル研究に焦点

をあてている，それに対してポジティブ組織行動は主に一人一人の人間といったミクロ

レベルに関心をもっている。すなわち組織の個人のレベルから出発して，個人のパフォ

ーマンスを高める心理的潜在能力を研究する。

表 3-3 ポジティブ組織行動と組織スカラーシップの比較

出所：関連の文献によって筆者が整理した
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また，ポジティブ組織スカラーシップが扱っているいくつかの要素（例えば，仁愛，

善など）は従業員の仕事のパフォーマンスと関連しているが，それらの変数は安定した

特性(trait-like)で変化しにくく，おそらく開発することができないであろうとしてい

る。一方，ポジティブ組織行動の対象としている心理的要素（例えば，自己効力感など）

は，状態性(state-like)で，開発することができるだろうとしている。

２． ポジティブ組織行動の定義

Wright (2003)は，ポジティブ心理学運動の研究成果を参考にし，ポジティブな方法

を使って組織行動学，社会学を研究し，そしてこのポジティブ視点から組織行動学の新

しい内容を研究する学問をポジティブ組織行動と定義した。

Luthans (2002)はポジティブ組織行動を次のように定義した。すなわち，ポジティブ

組織行動は，パフォーマンス向上の実現のためにポジティブな方向性をもち，測定可能，

開発可能と有効的管理可能，人的資源の強みと心理の能力に関する研究と応用であると

示した。

この定義の内容は Luthans がポジティブ組織行動の研究分野と概念を明確するため

に設定した前述の基本的な基準を含んでいる。ポジティブ組織行動の研究者の使命は上

記の基準に沿ったもので，ポジティブな心理の能力や人的資源の強みを見つけ，確認す

ることであり，そして重要な組織の結果に繋がることを見いだすことである。この概念

はポジティブ組織行動の発展の枠組みを築いた。

３． ポジティブ組織行動と既存の組織行動

既存の組織行動は長期に渡って，組織のコスト削減や収益をあげる行動，施策に価値

の基盤を置いてきている。このような実情の中で組織は従業員の能力・意欲や消極的行

動がもたらす経済的損失に注目している。そして経営管理研究の重点も「従業員やチー

ムのマイナス情緒や不良な仕事態度」を改善し，「仕事の怠慢やストレス」を緩和し，

「従業員のワーク・モチベーション」を是正するなどの問題に置かれてきた。

ポジティブ組織行動はポジティブ心理学の知見に基づいて創立された。ポジティブ組

織行動は研究の目標をポジティブな「心理的資本」が経営管理の実践に応用することが

できるかどうか，経営者や従業員に対する開発とトレーニングによって，最終的には組

織のパフォーマンスの目標を達成することができるかどうかに重点をおいた。このトレ

ーニングと開発をすることができるかどうかということはポジティブ組織行動と既存

の組織行動の重要な区別ではないであろうか。

ポジティブ組織行動と既存の組織行動の主な区別について表 3－4で示した.



61

表 3-4 ポジティブ組織行動と既存の組織行動の比較

出所：関連の文献によって筆者が整理した

４． ポジティブ組織行動に関する研究

ポジティブ組織行動は人的資源管理や組織行動の研究領域の中で新しい研究の方向

を示唆している。その発展は既存の組織行動の消極的な研究の方向の対極領域として創

立されたので，組織の内で個人のポジティブ心理の変数と人的資源の強みの開発と応用

を強調した。ポジティブ組織行動という概念は斬新であるため，それに関する研究が多

くあるわけではない。研究の領域は以下の３つの領域が考えられるが，現状は既存の文

献を主に３つの方面からポジティブ組織行動に適用したものである。すなわち，１）ポ

ジティブ組織行動の内的構造，２）ポジティブ組織行動への影響要因，３）ポジティブ

組織行動による結果のである。
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第３節 「心理的資本」に関する研究

１． 「心理的資本」概念の変遷

初期の研究者は異なった学問領域から「心理的資本」を研究している。例えば，20

世紀末，エコノミストの Goldsmith, Veum & Darity (1997)は経済学と心理学の研究の

観点から，アメリカ製造業の従業員を研究対象として，「心理的資本」が個人の生産性

に影響する個人の特徴だとしている（例えば，自己の感覚，仕事の態度，倫理的方向な

ど）。彼らの報告によると，従業員の「心理的資本」の水準は従業員の労働生産性と給

料に対して著しい影響があった。

2000 年以降，ポジティブ心理学運動とポジティブ組織行動の進展は「心理的資本」

の研究を促進している。「心理的資本」に関する研究文献は次第に増えてきた。しかも

心理学の領域の研究がその多数を占めている。しかしながら研究の内容から見ると，「心

理的資本」の範疇についてもまだ基本的な観点の相違が存在しているのを指摘すること

ができる。その相違は主に「心理的資本」の性質について現れている。つまり「心理的

資本」は人の安定的な特性(trait-like)であるか，それとも柔軟な心理の状態

（state-like）にあるかという問題である。

Hosen (2003)と Cole (2006)を代表とする研究者は「心理的資本」が個人に内在する

特質であると理解している。「心理的資本」は個人が学習などの方法によって獲得した，

永続的で安定した心理的基礎構造(psychological infrastructures)だと思っている。

そして，その中には個性的な特質と傾性，認知の能力，自己監視および有効な感情交流

の特質などが含まれている。

それに対して Luthans et al. (2007)などを代表とする研究者は「心理的資本」とは，

個人の成長と発展の過程の中で１つのポジティブな心理状態である，具体的な表現とし

ては次のようなものが考えられる。すなわち，１）自己効力感，２）楽観性，３）希望，

４）レジリエンスなどである。そして，これらの心理状態の特徴は測定，管理および，

開発することが可能である」と考えている。Luthans の考えは現在，「心理的資本」の

主流の見解と思われる。

２． 資本と「心理的資本」

「資本」という言葉はラテン語の Caput から生まれた。それは人体の最も重要な頭部

を指す。12 世紀から，資本の意味は，お金，貯蓄，貸し出しなどのたくさんの内容を

含んでいる。資本はひとつの経済学の概念である。長い時代の進展，変化に伴って，語

義はますます豊富になっている。しかしながら利益とリターンがずっと資本の根本的な

属性だと見なされていた。また，精神的な資本，文化的な資本などの概念が資本タイプ

に関する研究史の中でも現れたが，しかし結局はただ言葉上の遊び，あるいは哲学に関

する思弁を探求するレベルだけに限られていて，実証的検証のレベルに達していない。
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現代科学技術の発展に伴って，資本は更に豊富な内容を与えられて，資本の研究の方

向は目に見える資本から次第に目に見えない資本に転換している。人的資本，社会的資

本などの無形の資本の価値はすでに認められていて，「心理的資本」も無形の資本の１

つ独特なタイプになってきた。

「心理的資本」は従来の経済や経営管理でよく使う名詞，例えば，経済的資本，人的

資本，さらには社会的資本とどのように区別するのであろうか。

経済的資本は人々が持つ資金や財産などの有形な資産を指す。人的資本とは，個人が

教育を受け，経験を蓄積して得た知識，技能と社会的認知能力である。人的資本の中で

は知識や経験が顕在的知識と呼ばれ，多くの企業において人材選別と投資の基礎とされ

ている。社会的資本は，個人の人間関係，仕事関係，相互信頼関係など，個人の社会的

ネットワーク関係である。社会的資本は企業と従業員との社会関係の資源であって，そ

れはネットワーク関係，社会的慣行と相互信頼の３つのレベルで企業の競争力を支援す

ることができる。「心理的資本」は個人の生産効率に影響する心理的状態の特徴（例え

ば，自己効力感，楽観性，希望など）であり，人の動機と仕事への姿勢を支配している。

図 3-4 「心理的資本」，人的資本，そして社会的資本の相互関係

出所：筆者作成

「心理的資本」，人的資本，そして社会的資本の相互関係について図 3-4 に示した。

「心理的資本」のポジティブな心理要素が人的資本と社会的資本に対する影響は，人的

資本と社会的資本の発展とその変化の過程の中に浸透している。個人レベルから見ると，

ポジティブな心理は個人の社会的資本と人的資本の蓄積の中で選択モード，認知の方向

および行為の結果に有効的な影響を与えると考えられる。
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「心理的資本」のもたらす様々な心理状態は従来の学習の考え方を拡大し，個人やグ

ループのやる気を引き出すことができ，有益な教育方法を求めて，継続的な学習，累積

によって必要なスキルレベルを向上させる。そして，それによって変化する仕事環境に

適応し，人的資本の収益を増加することができる。

一方，また個人の持つ「心理的資本」は効果的に，彼らの従来の考え方や行動パター

ンを開拓することができて社会の中で価値がある情報，資料を，鋭く捉らえ，自分のネ

ットワークを増やし，社会的資本の市場価値と収益を増加することができる。

Luthans et al. (2007)は「心理的資本」が人的資本と社会的資本に関する既存の理

論と研究をベースとして発展してきたが，人的資本と社会的資本を超えていると論じた。

３． 「心理的資本」について

前述したように，「心理的資本」という概念は最初，経済学や社会学などの文献に登

場した。すなわち経済学者の Goldsmith et al. (1997)は心理的資本が個人の生産性に

影響する特性の１つだと定義した。この定義では，「心理的資本」は人生の早い段階で

形成され，比較的安定的な心理的傾向や個人の特性として見られている。

Luthans (2002)はポジティブ心理学とポジティブ組織行動の視点から，「心理的資本」

とは，人のポジティブな心理状態であると定義し，主に４つの特徴と５つの判断基準が

あると提示した。

４つの特徴とは以下のようなものである。すなわち，１）挑戦的な仕事に自信を持っ

て努力し，完成させること。２）今と未来に対して楽観的。３）将来を直視し，目標を

設定し，目標を達成するために対策，措置を取ること。４）逆境や挫折から回復するこ

とができ，そして成功するまで堅持することである。

そして，さらに，５つの判断基準とは以下のものである。すなわち，１）理論と研究

の根拠がある。２）効果的に測定することができる。３）ポジティブ組織行動の分野で

斬新的，独特である。４）１つ心理状態（state）であって，経験，学習によって変え

ることができる（固定された特性ではない）。５）仕事のパフォーマンスにプラスの効

果があるのである。

「心理的資本」の定義については研究者たちがそれぞれの見解をもっているが，要約

するといくつかのカテゴリーに分類することができる。それは次のようなものである。

第一は特性(trait)論である。特性論の研究者は「心理的資本」が個人の内在する特

質として存在するものだと考えている。 例えば，Hosen (2003)は「心理的資本」が個

人的特性，認知の能力，自己コントロール，有効的な情緒交流の特質などを含むと考え

ている。Letcher et al. (2004) は「心理的資本」が性格特性の理論である“ビッグフ

ァイブ”と同等であり，「心理的資本」は人格の特性だと思っている。Cole (2006)も

「心理的資本」は，個人の行動に影響する人格の特性だと考えている。ほとんど特性論

の研究者は「心理的資本」を人格と同等なのだとみなしている．
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第二は状態(state)論である。状態論の研究者は「心理的資本」を心理の状態だと見

なしている。例えば，Goldsmith et al. (1997)と Tettegah (2002)，「心理的資本」

は個人が「自分自身」，「仕事」，「倫理」，「人生の信念」，「態度に対する認知」

の総合であると思っている。Avolio et al. (2006)は，「心理的資本」はポジティブな

心理の状態であり，個人のパフォーマンスと仕事満足感を予測するのに有効であり，ポ

ジティブな心理の状態が自己効力感，楽観性，レジリエンスなどを含むものだと考えて

いる。Luthans et al. (2004)は，「心理的資本」は多くの要素から構成された複合物

であるとしている。そして，特性論と異なって，「心理的資本」は個人のポジティブな

心理的能力(positive psychological capacities)であり，個人が特定の状況下での業

績，任務に対して持つポジティブな状態で，個人の認知のプロセス，仕事の満足度に対

して著しい影響が生じるとしている。これらの研究者はすべて「心理的資本」が特性で

はなく，状態であり，特定のポジティブな心理状態だと考えている。このような独特な

個人の心理の資源は個人のポジティブな行動を招き，それによって高業績が発生すると

している。

第三は総合論である。総合論は「心理的資本」が同時に特質性と状態性があって，二

者の統合のだという考え方に立つ。Avolio et al. (2006) は「心理的資本」の内容を

探求する時，類似する状態（state―like)という言葉を使って，そして「心理的資本」

が状態であると同時に，また,特性をも備えている，開発利用ができると同時にまた比

較的安定していると主張している。 このような観点は正しいかどうか，まだ更に研究

を通じて実証しなければならない。

本章では， Luthans et al. (2007)の「心理的資本」の定義に沿って，「心理的資本」

は個人の成長と発展のプロセスの中で現れるポジティブな心理の状態であり，「心理的

資本」は自己効力感(confidence or self-efficacy)，希望(hope)，楽観(optimism）と

レジリエンス(resilience)という４つの要素を含む。

４． 「心理的資本」と離脱行動に関する研究

「心理的資本」と離脱行動との関係に関する研究は少ないが，それでも「心理的資

本」と欠勤行動や転職意図との関係を検討した研究はいくつかある。

例えば，Avey，Pateral & West (2006)は「心理的資本」と従業員の無断欠勤行動と

の間に負の関係があると報告している。Luthans，Youssef & Avolio (2007)は「心理的

資本」の高い従業員は退職意識が低いと指摘した。Avey, Luthans & Youssef (2010)

の研究は「心理的資本」が従業員の仕事態度と行動を予測することが可能という仮説を

設定し，「心理的資本」と退職意図との間に負の相関があることを実証している。Saks

& Gruman (2011)の研究では新入社員の「心理的資本」が退職意識に負の影響を与える

ことを報告した。
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第４節 「心理的資本」の４つの構成要素に関する研究

「心理的資本」に関する研究成果は多くないが，「心理的資本」の４つの個々の要素

に関する研究成果はかなり蓄積されてきている。そこでまず，「心理的資本」に対して

更に深く把握するために自己効力感，希望，楽観とレジリエンスという４つの要素に関

する先人の研究成果を整理する必要がある。

１． 自己効力感（自信）について

１．１ 自己効力感という概念の理論的背景

自己効力感(self-efficacy)は最初，Rotter (1966)の社会的学習理論(social

learning theory)から出てきた。Rotter は個人行動の強化と抑制が報酬と罰という２

つの要因だけで影響を受けているとする伝統的な行動主義のアプローチは完全に人間

の行動の複雑さを示していないと考えている。そこで，Rotter は外部の環境要因に加

えて，個人の内在するものへの認知プロセスが個人行動を決定する重要な要因の１つで

あると考えた。社会的学習理論によれば，個人の行動は，個人と外界との相互作用の結

果であり，個人の内在の認知が個人の行動を決定する要因であることを示唆している。

Bandura (1977)は初めて自己効力感という概念に言及した。彼は行動変容を包括的に

説明するため，人がある事態に対処する際，それをどの程度効果的に処理できると考え

ているかという認知を重視し，これを自己効力感と呼んだ。そして，1986 年に出版さ

れた『思考と行動の社会的基盤：社会的認知理論』という本の中で更に詳しく論述した。

Bandura(1977)は，自己効力感は個人が特定の状況の中で行動を実行する能力がある

かどうかに対する予想であり，この予想が認知と行動の仲介役で，行動の決定的な要因

だと思っている。彼は予想を「結果の予想」と「効力の予想」に分けた。「結果の予想」

はある行動がある結果を招くことについて個人の予測であり，「効力の予想」は個人が

ある行動を行った場合，期待した結果がでるかどうかについての予想だとした。

Bandura (1982)は「知識」と「行動」が成功の必要条件だとしている。しかし「知識」

と「行動」が成功を保証するものではない。時には個人が物事の全貌，やるべきことを

理解していても，その方法，行動が妥当だとは限らない。これは個人の「自己に関する

考慮」（self-referent thought）が知識と行動の関係を調節するためだと考えられて

いる。Bandura (1977),Bandura (1982),Bandura (1986)は「自己に関する考慮」という

理論を構築し，発展させ，その中で自己効力感が行動の変化を導いているとしている。

そして，行動の変化はまた人の経験，説得などの影響をも受けていると説明した。

Bandura は個人の行動が全く内在する力によって推進され，あるいは外的環境のみを影

響を受けているという極端な見方に反対し，個人の行動が認知と環境の相互作用の結果

だと主張した。

一方，日本では福島 (1985)は自己効力感の形成と変動に関する実験的研究によって，
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行動を理解するためには，Banduraが重視する「課題への自信」である「自己に関する

考慮」(self-referent thought)だけでなく，課題に対する興味や好みのような，「課

題事態に関する考慮」(task-referent thought)にも留意する必要があり，「課題印象

エフィカシイ」とでも呼ぶべき効力感の成分が存在するという。

佐伯 (1983)は，「やる気」とは，与えられた課題を解くことが自分にとってどのよ

うな意味や関係を持つか分かっていることだと主張しているが，課題に対する興味や好

みは，この点でも「やる気」（動機づけ）と密接に関連した認知であるといえる。これ

らのことから，「課題事態に関する考慮」の要因は重要であると思われる。

以上のことから，「自己効力感」は社会的認知理論の核心概念として，直接個人の考

え，動機と行動に影響を与えると認識されている。20 世紀の 1980 年代中期から，産業

心理学は次第に「自己効力感」による組織場面での応用に関心を持ち，この方面の研究

も増えてきた。その原因は競争の激烈および絶えざる変革の波の中で，人々が仕事ある

いは職業に対して高い「自己効力感」を持つように求められたためである。研究者が個

人の仕事，職業の領域で自己効力感の構造，形成，効果，そして介入策を探求するよう

になってきた。

１．２ 自己効力感の概念と特徴

自己効力感とは，「自分自身の任務や作業の実行能力に対する信念であり，それは技

能自体ではなく，自分が持っている技能を利用し仕事を完成させる能力に対する自信の

程度である。」(Bandura, 1986)。この定義から自己効力感の２つ特徴が読み取れる。

まず，自己効力感は自分のスキルに対する自己評価だけではなく，自分自身がスキル

を利用して，仕事を完成することができるかどうかに対する自信の程度である。スキル

を持っていることと，スキルを統合し，有能な行動を示すことができることとの間は大

きなギャップがある。個人が必要なスキルを持っているし，任務を実行する方法を知っ

ているとしても，自分で作業を完了させる能力に対する自信がない限り，自分の能力に

疑いの目を向けて，有能な行動を示すことは不可能である。非常に才能のある個人であ

っても自己不信に陥れば低いパフォーマンスのレベルにとどまるであろう。

第二は，自己効力感はただ特定の任務に対する概念であって，１つの一般的な個人の

特性ではない。任務が異なると，具体的な技能と能力に対する要求はそれぞれ異なって

くる。個人は経験，職業などに制限させられるため，すべての技能と能力を把握するこ

とができないだろう。個人は特定の技能と能力を把握し，また具体的な仕事の内容に応

じて持った技能を利用し，困難を克服して，順調に仕事の任務を完成することができる

だろう。したがって自己効力感と言えば，主に具体的な任務の領域の自己効力感を指す

のである。
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１．３ 自己効力感の測定方法

自己効力感の測定には特定の行動の自己効力感と一般的な自己効力感を測定する方

法とがある。ここでは一般性セルフ・エフィカシー尺度(GSES)について述べたい。

一般性セルフ・エフィカシー尺度の日本版は坂野・東條 (1986)によって開発されて

いる。この尺度は 16 項目から構成されている。以下がその例である。

具体例

１）何か仕事をするときは，自信をもってする方である。

２）友人より優れた能力がある。

３）人より記憶力の良い方である。

４）どんなことでも積極的にこなす方である。

５）人と比べて心配性の方である（逆転項目）

この尺度は信頼性，妥当性などが検討され，その両者においても基準を超えた信頼性，

妥当性が得られている（上里，2001)。

１．４ 自己効力感の規定要因

組織行動学の実証研究分野で，研究者は主に以下の変数が個人の自己効力感の形成に

対して影響を持つことを検討した。

まず，以前のパフォーマンスについて，Bandura (1986)は以前のパフォーマンスが個

人の自己効力感に影響する重要な変数であると主張した。以前のパフォーマンスは実際

に個人の以前の仕事経験と仕事行動の結果である。Bandura の自己効力感の理論によれ

ば，以前の仕事経験は，確立された自己効力感の重要な供給源である。以前の成功した

経験は，個人の自己効力感を向上させることができる。それに対して失敗した経験は個

人の自己効力感の確立ができなくて，あるいは形成されている自己効力感を弱めること

もある。そのため，以前高かった仕事のパフォーマンスは個人の仕事の自己効力感を高

めることができ，一方低く質も悪い仕事のパフォーマンスは個人の仕事の自己効力感を

下げるという。

第二に，能力に対する個人の考えについて，個人が持っている能力の本質に対する観

念は２種類に分けることができる。その１つは「能力は増加ができる」といる考えであ

る。能力は変化可能なことであり，学びと実践によってか高まることができると信じて

いる。もう１つは「能力は固定的だ」という考えである。この考え方によれば能力は固

定的で，制御できない特質であると考えられる。前者はポジティブな側面があると見ら

れ，後者はネガティブな側面を持つと考えられる。Tabernero & Wood (1999)の研究は，

能力の増加できるという考えを持つ被験者は，能力が固定的だという考えを持つ被験者

に比べると前者の自己効力感のレベルはより高いことを確認した。

第三に，目標設定について，目標設定のレベルは個人の自己効力感に対して重要な規

定要因の１つであると思われる。もしパフォーマンスを評価する前に，評価の基準とし
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て目標を設定しないと，その個人は自分の能力のレベル，そして業績レベルに対する判

断が難しくなってくるであろう。Bandura の一連の研究によれば，目標設定のレベルは

個人の自己効力感に対して重要な影響があるとしている。すなわち高いレベルの自己効

力感は個人の目標設定のレベルを高めることができ，それによって仕事のパフォーマン

スが高まる。目標設定と自己効力感は互いに影響しあっている。したがって，「目標設

定」は「自己効力感」の原因変数であり，結果変数でもあると考えられる。

第四に，フィードバック方式について，フィードバックは個人の自己効力感の確立と

向上のプロセスの中で重要な役割を果たしている。ポジティブなフィードバック方式が

個人の自己効力感を高め，ネガティブなフィードバック方式は個人の自己効力感を低下

させると考えられる。Bandura (1986)は実際にはフィードバックが個人の経験の内在的

構成作用を持っていると考えている。

第五に，コントロールに対する感覚について，Wood & Bandura (1989)は研究の中で

管理者は実行する任務に対して自分がコントロールできると思えば，すなわちコントロ

ール性が高いという感覚があれば，管理の自己効力感を高めてくる。そうでなければ管

理の自己効力感が下がることを発見した。

第六に，感情の状態について，自己効力感は個人の主観的自己評価として，必ず感情

の状態の影響を受けるであろう。Williams (1992)によれば，ポジティブな感情の状態

が個人の自己効力感を高めることができ，ネガティブな感情の状態が個人の自己効力感

を下げる。例えば，「焦る」，「重苦しい」といった感情は，「自己効力感」に対する

消極的な影響がある。

第七に，人格の特性について，いくつかの研究（Silver, Mitchell & Gist,1995;

Phillips & Gully, 1997)では，「外的コントロール」の傾向を持つ性格のものは「内

的コントロール」の傾向を持つ性格のものより自己効力感が高いということを見出した。

第八に，リーダーシップ行動について，これまでの多くの研究からリーダーシップ行

動は部下の自己効力感に大きな影響を持つと考えられる。Laschruger & Shamian（l994）

はカリスマ的リーダーシップが部下やチームの自己効力感を向上させることができる

と考えている。Yukl (1989)は個人の学習と組織の学習を重視しているリーダーの部下

の自己効力感が比較的高いと示した。リーダーのサポートは部下の仕事を実行する自己

効力感を強化する影響力があると主張した。

第九に，組織のメンバーの特性について，Mayo, Pastor & Meindl (1996)の研究では

従業員のダイバーシティ（例えば，人種，仕事の経験，年齢，性別等を含む）がマネー

ジャーの自己効力感に対する直接的なマイナスの影響を与えているだけでなく，間接的

なマイナスの影響も発見した。

第十に，文化的要因について，Paik, Rody & Sohn (1998)は海外赴任者を研究対象と

して検討し，文化的要因が管理者の自己効力感に対する影響を検討した。その結果，ホ

ーフステッドのいう文化的要因の中で「権力の距離感」，「不確実性の回避」，そして
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「男性の女性化（男性度）」などは，海外赴任の駐在員の自己効力感に著しい影響があ

ることを発見した。

第十一に，人口統計学の特性変数について，いくつかの研究は，男性優位の職業で，

男性に比べて女性の自己効力感が低いと示唆しているが，Orpen (1995)の研究結果から見る

と人種，地位，学歴，専門などは自己効力感に対する影響が顕在的ではない，年齢と職務の年数が有

意な結果がみられた。Cianni (1994)の異なった人種のマネージャーに対する研究では，

人種と性別は自己効力感に重大な影響を与えることがわかった。しかしながら，これら

の研究の結果は，今後の実証的研究でまだ再検証されなければならないと思われる。

１．５ 自己効力感の機能

これまでの研究結果をまとめると「自己効力感」の機能は，次のようになる。すなわ

ち，１）自己効力感は人々の目標と行動の選択に影響する。２）自己効力感は人々の努

力のレベルに影響を与える。３）自己効力感は人々の持続性に影響する。４）自己効力

感は人々の適応力に影響を与える。５）自己効力感は人々の思考プロセスに影響を与え

る。６）自己効力感は人々の感情プロセスに影響を与える。

２． 希望について

２．１ 希望とは

希望（Hope）という概念は二十世紀以前にも科学者Benjamin Franklinや哲学者Thomas

Hobbes らによって議論されてきた古い概念である。二十世紀半ば，精神医学者と心理

学者からは「希望」は目標を達成するかどうかに対する積極的な期待であると認められ，

希望の意義と内容が一変した。1970 年代半ばまでには，希望の内容は体系的に整理さ

れ始め，「希望」が心理的なメカニズムとみなされて心理と健康の両レベルで幅広く活

用されている。

希望の定義について，Lopez, Snyder & Pedrotti (2003)は専門用語の統計によると，

20 世紀末以来，社会科学の分野で「希望」の定義は少なくとも２６があると示した。

これらの定義は２種類に分けることができるという。つまり「希望」の「感情的な視点」

と「認知的な視点」である。

Stotland (1969)は，辞書（オクスフォード辞典）により「希望」の意味を検討し，

「希望」に「期待」「目標」という概念を取り入れ，「希望」が「目標に到達するとい

うゼロ以上の期待(expectation)」としている。

北村 (1983)は，希望は来るべき未来の状況に明るさがあるという感知に伴う快調を

おびた感情であると定義している。北村は，また，希望は特定の目的の実現や，特定の

目標への到達を目ざすものではないが，人生の特定されない価値や意義が実現される視

界または領域としての未来が信頼できるという明るい感情であると説明している。

現代心理学で認知されたのは「希望」の中に「感情的の成分」と「認知的の成分」が
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共存しているという観点である。この観点の中で Snyder, Harris, Anderson, Holleran,

Irving, Sigmon, Yoshinobu & Pal (1991)の「希望」に関する見方は最も代表的なもの

である。以下 Snyder et al. (1991)のモデルについて述べたい。

２．２ Snyder の希望理論と希望プロセスモデル

先人の研究に基づいて，Snyde et al. (1991)は，希望が非常に一般的な心理的な現

象であり，このような現象は人類のたくさんの行為を説明することができると考えてい

る。彼は，従来の研究者が希望を目標に到達できるという一次元の構成概念として定義

する一方で，その目標がどのように追求されるかについて詳述していないことを指摘し

た。

これにより，Snyder ら（Snyder, 2002；Snyder, Feldman, Taylor, Schroeder & Adams，

2000；Snyder et al. 1991)の定義は希望が１つの積極的な動機的状態であり，この状

態は，目標に到達するための経路発見力(pathway-power)とそれを達成するための意志

力(willpower)の交互作用をベースにしているとしている。

Snyde et al. (1991)は，「目標」，「経路発見思考」，及び「意志力」の３つの構

成要素（ingredients）からなる希望理論（hope theory）を展開している。そして，こ

れら３つの構成要素について次のように説明している。

まず，目標について，目標には多様なものが想定され，その価値の検討が求められて

いること。 そして，経路発見思考について，経路発見思考(pathways thought)には，

目標達成に向けてのルートへの思考，ルート選択の多様性，障害に出会った時の対処思

考などが含まれ，計画(plan)や結果期待(outcome expectancy)と類似した側面がある。

意志力について，意志力は，動機的な構成要素であり，目標へ向けての運動を引き起こ

し，それを維持する信念を反映している。Agency とも呼ばれる。効力期待(efficacy

expectancy)と類似した側面がある。

そして，希望とは次の式で表されるとしている。すなわち，「希望＝経路発見思考＋

意志力」である。

また，そのプロセスは次の図 3-5 のようになる。図 3-5 のように Snyder の希望のプ

ロセスモデルにおいては，目標が非常に重要なものとして位置づけられている。Snyder

(2002)は人間の行動をはじめ，日常生活の活動まで，すべてある程度の目標があり，目

標が時間の長さの分別もあり，具体的と抽象的な目標もある。一般的にはそれは２つに

分けて，つまりポジティブな目標「接近」とネガティブ目標「回避」である。

目標を設定する個人にとって，目標も一定の価値目標を持つ，個人の努力は結果に対

する価値の評価(outcome value)と密接に関連している。

目標と希望の関係について Snyder (2002)は目標を実現する確率と希望のレベルの関

係は大きくはないと考えている。たとえ実現可能性は極めて低くても，高い希望を持つ

可能性があると強調している。
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目標は行動の発生を促進して，その中では２つの主要な成分，つまり経路発見思考と

意志力に影響を与える。いわゆる経路発見思考とは，目標に到達する具体的な方法と計

画である。これは希望の認知的な成分である。意志力とは経路を実行する動力であり，

つまりそれは個人が生みだした経路によって期待した目標に達する動機づけ能力であ

る。希望の動機的な成分に属する。希望に対してこの２つの成分が共に必要成分で，目

標を追求するプロセスの中でしっかり互いに協力する必要がある（Snyder, 2002;

Luthans, 2002）。

図3-5 Snyder希望モデル

Learning History Pre-evet Event Sequence

(出所：Snyder, 2002, p.254, Figure1.)

また，希望モデルには感情の成分が存在しているが，Snyder (2002)は，感情の成分

が希望の必要な成分の１つと考えていない。彼によれば，感情の成分は目標認知の付属

品であり，行動に対して調節の作用である。したがって，Snyder の「希望」は１つの

安定した特性だけではなくて，それは１つの能力の特性で，また一種のモチベーション

の特性でもある。

２．３ 組織行動としての希望の測定法

希望理論を出してから，Snyder らは希望の個人差を測定するために一連の測定表を

作り出した。彼らの３つの道具は希望理論を基礎として希望の２つの下位因子，つまり

経路発見思考と意志力を測定するのである。すなわち，１）特性としての希望の測定表，

２）児童の希望の測定表，３）状態としての希望の測定表のである。

これらのツール以外にも，まだ他の測定方法がある。例えば，行動分析法(detecting

hope in action)(Snyder et al., 1991) と 内 容 の 分 析 技 術 (content analysis
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technicians)(Gottschalk, 1974)。 臨床の分野では，癌患者の希望の測定表(Nowotny,

1989)と重大な疾病の患者の希望の測定表（Miller, 1988)などがある。

２．４ 希望の開発に関する施策

Lopez, Snyder & Pedrotti (2003)は目標，経路発見思考(way-power)，及び意志力

(willpower)の増加，そして障害の処理経験などによって希望を引き上げることができ

ると主張している。

第一に，目標の確立と決定について，１つの将来計画の枠組みを提供して，目標を発

掘する。いわゆる希望のストーリーを頭の中に描くわけである。その次に，明確な実行

可能性のある目標を出す。その場合，目標は必ずポジティブでなければならない。なぜ

かというとポジティブな目標は個人のポジティブな行為を奮い立たせることができる。

希望理論においては，経路発見思考，意志力や障害処理などの発生源は目標であり，

目標があって始めてこれらのものの存在価値が出てくるのである。その意味で目標は極

めて重要である。私たちの希望が落ち込んでいる時に，事前に原因を見つけることが重

要である。原因は目標の見直しの根拠である。私たちは目標を達したとき，希望が落ち

込んでいる状況を改善することができる。

第二に，経路発見思考を拡大する戦略について，まず，１つの内心の映像を作る。そ

の次に，実行可能の良い方法を並べる。目標が確定したあと，目標への経路方法の選択

および使用は目標を達成する鍵であるため，この方法は，それぞれの目標を達成する必

要な条件の１つである。どんな目標でも，目標は具体的でありさえすれば，それなりの

措置あるいは方法を探し出すことができるだろう。

第三に，意志力を増加する方法について，まず，希望の物語を探す。次に，自分自身

のポジティブな要素を見出す。最後に，意志力の検査のリストを作り出す。私達が目標

に対する意志力の支えが不足している時，沢山の方法を使用しても，頑張ってそれを実

行するのが難しいので，目標を達成する可能性を低下させることも多いであろう。

そのため，希望の理論では，希望を高めるために，目標，方法（経路発見思考）の他

に，意志力の支持がなくてはならない。もしも方法と目標を完成する外的条件と見なし

たら，それでは意志力は目標を完成する内的条件である。

第四に，障害の処理について，人は残酷な現実に直面する時，必ずしもそれが当初の

目標を放棄につながることはないが，しかしそこで暫らく立ち止まって今までの経過を

反省し，そして現状を新たに組み合わせることになる。そこで人は過去の経験も参考に

しながら，ジレンマに留まらず，他の方法に変え目標に再挑戦するか，目標そのものを

チェンジするかどうかを考え始める。こうした障害処理の経験は希望の増加につながる。

Luthans (2002)は希望を組織場面への適用可能性を提案している。現在経営場面の適

用は少ないが，その将来性はあると指摘している。



74

３． 楽観性について

３．１ 楽観性の概念

楽観性についてオックスフォード辞典の定義は次のとおりである。すなわち「物事は

最後に良い結果がでるだろうと信じるので，明るい面から物事を評価し，成功に自信を

持っている」というものである。

Leif & Anne (2000)は期待-価値モデル(expectancy-value model)に依拠して楽観性

と悲観性を定義した。楽観性と悲観性とは個人が将来，個人の生活と社会の両面に関す

る積極的あるいは消極的な事件の発生する可能性についての主観的な評定であると考

えている。

Scheier & Carver (1986)は次のように主張している。すなわち，楽観性はいいこと

が起こると期待し，信じること，あるいは物事の結果について肯定，可能だと信じてい

ることである。

Seligman(1991)は，説明スタイルの観点から楽観性を捉え，失敗などネガティブ・イ

ベントの原因を内的（例えば，能力など），永続的，全体的な要因に帰属することは悲

観的な説明スタイルであり， 反対に，外的，一時的，特殊状況要因に帰属することは

楽観的な説明スタイルであると定義した。

３．２ 属性的楽観性と楽観的説明スタイル

楽観性に関する研究はこれまで主に２つのアブローチから行われてきた。１つ目は期

待をその概念の中心に据えた属性的楽観性に関する研究であり，もう１つは楽観性を原

因帰属の観点から捉える楽観的説明スタイルに関する研究である。

まず，属性的楽観性に関する研究について，Scheier & Carver (1986)は，楽観性を，

物事の結果に関する期待という観点から捉えており，また, Scheier, Carver & Bridges

(1994)は，属性的楽観性とは将来に対して肯定的な結果が生じることを期待する傾向で

あると定義した。

その後，属性的楽観性という概念から行動的自己制御理論（self-regulation theory）

が発展してきた。この理論は，期待-価値モデル(expectancy-Value model)をベースと

している。自己制御理論によると，結果として生じる成功への期待が 十分に可能であ

る限り，人々はゴール到達のため逆境に打ち勝つための努力を続ける。「期待」はゴー

ル到達ができるという自信と疑念の感覚である。そして，疑念が深刻になりすぎた時に

は，人々はそのような脅威なゴールをより放棄しやすいとされている。

Carver & Scheier (2002)によると，属性的楽観性の高い人は抑うつなどに陥りにく

く，精神的な健康を保つことが示されている。このように，属性的楽観性はよりよい生

活を送るために重要な性格特性であると考えられる。

そして，楽観的な説明スタイルに関する研究について Seligman (1991)によれば，説

明スタイル(explanatory style)とは，ある出来事の原因についての解釈における個人
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差のことである。楽観的説明スタイルと悲観的説明スタイルに分けている。楽観的な説

明スタイルという概念は，修正 LH 理論（reformulated learned helplessness theory）

をベースとしている。楽観的な説明スタイルによると。人は，出来事の原因を１）内的

(internal)ー外的（external)，２）永続的(stable)ー短時的(unstable)，３）全体的

(global)ー特殊的(specific)という３次元で説明すると考えられている。楽観的説明ス

タイルは，プラスの出来事の原因を内的，永続的，全体的な要因に帰属することであり，

反対に，マイナスの出来事が起きたとき外的，一時的，特異的な要因に帰属することで

ある。

また，楽観性は，現実性の高低とは独立した概念で 楽観性には，楽観的説明スタイル・

属性的楽観性という概念の異なる２種類があり，さらに，現実性の高低の観点から捉え

ると，現実的楽観性と非現実的楽観性という２種類に分類が可能であるため，計４種類

の楽観性が想定可能である。

３．３ 楽観性の測定法

楽観性についての測定は Scheier & Carver (1985)が Life Orientation Test を作成

して以来，幾つかの尺度が開発されている。楽観性の日本版として本論文では安藤・中

西・小平・江崎・原田・川井・小川・崎濱（2000）の開発した多面的楽観性測定尺度に

ついて述べたい。

安藤らは楽観性を３つの側面から捉えている。それは１）楽観的期待，２）楽観的評

価ないしは帰属，３）割り切り安さである。このうち楽観的期待と楽観的帰属は前述し

たが，割り切り安さは安藤ら独自のものである。

安藤らの項目例は以下のようなものである。（例えば，１．何か物事に失敗しても仕

方なかったと思いあまり悩まない。２．失敗してもそれにこだわらない。３．困難な課

題が出されても，何とかなると思う。４．困ったことがあったら，きっと誰かが助けて

くれる。５．自分は運が強い。）

しかしながら彼らの尺度の信頼性，妥当性はまだ十分に検証されているとは言えない

ようである。今後の課題である。

３．４ 楽観性の開発

Luthans (2008)，楽観性は特性に関する特徴を持つと同時に状態に関する特徴もあり，

そこで楽観性は比較的，安定的で，かつ開発することができると主張している。具体的

には，悲観的な説明スタイルを変更し，楽観的説明スタイルを強化することで，楽観性

を開発し，楽観性を向上させることができる。Snyder et al.（2001）は職場で現実的

楽観性の開発のため， ３つの戦略を示している。それは，１）過去に寛大（包容）に

なる，２）今を大切にする，３）将来の機会を探す，から成り立っている。

過去に寛大（包容）になることは決して責任逃れではない。むしろその反対に現実的
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楽観性と一致して，これは現実的な状況を尊重する積極的な再構造技術(reframing

technics)である。

今現在，いかなる場合であっても，どんなに悪い状況であっても，積極的な側面を見

る必要がある。ときに，これらの積極的な側面に対して内的，継続的と全体的な要因に

帰属することができる時にはそれ以上にすべきである。今を大切にして，そして未来を

見て，最後にすべての機会を捉えることである。

３．５ 楽観性と希望，および自己効力感との比較

楽観性と希望および自己効力感との関係を考えてみよう。楽観性と最も近い心理的な

概念は希望である。

Seligman (1998)は「習得楽観性」という概念を出して，楽観性が説明スタイルの転

換を通じて習得することができるとかたく信じている。Seligman の楽観性理論の目標

はネガティブの結果から離れることである。希望の理論家によれば「希望」は「楽観性」

とは異なり，積極的な未来への目標に注目しているという。一方，Seligman の楽観性

理論は，希望の理論のように目標へ経路の考えを強調していない。もし説明スタイルを

変えることは一種の「経路」であれば，希望の理論の「道」に比べ，それは明らかに「狭

い」と思われる。また，Snyder et al.（2000）は，希望の理論では明確にポジティブ

な感情とネガティブな感情の発生があると指摘している。Seligman の楽観性論では明

確に説明していない。

自己効力感と希望の違いは明白である。すなわち，まず自己効力感は自分に対するポ

ジティブな肯定と確信で，個人の行動にパワーを提供することであるが，行動の方法と

手段を提供していない。一方，行動の方法と手段を提供することは希望の重要な成分の

１つである。

次に，自己効力感とは，自分の任務を完成することできるかどうかについての一種の

感覚であり，一方希望は目的性がある行動を発動することを強調することである。前者

は己に偏重した個体行為能力の評価，後者は反応の行動プロセスを意識したものである。

自己効力感は個人の自分の行動能力に対する評価を重視している。希望は行動する意欲

を反映する。最後に，希望が明確的に目標を強調するのに対し，自己効力感は自己評価

を指しているのである。

自己効力感と楽観性の関係について Peterson (2000)が論じたように，楽観的帰属様

式と属性的楽観性という２つの構成概念は類似した概念であるが，２種類の楽観性と自

己効力感との関連性，とりわけ楽親的帰属様式と自己効力感の関連は比較的弱いもので

あると考えられる。
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４． レジリエンスについて

４．１ レジリエンスという概念

レジリエンスに関する研究は，1970 年代後半から 1980 年代にかけて始まった。その

ころ，欧米の研究者達は「同じ不利な状況に直面した時に，ある人たちは良い適応能力

を示すのに，他の人たちは，十分な適応能力を示すことができない」ことを見出した。

このような逆境の中で適応能力の個人差に関する現象について研究者たちは「レジリエ

ンス」という概念を提案した。

レジリエンスの語源は，ラテン語の跳ねる（salire)と跳ね返す(resilire)からなっ

ており，元来は物理学用語であった。心理学的な意味においては弾力性,回復力などと

訳されることが多いのである。

４．２ レジリエンスの定義

レジリエンスの定義についても， 研究によって様々である。レジリエンスの定義は，

大きく分けてレジリエンスを「個人特性」として捉えるか，もしくは「プロセス」とし

て捉えるか，あるいは「結果」として捉えるかの違いによって，レジリエンスの定義 や

概念の用い方が異なる。

まず，レジリエンスを個人特性として捉える研究について，例えば，小塩，中谷，金

子，長峰（2002）はレジリエンスの状態にある者について，困難で脅威な状況にさらさ

れることで一時的に心理的不健康の状態に陥っても，それを乗り越え，精神的病理を示

さず，よく適応している者とし，そのものが有する内面的な特性として「精神的回復力」

をレジリエンスと定義している。

そして，レジリエンスをプロセスとして捉える研究について，例えば，Luthar,

Cicchetti & Becker (2000)は深刻な逆境の中で肯定的な適応を含む力動的な過程とし

ている。

また，レジリエンスを結果として捉える研究について，例えば，Masten et al.（1990）

は困難あるいは脅威な状況にもかかわらず，うまく適応する過程，能力，あるいは結果

としている。

このように，研究者によってレジリエンスに対する分析角度が異なっていて，彼らは

レジリエンスに対する理解も異なっている。多数の実証的研究の中で，研究者は通常レ

ジリエンスを個人の安定的な心理的特性と見なしている。しかしここ数年多くの学者は

レジリエンスを１つの動態的なプロセスと見なす傾向がある。

４．３ レジリエンスの影響要因（リスク要因と保護要因）

レジリエンスに関する研究の中で，それには２つ重要な下位概念があることがわかっ

てきている。すなわちリスク要因(risk factor)と保護要因(protective factor)である。

リスク要因(risk factor)は個人の発展を妨害し，個人にダメージを与え，個人の発
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展に良くない結果を引き出す生物的，心理的，認知的あるいは環境的要因である。

レジリエンスに関する研究では，その関心の焦点が危険な状況の中で個人の直面した

リスク要因である。Masten & Coatsworth (1998)は，リスク要因として次のような３種

類の状況を提示した。すなわち，１）長期にわたり不利な社会環境の中に置かれた状況

（例えば，貧困，慢性疾病，家庭内暴力などである），２）深刻な衝撃的な出来事ある

いはひどい災難を被っている状況（例えば，離婚，交通事故，戦争，地震など），３）

上記の２つのケースの組み合わせである。

保護要因(protective factor)は，不利な状況の中で個人が受けた負の影響を軽減す

る要因であり，個人のレジリエンスの発展を促す要因である。個人のレジリエンスの発

展に関する保護要因を探すのは，現在の研究課題の焦点である。一部の研究者はレジリ

エンスに影響する保護要因を個人要因と環境要因とに分けている。環境要因の中には家

庭要因と家庭以外の要因があるとしている。Garmezy (1985)の研究では保護要因が，個

人の気質，家族のサポート，社会的文脈で与えられる機会，の３つに分けられ，そのう

ち個人の気質は個人要因，家族のサポートと社会的文脈で与えられる機会は環境要因で

あるといえる。

リスク要因と保護要因はレジリエンスの発展と密接に関連している。それらはレジリ

エンスの形成に異なる影響を与える。同じリスク要因も異なるグループに対しては異な

る影響をもたらすことがある。これは人種，文化，性別などの要因のためである。

４．４ レジリエンスに関する研究

まず，Garmezy のレジリエンスに関する理論モデルについて，Garmezy（1985)は３つ

の理論モデルを開発した。すなわち補償モデル（the compensatory model)，予防モデ

ル(the inoculation model)と保護要因モデル(the protective factor model)である。

補償モデルでは，保護要因とリスク要因が互いに作用しない，逆に，結果と直接に相互

作用の影響が現れ，あるいはリスク要因の影響を抑える。予防モデルでは，強度が高く

ないリスク要因は，すべてうまく作用する潜在能力と見なされ，困難を克服した後，個

人の心理的能力を高め，この困難と能力の間に曲線的関係があるという。保護要因モデ

ルでは，保護要因とリスク要因の相互作用効果が消極的結果の発生を減らし，そのため，

保護要因は調節作用効果を発揮している。保護要因の機能はリスク要因が現れた後，強

くなるという。この３種類のモデルはリスクを強調する特徴と保護的特徴の相互関係の

プロセスを述べたものである。

そして，「個人- プロセス - 環境」モデルについて，Kumpfer (1999)は，社会生態

学的概念に基づいて１つの非常に統合的な理論モデルを提案した。「個人- プロセス -

環境」というレジリエンスの枠組みである。このモデルでは，外部環境のリスク要因と

保護要因，個人内部のレジリエンス因子，そしてその中で個人の適応する結果のみなら

ず，個人，環境，適応結果という三者の間で働く動的なメカニズムを明らかにした。個
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人，環境，適応結果のそれぞれの役割とそれらの間の相互作用のプロセスは図 3-6 のよ

うに示されている。

図 3-6 レジリエンスのフレームワーク

(出所: Kumpfer, 1999, p.185, Figure1.)

また，レジリエンスのプロセスモデルについて，レジリエンスなプロセスモデルは，

意識的と無意識的の選択，そして崩壊と再統合という観点からレジリエンスを見るとい

うモデルもある。 このモデル（図 3-7）は Richardson (2002)が提案した。リチャード

ソンのモデルでは，人は生活の刺激（例えば，結婚，失業など）に直面した場合，その

適応過程の中で，統合・再統合を繰り返しながらダイナミックに対応するプロセスが示

されている。すなわち，人は「精神的バランス状態を維持するために，多くの保護要因

を動員し，生活の刺激と抵抗する。圧力が大きすぎて抵抗が無効になる場合，バランス

の崩壊が発生する。この時，個人は元の認知モデル（例えば，世界観，信念の体系など）

を変えなければならなくて，そして同時に恐れ，戸惑いなど感情を経験する。

そして，その後，個人は意識的または無意識的再統合を実施する，この再統合プロセ

スが異なる結果につながる可能性がある。それは次のようなものである。すなわち，１）

もっと高いレベルのバランス状態に達して，個人のレジリエンスを強める。２）バラン

スの初期状態に戻り，個人が一時的な心理的な快適さを維持し，変えることを拒否する

ので，成長チャンスが喪失した。３）低レベルのバランスを構築したために，その個人

が生活の中で従来の動力，希望や動機を放棄しなければならない。４）乱れに伴ってバ

ランスを失う状態になる，このような状況で個人が薬物を濫用して，破壊行為あるいは

またはストレスに対処するために他の不健康な方法を取るようになる。
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図 3-7 レジリエンスの再統合プロセスモデル

(出所:Richardson, 2002, p.311, Figure1.)

４．５ レジリエンスの測定

レジリエンスの測定は主に自己報告と観察研究の２種類の方式がある。この２種類の

測定方法に基づいて，レジリエンスの研究ではたくさんの具体的な測定ツールが開発さ

れている。これらの測定ツールの強調する重点は人間と環境との相互作用であり，つま

り個人は社会的な資源を利用し，リスク要因から身を守るのである。

代表的な尺度として，Wagnild & Young (1993)の Resilience Scale（略称 RS-25）が

挙げられる。RS-25 は，“個人的コンピテンス”“自己と人生の受容”を下位尺度とし

た２５項目からなる尺度で，成人期後期から老年期を対象として妥当性の検証を行った。

RS は，身体的健康，モラール，生活満足と正の相関を示し，抑うつ，ストレス，スト

レス症状と負の相関を示すなど，ある程度の妥当性を示し，その後の研究で数多く使用

されている。しかし，最初の２５項目のバージョンは安定的かつ明確でないため，

Wagnild は最初のバージョンを改正し，最終的に１４項目のバージョン(改訂版）を作

成した（略称 RS -14）。

また，Friborg, Hijemdal，Rosenvinge & Martinussen (2003)と Friborg, Barlaug

Martinussen, Rosenvinge & Hijemdal (2005)は，Resilience Scale for Adults（略称

RSA）を編成した。３７項目の５つの下位尺度と３３項目の６つの下位尺度という第二

バージョンがある。主に「個人的コンピテンス」，「社会的コンピテンス」，「家族凝

集性」，「ソーシャルサポート」，「個人的構成」などの保護要因を測定する。RSA は，

内的整合性によるα係数と再検査法を用いて信頼性を検討し，統制群と臨床群を用いた

妥当性の検証を行い弁別的妥当性の確認をしている。

Connor & Davidson (2003)は，Connor-Davidson Resilience Scale（略称 CD－RISC）

の開発を行った。２５項目の５つの下位尺度から構成されている。
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Smith (2008)などは簡潔版のレジリエンス測定ツール（BRS）を作成した。このツー

ルでは６つの項目から構成されている。それぞれ，個人のストレスに対する積極的ある

いは消極的な反応を自己診断し，主に個人特性や社会関係，処理能力，健康などの状況

を測定している。

Burns & Anstey (2010)は１０項目からなるレジリエンス測定ツールを編成した（略

称 CD-RISC）。この測定ツールでは個人が，個人的問題，病気，ストレス，失敗や痛み

を受ける能力が測定されている。

日本における代表的なレジリエンス尺度としては，小塩，中谷，金子，長峰 (2002)

の精神的回復力尺度（略称 ARS）を挙げることができる。小塩らは大学生を対象に調査

を行い，因子分析の結果より“新奇性追求”“感情調整”“肯定的な未来志向”の３つ

を下位尺度とした２１項目を精神的回復力尺度とした。

４．６ レジリエンスの開発

レジリエンスは生活状況の変化によって変化し，１つの変化のない概念ではなく，誰

でもある程度のレジリエンスという潜在能力を持つのである。レジリエンスの研究の最

終目的は個人の生存と成長の源を探求することにあるので，逆境が個人に与える消極的

な影響を最小化し，個人の成長と適応を促進し，それを通じて行動障害を予防し，レジ

リエンスを高め，潜在能力を発展させる道を見つけることにあるといえよう。

アメリカ心理学会の Web ページには「レジリエンスへの道」として，レジリエンスを

得るための 10 の方法が示されている（①関係をつくる，②危機は克服できると思う，

③変化を受け入れる，④目標に向けて進む，⑤きっぱり行動する，⑥自己発見する，⑦

自分を肯定する，⑧展望を持つ，⑨希望を持つ，⑩自分を癒す）。

Rutter (1990)は，多くの実証的研究を要約した後，レジリエンスの開発に関するメ

カニズムを提案した。すなわち，それは次のようなものである。１）リスク要因の衝撃

を軽減する（リスク要因の衝撃を軽減するとはすなわち，リスク要因に対する認知を転

換し，あるいはリスク要因との接触を回避することである。実際には，これは，補償ま

たはオフセットの一種である）。２）マイナスの連鎖反応を減少する。３）自己効力感

と自己尊重を促進する（個人が他の人と良い人間関係を確立し，そして問題解決の経験

を得ることによって個人の自己効力感，自尊心を高めることができ，困難を解決するた

めの自信を持つようになる）。４）そして機会の開発を促進する（個人のために資源の

獲得する機会あるいは生命人生の重要な転換期を完成する機会を創造し，彼らに希望と

成功できる資源を与える）。以上がレジリンスの概要である。
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第４章 実証的研究（１）:

離脱行動の規定要因として

の「心理的資本」に関する研究

―個人の視点からの分析―

本章では従業員離脱行動の規定要因究明のため，Luthans (2002)が提唱し，近年注目

を浴びているポジティブ組織行動に注目する。とりわけ，本章は，従業員の個人差変数

として Luthans の提案した「心理的資本」という概念を取り上げ，この「心理的資本」

が中国人の従業員のストレスや転職意思，欠勤などの離脱行動にどのような影響を及ぼ

しているのかを明らかにすることを目的とする。

第１節 先行研究の回顧

具体的内容は第二章，第三章で提示した。ここで簡単なレビューをしたい。

１． 組織行動の理論的背景

第二章，第三章で述べたようにポジティブ心理学の考え方は周知のごとくアメリカ心

理学会会長であった Seligman (1998)によって提唱されたものである。このポジティブ

心理学の考え方を組織場面に適用し，ポジティブ組織行動という概念を提唱し，組織行

動の新しいアプローチとして位置づけたのは Luthans (2002)である。彼によれば「ポ

ジティブ組織行動はポジティブ志向の人的資源の強みおよび心理学的な能力で，それは

測定され，発達し，効果的に管理可能である｣(Luthans,2002，p.59)としている。その

後，ポジティブ組織行動を代表する概念として「心理的資本」が提唱され，組織行動を

理解する中核概念の１つとして位置づけられている。Avey，Luthans & Jensen (2009)

によれば，この「心理的資本」とは発達についての個人のポジティブな心理的状態と定

義されている。当初 Luthans (2002)は POB として自己効力感(Bandura, 1977)，希望，

楽観性，幸福感(主観的 well-being)，情緒知能(Goleman, 1996)を挙げていたが，その

後の「心理的資本」ではその構成因子が自己効力感(self-efficacy)，楽観性(optimism)，

希望(hope)，レジリエンス(resilience)の４つになっている。日本でもポジティブ心理

学の組織場面への適用の必要性は指摘されている（例えば，宗方・島井・犬塚・関口,

2008）。

２． 「心理的資本」の概念的特性

「心理的資本」の考え方は Luthans (2002)のポジティブ組織行動を嚆矢とすることは

前述した。「心理的資本」の概念定義としては Avey et al. (2009)の「発達について
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の個人のポジティブな心理的状態」があることも前述した。しかしながら本論文は

Lutahns & Youssef (2007)を参考にしながら「心理的資本」をより詳細に次のように定

義したい。「心理的資本」とは自己効力感，楽観性，希望，そしてレジリエンスの４つ

の能力によって特徴づけられる発達についての個人のポジティブな心理的状態である。

「心理的資本」とそれを構成する４つの要素との関係について Avey et al. (2009)

は「４つの要素(component)によって構成される統合概念としての「心理的資本」は４

つの要素のどれよりもパフォーマンスおよび従業員の満足度を予測することが可能で

あることが見出されている(Luthans,Avolio,et al., 2007)」と述べ，「心理的資本」

を４つの要素の高次の概念として位置付けている。

Luthans らの「心理的資本」の基本的な特徴は，この「心理的資本」が「特性（traits）」

ではなく「状態(state)」であるという点である。Luthans & Avolio,et al. (2007)は

心理学における伝統的概念である state と trait を「安定性」という次元の連続線上に

位置づけている。すなわち不安定性の極である「positive state」（例えば，「喜び」

のように一時的で大変変化しやすいもの）から，「state-like」（例えば，「自己効力

感」のように比較的影響されやすい，発達可能なもの），「trait-like」（例えば，「ビ

ッグファイブ」や「中核的自己評価」のように比較的安定していて変化しにくいもの），

「positive traits」（例えば，知能のように大変安定していて変化が大変困難なもの）

までである。その中で，彼らは「心理的資本」を state-like の１つとして位置づけて

いる。また Luthans & Youssef (2007)はポシティブ組織行動を positive traits（例え

ば，ビッグファイブパーソナリティ，中核的自己評価，性格的な長所など），positive

state-like psychological resource capacities（心理的資本），positive organization，

そして positive behavior（例えば，組織市民行動など）に４分類している。「心理的

資本」はその中の１つであり，それは「自己効力感」，「希望」，「楽観性」，「レジ

リエンス」から構成されているという。したがってビッグファイブや中核的自己評価の

ような特性(trait)とは異なり，学習が可能であり，上司のリーダーシップなどによっ

て変容が可能であるとしている。そして，何よりも Luthans 自身（Luthans，et al.,

2006）が「心理的資本」の開発法を提案している。

しかしながら「心理的資本」は幾つかの課題を持つ概念である。

例えば，「心理的資本」の研究がまだ，Luthans とその共同研究者に限られている。

さらに，構成要素として主要な位置を占める「自己効力感」は，組織行動を理解する重

要概念である「中核的自己評価」の中にも含まれており，測定上で「特性としての自己

効力感」と「状態としての自己効力感」をどのように区別するかなど課題が残っている。

３． 離脱行動の先行研究

まず，離脱行動に関する先行研究についてレビューをしたい。前章で述べたように，

Johns(2001)は職場不適応を規定する要因について包括的な検討をしている。彼は，転
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職，欠勤などを「離脱行動(withdrawal behavior)」として捉え，これらを規定する要

因を「職務満足感」，「職場の状況（欠勤規範など）・組織文化」，「従業員の特性」

の３つの視点から検討している。

Johns は一般に欠勤，転職のような離脱行動と職務満足感との関係は有意にネガティ

ブな関係にあるものの，従来からの面接などの定性的な研究において得られた結果に比

べるとその関連性は高いとはいえないとしている。

Johns 以降の研究は離脱行動を満足感のほかにバーンアウト，ワーク・ライフ・バラ

ンスなど広範囲な視点から研究する傾向にある。

山本 (2009)などによってこれまでの研究では職務業績，職務満足，コミットメント

が離脱行動の抑制要因として働くこと，バーンアウト，ワーク・ライフ・バランスなど

が離脱行動の規定要因として働くことが報告されている。

本章では，「離脱行動とは組織に対する消極的態度，および実際の職務行動への消極

的な振る舞いである」と考える。離脱行動は心理的離脱と物理的離脱という２つ構成要

素が含んでいる。心理的離脱は転職意思，規範意識，ストレス感などをいう。物理的離

脱は欠勤行動，遅刻行動，転職行動などである。

そして，「心理的資本」と離脱行動に関する先行研究についてレビューをしたい。

Lenuta (2013)は「心理的資本」の実証的研究が 2000 年から 2010 年までの間に１４件

あったとしている。その中では「心理的資本」と個人業績，職務満足感，組織コミット

メントとの関係を検討したものが多いという。これまでの研究をまとめると，「心理的

資本」という統合概念で検討した場合には業績などの従属変数との間に有意な関係が報

告されているが，その構成因子である希望，楽観性などを単独に検討した場合には，必

ずしも全ての研究がその有効性を支持しているわけではない。

Avey et al. (2009)は「心理的資本」がストレスや転職意思を予測する上において非

常に有効な概念であると報告している。彼らによれば仕事に対するポジティブな態度で

ある「心理的資本」はストレス発生行動を抑制し，転職意思や新しい仕事探索行動を抑

制すると述べている。また，彼らは「心理的資本」の影響はストレスを媒介として転職

意思，仕事探索行動に影響を及ぼしているとも言っている。

それでは「心理的資本」という視点より職場適応に関する他の研究を見てみよう。

Luthans & Jensen (2005)は，看護師を対象にした研究の中で病院職員の「心理的資本」

が病院のミッションへのコミットメントとポジティブな関係にあること，そしてそれら

が定着意図につながっていることを指摘している。また，Van & Franck (2013)も新人

看護師の「心理的資本」がメンタルヘルスにおいてポジティブな効果を持つという。

Liu, Chang, Fu, Wang & Wang (2012)は医師を対象にした研究で「心理的資本」が職

業的ストレッサーと抑鬱症状との媒介効果を示すこと，また Liu, Hu, Wang & Ma (2013)

は同様な傾向を看守職員に見いだしている。即ち彼らの研究は「心理的資本」が抑鬱症

状に対する抑制効果を持つことを指摘している。また Wang, Chang, Fu & Wang (2012)
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も「心理的資本」がバーンアウトに打ち勝つためのポジティブな資源であるとしている。

中国では陳・胡 (2012) が「心理的資本」と転職との間にはネガティブな関係がある

と報告している。しかしながらこの種の研究は中国においては非常に少ないのが現状で

ある。

これら一連の研究は「心理的資本」が職場適応を促進する有効な資源であることを示

唆するものである。
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第 2 節 研究の目的および仮説

１． 研究の目的

本章の研究の目的は，個人の視点から中国企業で働く従業員を対象にして，彼らの「心

理的資本」が離脱行動を規定する有力な要因であるかどうかをその前後の関係にある上

司のリーダーシップ，ストレスという点を含めながら検討することである。離脱行動の

指標として「転職意思」，「欠勤規範」，「欠勤行動」を検討の対象とした。

彼らの「心理的資本」が離脱行動を規定する有力な要因であるかどうかをその前後の

関係にある上司のリーダーシップ，ストレスという点を含めながら検討した。離脱行動

の指標として「転職意思」，「欠勤規範」，「欠勤行動」を検討した。

２． 仮説の設定

２．１ リーダーシップと「心理的資本」

前述したように「心理的資本」は trait ではなく state であり，学習可能，変容可能

である。Luthans 自身（Luthans et al., 2006）が「心理的資本」は学習可能であるこ

とを明確に主張している。

それではリーダー行動と部下の「心理的資本」との関係はどうなっているのであろう

か。従来，変革的ないしはカリスマ的リーダーシップ行動が部下の自己効力感を向上さ

せることは，つとに指摘されているところである(Yukl, 1998； Walumbwa & Wersing，

2013; Conger, 2013；島井・宇津木, 2008)。

また Gardner & Schermahorn (2004)は，オーセンティック・リーダーシップ注 5がポ

ジティブ組織行動を生み出すことを次のように具体的に提案し詳細に論じている

（pp274～278）。すなわち，１）オーセンティック・リーダーは部下に自己効力感を築

く。２）オーセンティック・リーダーは部下に希望を創造する。３）オーセンティッ・

リーダーは部下に楽観主義を植え付ける。４）オーセンティック・リーダーは部下にレ

ジリエンスを強化する。ただし，Gardner & Schermahorn (2004)は実証的な資料を提供

しているわけではない。

一方，Graen & Uhl-Bien (1995)の「リーダー・メンバー交換モデル」からも推測さ

れるように，リーダー行動はリーダー・メンバー関係のライフサイクルの中で，メンバ

ーの能力開発と自己効力感の育成につながると思われる。Luthans et al. (2006)も従

業員の「心理的資本」の開発にリーダー行動の役割を重視している。

また，Bandura (2000)によれば，リーダーによるポジティブ志向の説得，モデリング

などは部下の自己効力感をもたらすという。

さらに，House (1971)のパス・ゴール理論では，リーダーが目標達成へのパスを示す

ことによって，メンバーの目標達成への期待が向上し，仕事へのモチベーションが向上

すると指摘されている。こうした目標達成へのパス，目標達成への期待，それに基づく
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業績の向上は，従業員の中に希望，自己効力感を育成していくものと考えられる。そし

て，さらに，リーダーの配慮行動は従業員のレジリエンスを高めるものと考えられる。

これら一連のリーダーシップ行動についての知見は，部下の「心理的資本」を引き出

すのは Gardner & Schermahorn (2004)のいうオーセンティック・リーダーだけでなく，

むしろリーダーシップ行動がその有効性を発揮する場合，そのプロセスの中で，部下の

モチベーションを高め，「心理的資本」が育成されることを示唆している。こうしたと

ころからリーダーシップ機能が部下の「心理的資本」，すなわち「自己効力感」，「希

望」，「楽観性」，「レジリエンス」の育成要因として考えられるように思われる。こ

れらの点を考慮して筆者は仮説１を設定した。

仮説１：「心理的資本」はリーダーシップ行動によって規定されるであろう。

２．２ 「心理的資本」とストレス

次に「心理的資本」とストレスとの関係を検討してみよう。人はストレッサーにさら

されても人によって経験するストレスの程度は異なっている。これはストレッサーに対

する受け止め方が人によって異なるからである。Lazarus & Folkman (1991)は「ストレ

ス，評価，対処」の中で，人は自らが困難な事象を処理する資源を欠いていると感じる

ときストレスに陥るという。ストレッサーを「どのように意味づけ，解釈するか」を彼

らは「評価」と呼んでいるが，この評価の違いが個人の経験するストレスの水準の違い

を生みだすと考えられている。

Lazarus & Folkman (1991) はまた対処のプロセスの中で人は環境からの危機に遭遇

したとき，対処の原動力を持つことによってストレス状況下から抜け出ることが可能だ

としている。彼らはそのような原動力の１つとして「積極的な信念」を挙げている。す

なわち「自分を積極的にみることも対処の重要な原動力である」(p167)。この中には「希

望を持つという信念」と「困難な状況に直面しても対処への努力を維持しているという

信念」とがあるという(p167)。Lazarus (2003)では，人間がストレス状況下にどのよう

に適応するかを理解するための探索の道筋として「自己効力感」，「楽観主義」，「希

望」，「レジリエンス」を挙げている。「心理的資本」がストレスに対してマイナスの

影響，換言すれば抑制効果をもたらすであろう。この仮説はもともと Avey et al. (2009)

によって提出されたものである。彼らによれば「心理的資本」は従業員がストレス状況

下に於いて対処するための資源の１つであるという。Avey et al. (2009)は実証的研究

に於いてこの仮説を支持する報告をしている。以上の点を考慮すれば，「心理的資本」

がストレスに対してマイナス効果を持つことは推測可能である。したがって以下のよう

な仮説が設定できよう。

仮説２：「心理的資本」はストレスに対して負の影響をもたらすであろう。
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２．３ 「心理的資本」と転職意思，欠勤規範および欠勤行動

次に「心理的資本」と転職意思，欠勤規範および欠勤行動との問題を考えてみよう。

「心理的資本」の高い人はその定義から「発達についての個人のポジティブな心理的

状態」の人である。「心理的資本」の高い人，すなわち自己効力感，楽観性，希望，レ

ジリエンスの高い人は，仕事場面で言えば仕事に対してポジティブな態度を持っている

と考えられる。ポジティブな態度を持つことは組織コミットメントを高めると予想され

る。そして，組織コミットメントが Johns（Johns, 2001, p238）の指摘するように転

職意思にマイナスに働くと推測される。前述した Luthans & Jensen(2005)の結果もそ

のことを示唆している。

また，Lock & Latham (1990)の高業績サイクルモデルによれば，自己効力感はモチベ

ーションの向上，高業績に導き，そしてそれが内発的報酬及び外発的報酬，高満足感，

高組織コミットメントに結びつくという。「心理的資本」と業績との実証的研究（Luthans,

Avolio, Avey, & Norman, 2007)はそのことを示唆している。そして，Johns (2001)の

転職モデルによればこの高満足感および高組織コミットメントが定着率を高めること

が予想される。メタ・アナリシス研究の結果も高業績と退職とのマイナスの相関を指摘

している（山本, 2009）。

したがって仕事に対するポジティブな態度は職場に対する定着を促進し，転職意思に

対してネガティブな影響力を持つことが予想される。

そして，また，職場に対してポジティブな態度を持つことは「欠勤すべきではない」

という欠勤規範に対してポジティブな態度を持ち，その結果，自らの勤務活動において

も欠勤が少ないということが考えられる。したがって次のような仮説は想定ができるよ

うに思われる。

仮説３：「心理的資本」は転職意思に対して負の影響をもたらすであろう。

仮説４：「心理的資本」は欠勤規範（欠勤すべきでない）に対して正の影響をもたらす

であろう。

仮説４a：「心理的資本」は欠勤行動に対して負の影響をもたらすであろう。

２．４ ストレスの媒介効果

次にストレスと転職意思，欠勤規範および欠勤行動との関係について検討してみよう。

ストレスが転職意思や欠勤に影響力を持つことは多くの文献で指摘されているところ

である（金井, 2008；岩永, 2003）。

離脱行動の 21 世紀に入ってからの研究の特徴は，バーンアウトなどが欠勤と関連の

あることを指摘している点である（Davey, 2009; Pettita, 2011; Lambert, 2010;

Gil-Monte, 2008）。
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ストレスの蓄積は仕事からの逃避を生み出し，仕事を休みたい，仕事を変わりたい，

会社を変わりたいという意識を生み出す。そして，こうした仕事からの逃避が欠勤規範

の自己合理化行動，即ち欠勤規範への甘さに結びついてくると予想される。そして，そ

の結果が欠勤行動に結びついていくものと考えられる。

これまでの点を考慮すると，「心理的資本」から離脱行動へのプロセスには２つのパ

スが想定される。１つは「心理的資本」の持つポジティブな心理状態が離脱行動を直接

抑制する場合である。それは仮説３，仮説４に設定した。

それに対してもう１つのパスはストレスを介して，離脱行動に影響するケースである。

これは仮説２で言及したように「心理的資本」がストレスを抑制し，その抑制効果が離

脱行動に影響するケースである。

したがって「心理的資本」，ストレス，離脱行動の一連のプロセスを考えたとき次の

仮説も設定可能と考えられる。

仮説５：ストレスは「心理的資本」と転職意思の関係の一部を媒介するであろう。

仮説５a：ストレスは「心理的資本」と欠勤規範の関係の一部を媒介するであろう。

仮説５b：ストレスは「心理的資本」と欠勤行動の関係の一部を媒介するであろう。

２．５ 欠勤規範と欠勤行動

欠勤行動に対する職場規範の影響を検討した研究には佐々木の一連の研究（佐々木，

1994a, 1994b）がある。佐々木は職場規範と「欠勤および遅刻への意識」との間に密接

な関係のあることを示した。即ち職場規範として欠勤および遅刻に対して厳しいほど，

個人的見解としての欠勤や遅刻に対してネガティブな態度をもっていることをみいだ

している。佐々木らの研究は欠勤，遅刻の問題を集団規範という視点から扱ったもので

あるが，重要な点は，欠勤について意識（態度）レベルでは扱っているが，具体的な行

動レベルでは取り扱っていないということである。その点 Johns (2001)は，一歩進め

て従来の文献展望をもとに「欠勤についての集団規範」が「個人の欠勤行動」を説明で

きるとしている。

本章では「欠勤についての集団規範」ではなく，欠勤行動とより心理的に近い「個人

の認知された欠勤規範」を取り上げ，「欠勤行動」との関係を検討しようとするもので

ある。従来の研究より「個人欠勤規範（欠勤すべきでない）」と「欠勤行動」との関係

については次のような仮説を立てることができよう。

仮説６：欠勤規範は欠勤行動に対して負の影響をもたらすであろう。
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３．「心理的資本」のプロセスモデル

本章は，こうした先行研究の結果を踏まえ「心理的資本」を研究の中核に据えて離脱

行動の分析を進めたい。そして，「心理的資本」を中核に据えた離脱行動までのプロセ

スを図 4-1 のようなフレームワークとして設定した。図 4-1 は大きく分けて独立変数，

媒介変数，従属変数より成り立っている。まずはじめの独立変数としてリーダーシップ

行動を想定する。

第二群は媒介変数のグループである。この変数群は独立変数と従属変数である離脱行

動との関係を媒介する役割を果たす。具体的に「心理的資本」および「ストレス」であ

る。

第三群が従属変数である。これは前述した離脱行動といわれるもので「転職意思」，

「欠勤規範」，「欠勤行動」，ということになろう。

図 4-1 心理的資本のプロセスモデル

出所：筆者作成
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第３節 研究の方法

１． 研究の対象

本章では研究の分析の中心となる企業の有効分析対象者は，中国の代表的な民営企業

Ａ社従業員３００名である。この民営企業は中国の代表的な工業地帯，江蘇省無錫市に

あり，アパレルを中心とした大手メーカーである。対象者の年齢レンジは２２～４５歳，

平均２８．６７（SD＝4.076），男女比は男性１６４名，女性１３６名である。

調査の実施時期は 2011 年 6 月である。データの収集は経営者の一人が筆者の研究目

的を理解し，調査に全面的に協力した。調査用紙は人事担当を通して配布され，回収

された。

２． 測定尺度

独立変数の測定尺度はリーダーシップ行動である，媒介変数は「心理的資本」，職務

ストレス，従属変数は転職意思，欠勤規範，欠勤行動を測定した。以下各尺度の内容を

示す。

２．１ 「心理的資本」（ポジティブ組織行動）

「心理的資本」の測定は初期の研究では各々の要素ごとにポジティブ心理学の領域で

開発されたものを使用していた。例えば，Youssef & Luthans （2007）では「希望」は

Snyder，Sympson, Ybasco, Borders, Babya & Higgins (1996)の６項目（８点評価尺度），

「楽観性」は Scheir & Carver（1985）の１２項目（５点評価尺度），「レジリエンス」

は Block & Kremen（1996）の１４項目（４点評価尺度）がそのまま使われていた。し

かしながら，やがて「心理的資本」独自の測定尺度が使用されるようになった。Luthans

et al.（2007）は「心理的資本」測定尺度を開発してその妥当性を検証している。彼ら

は，「心理的資本」の要素としての「希望」を Snyder et al. (1996)の尺度より，「レ

ジリエンス」を Wagnild & Young (1993）の尺度より，「楽観性」を Scheier & Carver

（1985）の尺度より，そして「自己効力感」を Parker（1998）の尺度よりそれぞれ６

項目を抽出し，全部で２４項目（６点評定尺度）からなる「心理的資本」測定尺度を構

成した。

日本では大竹・島井・池見・宇津木・クリストファーピーターソン・セリグマン(2005)

がポジティブ心理学の測定尺度の開発の中で楽観性，希望などの項目作成を行っている。

また角山ら(2010)は楽観性尺度の開発をしている。そして，菊池・山口(2011)はレジリ

エンス測定尺度を開発している。自己効力感については坂野・東條 (1993)が一般性セ

ルフ・エフィカシー尺度を開発している。さらに，関口 (2012)はまた中核的自己評価

の中で自己効力感の測定をしている。

このように日本では「心理的資本」を構成する要素については尺度開発が行われてい

るが，「心理的資本」という視点からの測定尺度の開発はまだ標準的なものは開発され
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ていないようである。

本章は厳・顧・松原(2009)の尺度を用いた。現在は Luhans et al.（2007）の「心理

的資本」測定尺度２４項目が公開されているが，われわれが尺度を作成，実施した当時

（2008）はこうした尺度がみあたらなかったので Luthans (2002)のポジティブ組織行

動の因子「自己効力感」，「希望」，「楽観性」などの定義を参考にして作成した。そ

して，楽観性などすでに開発されている項目については島井・大竹・宇津木(2007)，大

竹ら(2005)を参考にしながら１２項目を作成した。評定は４段階評定である。

ところで，Luthans の尺度の中国版は標準化され，この尺度に基づいて多くの研究が

行われている。しかしながら筆者らが調査を実施する段階においては十分に周知された

ものではなかった。そのために筆者らは Luthans (2002)の定義を参考に「心理的資本」

の尺度を開発した。筆者らの尺度と Luthans の尺度の関係を説明するために，本章では

結果の分析に先立って，この尺度の妥当性検討の１つとして同一の対象者に筆者らの作

成した中国語版と Luthans 尺度中国版を実施して，両者の関係を分析した。実施時期は

2013 年 11 月，対象は中国人留学生，中国現地（山東省，上海市など）の大学生，現地

の中国企業で働く中国人従業員など２４９名である。評定は６段階尺度である。

周知のように本来リッカート尺度は５段階評定尺度と７段階評定尺度が一般的であ

る。しかしながらこれらの両尺度はその中に「どちらとも言えない」を含んでいる。そ

のため実際の調査ではこの段階に反応が集中して評定のあいまいさをもたらしている。

こうした中心化傾向を防ぐために４段階尺度，６段階尺度が用いられるようになった。

筆者の調査では４段階を用いているが，Luthans の「心理的資本」の中国版では６段階

尺度を用いている。本章では Luthans 尺度との比較研究の場合に限って，特に Luthans

尺度と同じ形で６段階尺度を採用した。その結果，本尺度と Luthans の尺度の間には「心

理的資本」でピアソンの相関係数ｒ＝.764（p<0.0001）の相関が得られている。全く同

じとは言えないが，かなり類似した心理現象を測定しているものと考えられる。

２．２ リーダーシップ行動

これは松原，小林，岩戸，永島 (2010)の「中間管理職のリーダーシップ」測定尺度

４８項目を参考にして作成した。本章では「目標達成行動」，「配慮行動」の２領域に

ついて上司のリーダーシップ行動を測定する各４項目，計８項目より成り立っている。

評定は４段階評定である。

２．３ 職務ストレス

仕事上で感ずる職務ストレスを測定するために，下光・原谷 (2000)の開発した「職

業性ストレス簡易調査票」の中から２０項目を参考にして作成した。４段階評定である。

２．４ 転職意思・欠勤規範
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転職意思は２項目，４段階評定で求めた。転職意思の２項目は「私は他の会社に変わ

りたいと思っている」，「私はいまの仕事が一番良い，転職の意図はない逆転項目）」

である。また「欠勤規範」は「欠勤はすべきではない」という１項目（４段階評定）の

みで測定した。

２．５ 欠勤行動

欠勤行動については回答者が自らの欠勤行動の頻度を頻度カテゴリーの中から選択

した。

フェース・シートとしては性別，年齢，職場名，会社の業績，職場の業績，学歴，地

位，勤続年数の回答を求めた。しかしながら本章では個人属性以外は使用しなかった。

これらの調査票の翻訳は日本語の堪能な数名の中国人留学生があたった。また別の中

国人（中国の大学の日本語学科，および日本の大学院経営学研究科終了）には中国語を

日本語に翻訳させその意味を確認した。
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第４節 結 果

１ ． ｢リーダーシップ行動｣ 測定尺度の因子分析と信頼性分析

本章では「目標達成行動」，「配慮行動」の２領域を測定する項目８項目を因子分析

（主因子法，バリマックス回転）して因子の確認をしてみよう。本章でのデータの分析

は SPSSversion19 AMOS19 を使用した。その結果，表 4-1 に示したように２因子が抽出

された。第一因子は「目標達成行動」の因子と命名された。第二因子は「配慮行動」と

命名された。

因子分析を行って，下位尺度が決定したら，次は「尺度の信頼性の検討」を行う。信

頼性の検討のしかたにはいくつかの方法があるが，よく使われる方法として「α係数（ア

ルファ係数）」を算出することが挙げられる。α係数がある程度の数値（.70）以上で

あれば，尺度の「内的整合性が高い」と判断される。

信頼性分析を行ったところ，目標達成行動は信頼性係数α＝.923，配慮は信頼性係数

α＝.855 であった。その結果ほぼ当初の予想した因子が確認され，信頼性係数も満足

する段階にあるので両尺度は以下の分析に用いた。

表 4-1 リ－ダシップ８項目の因子分析結果

出所：筆者作成

２． 「心理的資本」測定尺度の因子分析と信頼性分析

２．１ 因子分析

最初に「心理的資本」測定尺度の因子分析をして因子の確認をしてみよう。本章での

データの因子分析は主因子法，バリマックス回転を行った。因子分析の結果，表 4-2 に
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示したように４因子が抽出された。

第一因子は「仕事に対して成功的な達成経験がある」の他，すべて仕事および人生に

対する自信を示しているので「自己効力感」の因子と命名された。第二因子は「物事の

良い面をみようとしている」，「どんな困難があっても道が開ける」に負荷量が高く，

「楽観性」の因子と命名された。第三因子は「私にははっきりした目標がある」，「私

は自分の将来に希望を持っている」に負荷量が高いので「希望」の因子と命名された。

第四因子は「強い抵抗にあうと気がくじける（逆転項目）」から残りの「レジリエンス」

の因子と命名した。

２．２ 尺度構成と信頼性分析（内的整合性（α係数））

尺度構成は因子分析に於いて因子負荷量 0.50 以上の項目を採用した。したがって自

己効力感４項目，楽観性３項目，希望２項目，そして最後のレジリエンス２項目である。

各尺度の信頼性分析を行った結果，自己効力感は信頼性係数α＝.759，楽観性は信頼性

係数α＝.678，希望は信頼性係数α＝.680 であったが，最後のレジリエンスは信頼性

係数α＝.236 と信頼性があまりにも低いために尺度として採用しなかった。そして，

「心理的資本」の全体尺度も 12 項目から３項目を削除して９項目にした。その結果，

信頼性係数はα＝0.702 である。十分とは言えないが「心理的資本」は幾つかの要素か

ら構成されている点を考慮するとやむを得ないと考えられる。本章，「心理的資本」尺

度は３つの下位尺度（自己効力感，楽観性，希望）から構成されている。尺度得点の算

出は粗点の単純合計得点を項目数で除すという方法を用いた。

表 4-2 心理的資本１２項目の因子分析結果

出所：筆者作成
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３． 各測定尺度間の相関係数

表 4-3 各変数の信頼性係数および各変数間の相関係数(N=300)

出所：筆者作成

各尺度の得点は各因子の項目の粗点の単純合計である。表 4-3 は相関係数，および信

頼性係数の結果を示したものである。本章の焦点となっている「心理的資本」はストレ

ス，転職意思，欠勤行動とは有意な負の相関，欠勤規範と有意な正の相関を示した。ま

た，「心理的資本」はこれらの相関において自己効力感などの「心理的資本」の下位因

子よりも相関が高かった。

ストレスは転職意思，欠勤行動と高い有意な正の相関を示し，欠勤規範とは有意な負

の相関を示した。また，リーダーシップ行動のうち目標達成行動は「心理的資本」と有

意な相関を示したが，配慮も目標達成行動ほどではないが「心理的資本」と有意な相関

を示した。仮説のより詳細の分析は階層的重回帰分析，共分散構造分析のところに譲り

たい。

４． 各変数間の関係の階層的重回帰分析

４．１ 「心理的資本」の規定要因

それではまず「心理的資本」の規定要因について見てみよう。表 4-4 は階層的重回帰

分析による結果を示したものである。表４においてはまず属性要因として「性別」，「年

齢」，「学歴」，「勤続年数」，「職位」を投入した。「職位」は一般社員を「０」と

し，役職者はすべて「１」にしてダミー変数として取り扱った。もちろん「性別」もダ

ミー変数である。学歴については，大学卒および大学院卒を 1点，それ以外を０点とし
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てダミー変数化した。勤続年数はインプットの段階で１年未満は１点，１～２年は２点，

３～５年は３点，５～７年は４点，８年以上は５点としてコード化した。そして，モデ

ル２ではリーダーシップ行動として「目標達成」と「配慮」を投入した。

表 4-4 心理的資本の規定要因の階層的重回帰分析

出所：筆者作成

表 4-4 から「心理的資本」は属性要因によっても大きく規定されることが明らかにな

った。とりわけ大きいのは「勤続年数」である。「職位」は影響をもたらさなかった。

一方，リーダーシップは目標達成行動，配慮とも有力な規定要因であることを示した。

結果は仮説 1を支持した。

４．２ 「心理的資本」などが従属変数に与える影響についての階層的重回帰分析

まず，「心理的資本」に焦点を当てながら，それ以外も含めた諸変数が従属変数にど

のような影響を与えているか検討したい。それではまず従属変数をストレスとした場合

の規定要因について階層的重回帰分析を用いて検討してみよう。表 4-5 はその結果を示

したものである。

表 4-5 のモデル１より属性要因（勤続年数）がストレスにかなり影響を与えているこ

とが分かる。モデル２よりリーダーシップがストレスにかなり影響を与えていることが

分かる。全ての変数がそろったモデル３でその影響力を見ると最も影響力が大きいのが

「心理的資本」で以下「目標達成」「配慮」の順である。このように「心理的資本」の

影響の強さが理解される。以上の結果から仮説２は支持される。
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表 4-5 ストレスの規定要因の階層的重回帰分析

出所：筆者作成

次に転職意思についてみてみよう。表 4-6 はその結果を示したものである。図 4-1 の

フレームワークにしたがってモデル４ではストレスを追加した。表 4-6 より属性要因，

リーダーシップ，「心理的資本」，ストレスの全てが転職意思に有意な影響を与えてい

る。モデル４でその相対的強さを見ると「心理的資本」，「勤続年数」，「目標達成」，

が転職意思に抑制要因として働いているのに対して，ストレスはプラス要因として働い

ている。ストレスの相対的影響力は最も強い。以上の結果より仮説３は支持される。

表 4-6 転職意思の規定要因の階層的重回帰分析

出所：筆者作成
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そして，欠勤規範はどうであろうか。表 4-7 はその結果を示したものである。

表 4-7 から，モデル１より属性要因として勤続年数，モデル２よりリーダーシップ，

モデル３より「心理的資本」，そしてモデル４よりストレスが欠勤規範に有意な影響力

を持っている。モデル４でその相対的影響力を見ると最も影響力の大きいのは「心理的

資本」で以下，ストレス，リーダーシップ，目標達成，配慮が続いている。したがって

仮説４は支持されると考えられる。

表 4-7 欠勤規範の規定要因の階層的重回帰分析

出所：筆者作成

最後に表 4-8 より欠勤行動を見てみよう。欠勤行動は他の従属変数と異なり独立変数

の影響力は若干小さい。モデル１の属性要因では「勤続年数」は有意になっている。一

方モデル２ではリーダーシップ行動，モデル３では「心理的資本」，モデル４ではスト

レスをそれぞれ投入した。これらの変数は欠勤行動に有意な影響力を示している。そし

て，モデル５では仮説６に関係する「欠勤規範」を投入してその有意な影響力を確認し

ている。
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表 4-8 欠勤行動の規定要因の階層的重回帰分析

出所：筆者作成

欠勤規範までを投入したモデル５で各変数の相対的影響力を見るとストレス，欠勤規

範，「心理的資本」が有意な影響力を示しているが，リーダーシップ，勤続年数は有意

な影響力を示していない。

以上の点から仮説６は支持されると考えられる。

４．３ 媒介効果のソベル検定

今ここで「心理的資本」と転職意思との関係に及ぼすストレスの媒介効果を検討して

みよう。Baron & Kenny (1986)によれば，ある変数Ｙが独立変数Ｘと従属変数Ｚに間で

媒介変数となるためには１）独立変数（変数Ｘ）が変数Ｙと従属変数Ｚに有意に回帰，

２）変数Ｙが従属変数Ｚに有意に回帰，３）さらに，独立変数Ｘと変数Ｙを従属変数Ｚ

に同時に回帰した場合，独立変数Ｘの有意性が小さくなるか有意性が消えた場合，変数

Ｙは媒介変数となるという。

しかしながら最近では媒介効果の検定は Baron & Kenny の研究をベースにしたソベル

検定(Sobel，1982)注 6を実施してより定量的に検定するのが一般的である。そこで媒介

関係が認められた場合はソベル検定を実施した。独立変数と媒介変数の関係 a，ならび

に媒介変数と従属変数の関係 bが有意であったとしても， 媒介効果（a×b）は必ずし

も有意であるとは言えないためである。ここで，検定量Ｚ値が５％ 以下で有意であっ

た場合は媒介関係が認められると判断した。以上の手続きにより，ソベル検定の結果は
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表 4-9 に示した。ソベル検定については小川 (2012)を参考にした。

表 4-9 ソベル検定の結果

出所：筆者作成

その結果，本章の場合は「心理的資本」と転職意思の間のストレスの媒介効果は有意

で，ストレスによる媒介効果を反映している。したがって仮説５は支持されると考えら

れる。

次に「心理的資本」と欠勤規範との関係にストレスの媒介効果を検討してみよう。ソ

ベル検定を行ったところストレスの媒介効果は統計的には有意ではなかった。したがっ

て仮説５aは支持されなかった。ストレスは後述するように全ての変数を考慮したパス

図（図 4-2）においても欠勤規範への影響は小さく，ストレスの欠勤規範への媒介効果

の仮説は支持されなかったと考えられよう。

さらに，同様な手続きを仮説５bに対しても行った。Ｚ値は有意であった。すなわち，

「心理的資本」と欠勤行動との関係においてストレスは有意な媒介効果を示した。スト

レスの持つ有効性が示唆された。したがって仮説５bは支持された。

４．４ パス図式によるプロセス分析

図 4-1 の「心理的資本」の一連のプロセスの妥当性を検討するために共分散構造分析

を行った。その結果が図 4-2 に示したパス図である。CFI(comparative fit index)は独

立モデルと比較してモデルの適合度がどれほど改善されたかでモデルを評価する指標

である。０～１までの値をとり，１に近いほど適合がよいと思われる。RMSEA（root mean

square error of approximation)は モデルの分布と真の分布との乖離を１自由度あた

りの量として表現した指標である 。 一般に，0.05 以下であれば当てはまりがよいと

され，0.1 以上であれば，そのモデルは採択されるべきではないとされている図 4-2 の

モデルの適合度は CFI=.991， RMSEA=0.046 で適切な範囲にあると思われる。勤続年数

や学歴の属性変数をキャリア変数として追加投入した場合，あるいはリーダーシップ行

動から従属変数にパスを引いた場合には適合度が下がるのでこのモデルを最善とした。

図 4-2 から「心理的資本」はリーダーシップ行動から有意な影響を受けることを示し
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ている。また「心理的資本」は転職意思，ストレス，欠勤規範，欠勤行動に大きな影響

力を示している。ストレスは転職意思，欠勤行動には影響力を持っているが欠勤規範に

ついては有意ではなかった。ストレスはまた「心理的資本」と転職意思，「心理的資本」

と欠勤行動の関係において媒介効果を示唆している。これはソベル検定でも明らかにな

ったところである。

図 4-2 心理的資本のプロセスモデル

出所：筆者作成
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第５節 結果の考察

１． 「心理的資本」とその規定要因

本章は Luthans (2002)の提案した「心理的資本」の概念を用いてその測定，規定要

因，及び離脱行動へのその影響力などを検討した。「心理的資本」の測定尺度は信頼性

などを考慮して９項目とした。尺度の項目数としては若干少ないように思われる。信頼

性係数はα=.702，十分とは言えないが，３つの下位因子を含むことを考えるとまずま

ずであるが，レジリエンス尺度が含まれていないのは課題である。また本章で用いた尺

度と Luthans の尺度はかなりの相関（相関係数 r=0.763, p<.0001）はあるものの同一

の尺度ではない。今後の検討が必要なように思われる。

Luthans (2002)の指摘するように本章でも「心理的資本」は特性(trait)ではなく，

心理的状態(state)という立場をとる。したがって「心理的資本」は発達ないし開発可

能である。「心理的資本」は仮説通りリーダーシップ行動によって強く規定されたが，

その他，勤続年数などの属性要因によっても影響を受けた。

本章においてリーダーシップ行動の中でも目標達成行動が，配慮よりも「心理的資本」

をより大きく規定しているのは，重要と思われる。このことは，House (1971)の指摘す

るようにリーダー行動が目標達成へのパスを示すことによって，それが部下の目標達成

への期待をうみ，モチベーションにつながること，そしてそれがやがて従業員の課題達

成の成功を生み，従業員の自己効力感などの「心理的資本」の増加につながっていくも

のと考えられる。

一方，本章では属性要因については先行研究もないので，特に仮説を設定せずに探索

的な分析にとどめた。属性要因の中では勤続年数が際だって「心理的資本」の有力な規

定要因として見いだされた。対象者の勤続年数は最頻値が５年～８年の４１．７％であ

るが，８年以上の対象者も２１％いる。こうした勤続年数が長いことが職場での熟練と

成功体験を生み，それが「心理的資本」の蓄積に結びついていくものと理解される。

２． 独立変数の従属変数への影響

独立変数，とりわけリーダーシップ変数の従属変数への影響がみられた。とりわけ目

標達成行動の欠勤規範への影響が指摘できよう。佐々木 (1994a)は三隅 (1984)の上司

のリーダーシップ行動であるＰ行動，Ｍ行動が欠勤規範に影響すると報告しているが，

本章でも同様な結果が得られた。これは欠勤規範への上司のリーダーシップの役割の重

要性を示唆している。しかしながらこれらの結果は本章の基本的な目的ではないのでこ

れ以上は言及しない。

３． 「心理的資本」の従属変数への影響

「心理的資本」と従属変数との関連を検討すると「心理的資本」はストレス，転職意
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思，欠勤規範，欠勤行動のすべてにおいて有効な規定要因になることを示した。その影

響力はすべてにおいて傑出していたわけではないが，図 4-2 をみると「心理的資本」が

離脱行動を考える上において有効な指標であることを示唆している。特に欠勤行動は従

業員本人に原因がある場合のほか，従業員自身では統制できない原因による場合も多く，

説明，予測の難しい現象である。そこで本章では研究の計画の段階で佐々木 (1994a)

などを参考にして欠勤行動と説明変数の間に「欠勤規範」という変数を介在させること

によって両者のスムーズな連結をはかろうとした。階層的重回帰分析の結果は「欠勤規

範」という指標の設定の有効なことを示唆している。

しかしながら「心理的資本」が欠勤行動などの行動レベルで有力な規定因であること

が実証されたことは実践的な面でより大きな意味を持つものとして期待される。

４． ストレスの従属変数への影響および媒介効果

４．１ ストレスの従属変数への影響

多くの文献が指摘するように本章でもストレスが転職意思や欠勤規範，さらには欠勤

行動に影響をもたらしていることを示した。特に階層的重回帰分析を見ると，転職意思，

欠勤行動では最も大きな規定要因であった。ストレスが離脱行動の有力な規定要因であ

ることは，このストレスが組織行動を理解する上でも，より有効な経営管理を遂行する

上でも重要であることを改めて示唆している。

４．２ ストレスの媒介効果

「心理的資本」と離脱行動との関係において果たすストレスの媒介効果についても検

討した。

媒介効果の検討はソベル検定によった。その結果，「心理的資本」と欠勤規範の関係

についてはストレスの媒介効果はみられなかったが，「心理的資本」と転職意思および

欠勤行動の関係についてはストレスの媒介効果がみられた。それは図 4-2 でも明らかで

ある。転職意思と欠勤行動は離脱行動のもっとも重要な指標の１つである。こうした指

標に「心理的資本」が影響し，ストレスがその媒介効果を果たすことは，「心理的資本」

の重要性も示唆する一方，ストレスの離脱行動がもたらす広範な影響の一端を示唆する

ものと理解されよう。

５． 「心理的資本」と離脱行動についての総合的考察

本章では離脱行動の指標として転職意思，欠勤規範，欠勤行動を取り上げたが，以下

「心理的資本」と離脱行動との関係について総合的考察を試みたい。

本章では両者の関係には２つのパスが存在すると考え，その検証を試みた。

その第一は図 4-1 に示すような「心理的資本」から離脱行動への直接的なパスである。

図 4-2 の結果は仮説を支持した。ここでこのプロセスを考察してみたい。

そもそも「心理的資本」と離脱行動との関係を考えた場合，伝統的な離脱行動プロセ
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スモデル（例えば，Johns，2001）との関係が問題になる。伝統的モデルでは，職務満

足感，組織コミットメントが独立変数，ないしは媒介変数として重要な役割を果たして

いる。本章が焦点を当てている「心理的資本」と離脱行動の関係はこれら組織行動とど

のような関係にあるのであろうか。本章では明確な媒介変数は設定しなかったが，「心

理的資本」は職務満足感，組織コミットメントを媒介として離脱行動に影響を与えると

考えられる。すなわち自己効力感などの「心理的資本」は Lock & Latham (1990)の指

摘する高目標，高モチベーション，高業績を生み出し，それが職務満足感，組織コミッ

トメントの向上につながり，離脱行動に影響すると考えられるというものである。

そして，もう１つのパスは，「心理的資本」がストレスの発生を抑制することを通し

て離脱行動に影響するというものである。本章はこのパスの存在を示唆した。

仮説の設定のところで述べたようにストレスが離脱行動に大きな影響を与えること

は多くの文献が指摘するところである。本章の結果もこれを支持した。従って離脱行動

を抑えるためにはストレスの発生をいかに食い止めるかが鍵になる。本章の結果は

Lazarus & Folkman (1991) の指摘通り，「心理的資本」がストレスの発生を抑えるこ

とを示唆した。それが仮説のようにストレスを介して離脱行動の減少につながることを

示した。但し，この領域は比較的新しい領域であり，まだ十分に研究されているとはい

えない(Arvey et al., 2007)が，今後の発展が期待される。
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第６節 研究の問題点，今後の課題および実践的示唆

１． 研究の問題点

本章は中国企業を対象として離脱行動に及ぼす「心理的資本」の影響を検討した。本

章では中国の民営企業として最も代表的なアパレルメーカーを選んだ。しかしながら，

１社だけを分析した本章の研究の結果を一般化するには大いに問題があり，研究上の限

界がある。今後この種の研究を積み重ねることに一般性を確立する必要がある。

問題点の第二は「心理的資本」の測定尺度の問題である。本章では筆者らが独自に開

発した「心理的資本」の尺度は因子分析の結果 Luthans の概念と同様，４因子が抽出さ

れた。しかしながら下位尺度の信頼性の分析では，下位尺度のうちレジリエンスは信頼

係数（α係数）が低いために尺度として使用しなかった。従って本章の「心理的資本」

は「自己効力感」，「希望」，「楽観性」の下位尺度からなるものである。これは本章

の研究の限界を示すものである。

２． 今後の課題

しかしながら今後の研究をしていく上で大きな課題も指摘されよう。

まず，「心理的資本」の測定尺度の信頼性，妥当性の問題である。筆者はまた我々の

尺度と Luthans 尺度を同一の対象者（２５０名）に実施してその関連性を検討した。「心

理的資本」の双方間には r＝.764 の相関がみられた。全く同じとは言えないが，かなり

類似した心理現象を測定しているものと考えられる。また，筆者尺度の「心理的資本」

は Luthans の全ての下位尺度との相関もかなり高い。筆者尺度の「自信」は Luthans 尺

度の「心理的資本」，「自信」と高い相関が，「希望」も同様に「心理的資本」，「希

望」と高い相関が見られる。１つの考慮すべき点は筆者尺度の「レジリエンス」がLuthans

の全ての尺度と有意ではあるものの低い関係にあることである。レジリエンスは

Luthans のそれとは若干異なる心理現象を測定しているものと考えられる。今後は尺度

の信頼性，妥当性を高めるための洗練化が必要である。とりわけレジリエンスの尺度の

改善が求められる。それと同時に Luthans らの開発された尺度の日本での標準化が求め

られることにもなろう。そして，筆者の開発した尺度と Luthans の尺度の比較検討が求

められよう。また，日本でこの領域の研究の活性化が望まれる。さらに，今後従来の離

脱行動モデルと関連づけた研究も必要になろう。

３． 本章の研究の実践的示唆

定量分析によって本章の研究の結果は「心理的資本」が組織行動を理解する上で中核

概念となりうることを示唆している。ポジティブ心理学ではこれまで楽観性，自己効力

感等の個々の概念の有効性は指摘されてきた。しかしながらこれらの概念から｢自己効

力感｣，「希望」，「楽観性」，「レジリエンス」をまとめて「心理的資本」とし，概
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念定義，測定法などを提案したのは Luthans (2002)である。この「心理的資本」は開

発可能性ということを考慮すると，上司のリーダーシップ，あるいは従業員の仕事経験

などは従業員の「心理的資本」の増加に影響し，そして従業員の幸福感や，離脱行動の

予防，さらには業績への貢献が示唆される。企業の人事管理，組織行動を改善する上で

有効な概念と考えられる。

本章の研究の結果は「心理的資本」が転職意思，欠勤規範，欠勤行動に影響する重要

な独立変数であることを示した。このことは組織行動を理解する上で重要な示唆を持つ

ものと思われる。「心理的資本」は個人業績との関連では研究されているが，離脱行動

については少なく，とりわけ，欠勤規範，欠勤行動についての検討は極めて少ないのが

現状である。そうした点を考慮すると「心理的資本」への注目が今後もっと必要である

と思われる。「心理的資本」の長所はこの指標がそれを構成する個々の要素（例えば，

自己効力感）よりも組織行動の予測で優れているということである。それは表 4-3 の相

関係数のところでも示した。そして，「心理的資本」が育成可能であり，そうして育成

された「心理的資本」が離脱行動の予防を示唆していることは，実践面での大きな効用

を示唆するものと思われる。

また，本章では離脱行動を分析する時，心理的離脱と物理的離脱の指標を含めて検討

した。本章の研究の結果は心理的離脱の指標としてストレス感および欠勤規範意識が欠

勤行動に対して「心理的資本」と媒介効果がみられた。ストレス感は「心理的資本」と

転職意思との間に媒介効果を示した。すなわち，物理的離脱行動を予防するために心理

的離脱を低減させることが有効な手段であると認識された。

経営組織のリテンションの視点から人材定着のマネジメントの中核が従業員の心理

的離脱のマネジメントであるといえる。例えば，高い離職率を予防するために従業員の

「心理的資本」を高め，心理的離脱として従業員の転職意思を低減させることによって

実現することができると考えられる。

しかし，本章の研究の結果は方法論として定量分析を用い「心理的資本」が離脱行動

（転職意思，欠勤規範，欠勤行動など）に影響する重要な独立変数であることを示した

が，組織行動の予測で優れている「心理的資本」を人材定着のマネジメントに如何に実

践的応用することができるかについて検討する必要がある。言い換えれば，従業員の離

脱行動を予防するために人的資源管理ではどんな人事施策が「心理的資本」育成に有効

であるかについて検討する必要がある。そして，人的資源管理の角度から従業員の「心

理的資本」を高める人事施策を検討するする必要がある。

これまで「心理的資本」という概念を人事施策に取り込んだ企業はきわめて少ない。

次の章ではパイロットスタディとして中国の１飲食企業（ハイディラオ社）の先進的か

つ実践的取り組みを紹介し，その企業分析によって「心理的資本」という概念の実務的

応用へのヒントを検討し，人的資源管理の角度から「心理的資本」の開発に対する示唆

を提示したい。
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注５ オーセンティック・リーダーシップ

オーセンティックという言葉は「本物の」，「真正の」，「信頼できる」，「頼りに

なる」，「信念に基づく」という意味である（ビル・ジョージ, 2003）。

オーセンティック・リーダーは一般に次のように定義されている。「オーセンティッ

ク・リーダーは自分自身がどのように考え，どのように行動するかについて理解してい

る。そして，自分自身あるいは他者の価値・モラル観，知識，長所を自身が認識してい

るように他者によって認知されているかどうかを深く理解している。また自分の仕事を

している状況を認識し，そして自信があり，希望を持ち，楽観的で，強靱性があり，高

い道徳的特性をもつリーダー」としている(Cooper et al., 2005)。これがオーセンテ

ィック・リーダーのオムニバスな定義である.

ビル・ジョージは自分の永年に亘る経営者としての経験を通してオーセンティック・

リーダーを次の５つの資質を持ったものとしている。

１）自らの目的をしっかり理解している（目的），

２）しっかりとした価値観に基づいて行動する（価値観），

３）真心をこめてリードする（真心），

４）しっかりとした人間関係を築く（人間関係），

５）しっかり自己を律する（自己統制）。

次にオーセンティック・リーダーとオーセンティック・リーダーシップの区別をした

い。前者はリーダーの特性ないしは特徴を表しているのに対して，後者はリーダーシッ

プ行動を示している。リーダーシップは言うまでもなく二人以上の人間関係の中で発揮

されるものである。オーセンティック・リーダーシップも単にリーダーからメンバー

(associates)に対してなされるだけではなく，メンバーからリーダーに対してなされる

ことを理解したい。Eagly(2005)はリーダー・メンバーの関係を特徴づける概念として

「関係的オーセンティシティ」(relational authenticity)という概念を提案している。

それでは次にオーセンティック・リーダーシップと他のリーダーシップ概念，とりわ

けカリスマ的リーダーシップおよび変革的リーダーシップとの違いは，どのようなもの

なのか。

Avolio , Luthans et al. (2004)はオーセンティック・リーダーシップをリーダーシ

ップへのポジティブ・アプローチの前提になる根元的概念(root construct)として概念

化している。それは変革的リーダーシップ，カリスマ的リーダーシップ，そしてサーバ

ントリーダーシップとは区別され，それらの概念の「根元的概念」というように説明し

ている(Cooper et al., 2005; Avolio, Luthans et al., 2004)。

オーセンティック・リーダーシップは最も新しいリーダーシップ概念の一つであり，

その発展が期待されているが，測定法などが確定されていない等の問題点がある。

出所： 松原敏浩・Masumu.M.A.A (2007) リーダーシップ文献展望(11)： オーセンティック・リー
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ダーシップとナルシシスティック・リーダーシップ（カリスマ型リーダーシップの両極端） 愛知学院大

学経営管理研究所紀要，14，51-71

注６

ソベル検定(Sobel，1982)，この検定で用いる検定量の Z 値は，以下で挙げる式によ

って算出される。

Z=
ab

ba



係数 a×bの標準誤差 2222
abab ba  

a独立変数から媒介変数へのパス係数

b媒介変数から従属変数へのパス係数

a 独立変数から媒介変数へのパス係数 の標準誤差

b 媒介変数から従属変数へのパス係数 の標準誤差

出所： Sobel,1982, pp.290-312.
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第５章 実証的研究（２）:

ハイディラオ社を事例として

「心理的資本」の開発に関する研究

- 組織視点より見た「心理的資本」の開発的取り組み-

第１節 研究の背景

１． 背景

本章は中国の飲食業の従業員を対象にして従業員の転職行動の規定要因を分析する

ことである。

筆者は先に中国のアパメルメーカーを対象として従業員の離脱行動を分析した。そこ

では「心理的資本」が転職意思を含めた離脱行動を説明する有力な規定要因であること

を示した。本章では先行研究の結果及びその反省に立って対象をサービス業に移して引

き続き Luthans の「心理的資本」の理論に基づき従業員の転職意識の規定要因を検討す

るものである。本章が実証的研究（１）と異なる点は離脱行動を転職意識に絞り，「心

理的資本」と転職意識との間の関係のみに研究の焦点を絞った点である。

近年，中国の飲食業は開発と市場競争を通じて，巨大な変化が出てきており，投資主

体の多元化，業態の多様化など新しい段階に入っている。食料品調達，生産工程はます

ます標準化され，管理ツールが改善，サービスも大幅に改善されてきている。

中国の飲食業はこのようにかなりの発展が見えてきたが，しかしながらまだ日本など

の先進国のそれと比べるといくつかの問題が存在している。その中で，特に人的資源管

理についての指摘が目立つようになった。具体的には以下の点である。１）従業員の能

力開発システムの未熟さ，２）モチベーションと評価システムの関連性の欠如，３）従

業員の資質が比較的低く，人員の流動性が高いなどである。これらの問題によって品質，

サービスが不安定になり，管理コストが高すぎるなど問題が挙げられている。

急速な経済発展と高い離職率によって生じた問題は，中国の飲食業にとって大きな挑

戦となっている。『2014 年飲食業界報酬管理白書』の調査データによると中国飲食業

の従業員の自発的離職率は他の業種に比べて最も高く，３５％を超えている。その中で

も，特に若手社員の離職率は高く，４０％以上である。

このような従業員の離職率の高さは以下のような不利益を企業にもたらすと考えら

れる。１）育成訓練コストと募集コストの増加，２）サービス品質の低下と顧客からの

苦情の増加，３）従業員のジョブハンティング，特に管理職のジョブハンティングによ

る他社への商業秘密の漏洩，４）従業員の士気低下と会社のイメージ低下，５）会社の
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業績に悪影響などである。

従業員の離職率は常に，中国の飲食業に対して最も厄介な問題であるが，しかしなが

ら企業の大半は，この問題を解決することができていない。

以上のような飲食関連の企業における問題に対して，中国の１つの飲食企業（ハイデ

ィラオ社）の実践経験は，我々にいくつか啓発のヒントを与えることになるかもしれな

い。

ハイディラオ社の従業員の離職率は他社と比べるとはるかに低く，Harvard Business

Review(黄 2009，2011)によると，ハイディラオ社の離職率は１０％未満である。この

数字は何を意味するか。飲食業界外の人にとって，この数字は若干低いものの驚くべき

数字ではないと思われる。しかし業界内の人々にとっては実現不可能な数字である。

それでは飲食業が様々な従業員の離脱要因に直面している中，ハイディラオ社はどの

ように１０％未満の離職率をやり遂げたかについて分析の必要がある。本章はこうした

問題意識からハイディラオ社を対象にして転職意識の規定要因を明らかにしようとす

るものである。

２． 先行研究について

２．１ ポジティブ組織行動（「心理的資本」の理論的背景）

前章で述べたようにポジティブ心理学(positive psychology)の考え方は，すでに述

べたようにアメリカ心理学会会長であった Seligman (1998)によって提唱されたもので

ある。このポジティブ心理学の考え方を組織場面に適用してポジティブ組織行動という

概念を提唱し，組織行動の新しいアプローチとして位置づけたのは Academy of

Management 元会長 Luthans (2002)である。具体的内容は第２章，第３章で提示した。

ここで省略する。

２．２ 「心理的資本」の概念的特性

「心理的資本」の考え方は Luthans (2002)のポジティブ組織行動を嚆矢とすること

は前述した。「心理的資本」の概念定義としては Avey et al. (2009)の「発達につい

ての個人のポジティブな心理的状態」があることも前述した。しかしながら本論文は

Lutahns & Youssef (2007)を参考にしながら「心理的資本」をより詳細に次のように定

義したい。

「「心理的資本」とは自己効力感，楽観性，希望，そしてレジリエンスの４つの能力

によって特徴づけられる発達についての個人のポジティブな心理的状態である」（p334）。

「心理的資本」とそれを構成する４つの要素との関係について(Avey et al., 2009）

は４つの要素(component)によって構成される統合概念としての「心理的資本」は４つ

の要素のどれよりもパフォーマンスおよび従業員の満足度を予測することが可能であ

ることが明らかにされていると述べ，「心理的資本」を４つの要素の高次の概念として
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位置付けている。本章もこの考え方に従いたい。

２．３ 転職に関する先行研究

従業員が転職行動を考え始めるとき，通常２つのプロセスが考えられる。１つは感情

的プロセス，もう１つは合理的プロセスである。Brown (2013)は前者を経験，習慣に伴

う無意識的プロセス，後者を合理的思考，推理を含む意識的プロセスとしている。後者

の例としては Adams (1965)の衡平理論のいうようなプロセスが考えられる。

職場不適応を規定する要因は，何であろうか。Johns (2001)は以上のような問題につ

いて包括的な検討をしている。彼は，転職，欠勤などを「離脱行動(withdrawal

behavior)」として捉え，これらを規定する要因を職務満足感，職場の状況（例えば，

欠勤規範など）・組織文化，従業員の特性の３つの視点から検討している。Johns 以降

の研究は，離脱行動を満足感のほかにバーンアウト，ワーク・ライフ・バランスなど広

範囲な視点から研究する傾向にある。

離脱行動の中でも従業員の転職，転職意思に影響する要因の先行研究も数多く行われ

ている(Griffeth et al., 2000；Huang et al., 2006)。それによれば，個人属性要因

として，性別，年齢，勤続期間，学歴などが挙げられているが，大きな影響要因として

は勤続期間の長さが転職と負の相関があることが指摘されている。その他，給料満足

(Huang et al., 2006)，組織に関する要因として職務満足感，組織コミットメントが転

職と負の関係にあることが指摘されている(Griffeth et al., 2000)。

Avey et al. (2009)は「心理的資本」がストレスや転職意思を予測する上において非

常に有効な概念であると報告している。彼らによれば仕事に対するポジティブな態度で

ある「心理的資本」は，ストレス発生行動を抑制し，転職意思や新しい仕事探索行動を

抑制すると述べている。また，彼らは「心理的資本」の影響はストレスを媒介として転

職意思，仕事探索行動に影響を及ぼしているとも述べている。

Luthans & Jensen (2005)は看護師を対象にした研究の中で病院職員の「心理的資本」

が病院のミッションへのコミットメントとポジティブな関係にあること，そしてそれら

が定着意図につながっていることを指摘している。

中国では陳・胡 (2012)が，「心理的資本」と転職との間にはネガティブな関係があ

ると報告している。しかしながら，関連している研究は中国においては非常に少ないの

が現状である。

これら一連の研究は，「心理的資本」が職場適応を促進する有効な資源であることを

示唆するものである。

日本では職場適応ないしは転職に関して，これまで多くの研究がなされ，山本（2009）

などによってレビューされている。これまでの研究では職務業績，職務満足，コミット

メントが転職の抑制要因として働くこと，バーンアウト，ワーク・ライフ・バランスな

どが転職の規定要因として働くことが報告されている。しかしながらまた，日本では「心
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理的資本」という概念を用いた転職行動の研究は行われていない。この領域の研究の蓄

積が急務と思われる。
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第２節 研究の目的および仮説

１． 研究の目的

本章は従業員の転職意思を究明するために，Luthans (2002)が提唱し，近年注目を浴

びているポジティブ組織行動に注目する。とりわけ，従業員の個人差変数としてLuthans

の提案した「心理的資本」という概念が，この「心理的資本」が従業員の転職意思にど

のような影響を及ぼしているのかについて，ハイディラオ社の事例を通して明らかにし

たい。すなわち，ハイディラオ社の従業員を対象にして，彼らの転職意思を規定する要

因としての「心理的資本」に焦点を当てながら，従業員の転職意思は彼らの「心理的資

本」から影響を受けるかどうかについて検討することである。

本章は筆者の先行研究（第４章既述）の結果及びその反省に立って，さらに，いくつ

かの点を検討の対象として追加した。

その第一は，先行研究では「心理的資本」という概念をまとめて使用し，下位概念は

検討の対象にしなかった。本章ではさらに，下位概念についても仮説を設定し，その検

証を目的とした。

第二の点は，本章で使用する「心理的資本」の測定尺度の問題である。筆者は先行研

究では独自に開発した「心理的資本」の測定尺度の開発において因子分析の結果，4因

子が確認されながら第四因子である「レジリエンス」については信頼性が不十分のため

に使用しなかった。しかしながら「レジリエンス」も「心理的資本」を構成する重要な

概念である。

そこで，筆者はレジリエンスの下位尺度を改善して「心理的資本」の改訂版を作るか

どうか，あるいは Luthans et al. (2007)の開発している「心理的資本」測定尺度を採

用するかという問題の決断に迫られた。ここでは最終的に本章（実証研究２）で Luthans

の尺度を使用するようになった。その経緯について説明したい。

筆者が実証研究（１）で調査を実施する段階では Luthans の尺度は十分に周知された

ものではなかった。そのために筆者らは Luthans（2002）の「心理的資本」および以下

に掲げる４つの下位概念についての定義を参考にして，「心理的資本」の尺度を開発し

た。しかしながら，その後 Luthans の尺度は標準化され，その尺度に基づいて多くの研

究が行われるようになった。中国で研究される調査でも Luthans 尺度の中国版が使用さ

れている。そのため，筆者は実証研究（２）の調査の実施に当たって実証研究（１）の

尺度を改善して使用するか，「心理的資本」の測定については Luthans et al.（2007）

の尺度を採用すべきかその選択に苦慮した。そして，その議論の結果として本章では

Luthans の尺度を使用することを決断した。その理由は次の２つである。

その第一として，筆者らは実証研究（１）の段階で筆者の尺度の妥当性の検討の一環

として筆者の開発した尺度と Luthans の尺度の関係を説明するために，実証研究（１）

で述べたように，同一の対象者に筆者らの作成した尺度の中国語版と Luthans の尺度中
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国版を実施して，両者の関係を分析した。筆者らの尺度の妥当性のチェックを試みたわ

けである。実施時期は 2013 年 11 月，対象は中国人留学生，中国現地（山東省，上海市

など）の大学生，現地の中国企業で働く中国人従業員など２４９名である。その結果，

筆者の開発した実証研究（１）の尺度と Luthans の尺度の間には「心理的資本」でピア

ソンの相関係数ｒ＝.764（p<0.0001）の相関が得られた。両尺度は Luthans の「心理的

資本」の４次元モデルに依拠しており，しかもこれだけの相関がえられたことは，全く

同じとはいえないが，かなり類似した心理現象を測定しているものと考えられると，筆

者は考えた。すなわち，完全ではないが実証研究で Luthans の尺度を用いても実証研究

（１）と整合すると考えた。しかしながら我々の尺度は下位尺度のレジリエンスの測定

が不十分なためにそのままでは使えない。すなわち下位概念と転職意思との関係を検討

するためには我々の尺度では不十分であり，尺度の改善が求められるのである。

第二の理由としては，将来筆者が中国企業で「心理的資本」の研究を継続していくた

めには Luthans の尺度を使用することも，他の研究との比較，人事管理上への適用など

においてより研究の理解が得られ，研究の発展が期待できる。

こうした問題を総合的に考慮した結果，本章（実証研究２）では「心理的資本」は

Lutahans et al. (2007)の尺度を採用した。

２． 仮説

本章はハイディラオ社の事例を分析の対象にする。したがってまずハイディラオ社に

ついて紹介したい。

ハイディラオ社は 1994 年に創立された。正式名称は四川省簡陽市海底撈飲食株式会

社で，創始者は張勇である。ハイディラオ社は「四川風しゃぶしゃぶなべ」を看板とす

る大型民営企業である。

1994 年当時のハイディラオ社は４つのテーブルと８０００元（約１５万円）の資産

からスタートした。現在，中国では９０以上の店舗，従業員１００００人を持つ大企業

になっている。

開業の当初，ハイディラオ社は人気がなく，客足も少なかった。しかしながら創業者

張勇は「積極的かつ情熱があるサービスの提供」を経営理念として従業員の「積極性と

激情が顧客に感染し，顧客が「家族のような暖かさ」を感じる」サービス提供を従業員

と一丸となって努力した。ハイディラオ社は次第に顧客から信頼を獲得していった。そ

して，現在は飲食業界では規模においても，顧客満足度においても傑出した存在になっ

ている。

従来の研究とハイディラオ社の実態をもとに以下のような仮説を設定した。

２．１ 「心理的資本」および各下位構成要因と転職意思との関係について

ハイディラオ社は特有の人的資源管理システムを実行している。ここでは，「心理的
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資本」という概念を導入したハイディラオ社の人的資源管理システムとその実際の効果

を見てみよう。

（１） 従業員に希望を与える

ハイディラオ社では従業員に広く認められた経営理念や雰囲気，評価方法，そして明

確なキャリアパスがある。これらは従業員に「希望」を与え，それが従業員の潜在能力

を喚起し，そして積極的な組織行動に転化させることができる。

ハイディラオ社の「内部昇進制度」について述べたい。これはハイディラオ社の平

等な価値観の中の重要な構成部分である。創業者・経営者である張勇によれば，管理者

への道はウェイターから始まる。そのため張勇は本当に顧客のニーズと普通の従業員の

考えをよく理解し，レストランの全体的な管理プロセスを把握することで初めて，一人

前の管理者になると考えている。ハイディラオ社では新入社員は以下のように３つの昇

進経路を選択することができる：

１）管理職ライン：新入社員→合格社員→１級社員→優秀社員→班長→ホールマネー

ジャー→店長→区域のマネージャー→大区域のマネージャー

２）技術職ライン：新入社員→合格社員→１級社員→先進社員→モデル社員→有能社員

→労働模範→勲功社員

３）事務職ライン：新入社員→合格社員→１級社員→先進社員→オフィススタッフ（会

計，調達，技術部，開発部）

３つの昇進経路からを見ると，管理者は末端から始めることが明らかである。このよ

うな人材育成の構造はハイディラオ社の一人一人の従業員のためにすべて１つの成長

のプラットフォームを提供している。すべての従業員には，公平と希望と感じることが

できて，それによって彼らは積極的に学び，努力して働いて，自分の手で自分の運命を

変えるように毎日希望を持ち，笑顔で楽観的に仕事を迎える。

ハイディラオ社では技術総監と財務総監の２つのポストは外部から採用するが，他の

管理職は，内部の選抜である。ただ良好な素質と優れた仕事力があれば，昇進できるチ

ャンスがある。公平の昇進のルートは従業員個人の目標の実現に経路を提供した。同僚

の成功例で従業員は「希望」が見えて目標達成の決意を固めた。「希望」と「出世」を

実現するため，従業員は力を尽くして顧客に期待を超える「サービスの体験」を提供す

るのである。

さらに，ハイディラオ社では，仕事の業績指標として経営収入ではなく顧客満足度を

取り入れている。すべての従業員の業績は顧客の満足を獲得することによって評価され

る。これらのやり方は従業員の心理的潜在能力を喚起し，会社の目標と個人の「希望」

の実現を具体的，直接的，現実的なものにした。

以上のような人事施策は転職意思の減少をもたらすことになる。しかしながら受け取

る従業員の側で「希望」の個人差を生じると思われる。したがって希望を感じる従業員
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ほど転職意思が少ないと考えられ，仮説 1が設定された。

仮説 1：希望が高い従業員ほど転職意思は低いであろう。

（２） 従業員に自己効力感を与える

ハイディラオ社は「エンパワーメント制」というシステムをとっている。この制度の

下では，副社長は２００万元以下の財務上，自主裁量の権限があり，その範囲内で仕事

上の創意工夫ができる。同様に地域担当マネージャーの権限は１００万元，店長は３０

万元以下の自由裁量の権限を持つ。一方，第一線のすべての従業員は無料サービスの権

限があって，従業員は必要があると思いさえすれば，自主的に客に無料で料理を提供し，

そして接客中にあったすべての問題を処理する権限がある。

権限と十分な資源を提供，さらには無条件での従業員をサポートにより，経営者と従

業員との信頼関係が醸成され，従業員は勇気を持って思い切って単独でいかなる困難に

直面することができ，自分自身に挑戦するようになる。それによって従業員の「自己効

力感」が育成される，と思われる。

従業員が「尊重されている」という認識を持つためには，経営者が従業員を十分に信

頼し，それをシステム上の施策として反映させることが望ましい。十分な信頼を従業員

に感じさせるためには十分な権限を与えることである。

信頼され，権限の行使ができる従業員は十分にその創造力を発揮することができるで

あろう。大多数の従業員は信頼されていると感じると，仕事に更に努力し，お客へのサ

ービスがさらに，向上すると予想される。したがって顧客の満足度はさらに，高くなる。

その結果，従業員の自己効力感はさらに，高くなる。

ハイディラオ社の十分に権限を授ける管理施策は，消費者に一番近い従業員が十分な

仕事の自主的権限を獲得することによって，従業員は「主人公」という効力感を持って

仕事を行い，そして予想以上の積極性と行動力を発揮することができる。

しかしながら，ハイディラオ社に勤務する従業員のすべてがこうした自己効力感が高

いというわけではない。エンパワーメント制度の中で顧客満足度を向上させ，自己効力

感を向上させた従業員は会社への一体感を強め，「転職意思」は少ないと予想される。

したがって次の仮説が設定される。

仮説２：自己効力感の高い従業員は転職意思が低いであろう。

（３） 従業員に楽観性を与える

人的資源の日常管理の中で，互いに支持，模範を示す，間違いに寛容，公平な競争，

知識の共有する組織の雰囲気は重要であり，それは従業員に心理的支持を提供する。従

業員はいかなる突発的事件，仕事の圧力に直面する時でも，楽観的な態度をもち，前向
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きな行動することができる。

ハイディラオ社では従業員の間違いに寛容，仕事に対してお互いに支持するという雰

囲気がある。このような雰囲気は従業員のために強大な“心理的支持のネット”ができ，

各種の複雑な仕事環境に適応することができる。

このような雰囲気の組織の中で働く従業員は，仕事に対して前向きで楽観的な態度を

持つことができて，仕事に知恵を出し，各種の困難な課題に積極的な態度を取って，そ

して顧客に価値あるサービスを提供することができる。

支持的な雰囲気で働く従業員は過去の失敗および成功の結果についても好意的な因

果帰属をし，それがストレスおよび転職意思に発展するとは考えにくい。

また，これもすべての従業員が同等ということはない。すなわちその受け取り方に個

人差が存在する。したがって，以下のような仮説が設定される。

仮説３：楽観性の高い従業員ほど転職意思は少ないであろう。

（４） 従業員にレジリエンスを与える

レジリエンスとは前述したように「逆境や問題状況に陥ったとき，挫けずに，粘り強

く困難を克服する能力」を指している。

ハイディラオ社では育成訓練，試行錯誤，模範，激励などを通じて従業員の仕事のレ

ジリエンスを高める。ハイディラオ社は従業員にとって仕事のプレッシャー，仕事の強

さ，働く時間がきわめて超負荷ではあるが，ほとんどの従業員はそうした環境に適応し

て，従業員のレジリエンスは普通ではない。ハイディラオ社では従業員が仕事圧力や待

遇で退職する情況は非常に低く，平均１０％程度，離職率が高い飲食業界では極めて珍

しいケースである。

しかしながら，こうした環境に耐えきれず転職していくもの，転職意思を持つものも

いることは否定できない。したがって，以下のような仮説が設定される。

仮説４：レジリエンスの高いものは転職意思が低いであろう。

（５） 従業員の「心理的資本」を増加させる

ハイディラオ社は新規採用した社員に対して新入社員教育を行う。その教育内容な以

下のようなものである。

１）会社の規則制度，各部門責任，操作の流れや企業文化の学習，さらに，顧客との

有効なコミュニケーション技法習得のために徹底した訓練を行う。

２）マイルサービスの強化練習，ポジティブな感情に関する内容をビデオ教育方式で

従業員に伝える。

３）ゲームの方式で新入社員の仕事に対する自己効力感，希望，楽観などを増やす。
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訓練期間は１５日である。このような「育成訓練」は従業員の能力，スキルを増大させ

るだけではなく，従業員に自信，希望などを与えて従業員の「心理的資本」を増加させ，

ハイディラオ社に入ったことを幸せと感じさせるのである。先輩たちの仕事に対する

「真摯な姿」を見て自分もこれから頑張らなくてはと感じさせるのである。

前述のように「心理的資本」は希望，自己効力感，楽観性，レジリエンスから統合さ

れた概念である。したがって「心理的資本」の育成は育成訓練だけではない。それはハ

イディラオ社の人事制度，管理諸施策など日常業務の中で育成されると考えられる。し

たがって，こうした機会を通して醸成された「心理的資本」の高い従業員ほど転職意識

が低いと考えられ，次のような仮説が設定された。

仮説５：「心理的資本」は転職意思とマイナスの相関を示すであろう。

２．２ 「心理的資本」と他の要素との関係について

前述したように「心理的資本」は自己効力感，希望，楽観性，レジリエンスから構成

された高次の概念である。Luthans, Avolio, Avey & Norman (2007)，から Luthans et

al. （2015）まで，一貫している。そして，「心理的資本」は下位４要素よりも業績の

より優れた予測子，ということも実証されてきている。本章は，こうした考え方が転職

意思においても成立することを検証しようとするものである。したがって，次のような

仮説が設定された。

仮説６：「心理的資本」と転職意思との相関は他の４要素のそれよりも大きいであろ

う。
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第３節 研究の方法

１． 対象者および実施時期

調査の有効分析対象者は，ハイディラオ社の江蘇省無錫市にある店舗の従業員 114 名

である。対象者の年齢レンジは２０歳～４０歳，平均２５．３２歳，男女比は男性４２

名，女性７２名である。調査の実施時期は 2015 年 4 月である。調査は人事担当を通し

て配布され，回収された。ハイディラオ社は「心理的資本」という概念を人的資源管理

に導入した，数少ない事例である。本来，全社レベルでサンプルを採取し，実証的分析

したほうがデータの信頼性，バイアス面で望ましいが，今回の調査の限界が有るため，

実証的分析について無錫市支店の全部の従業員を分析の対象にしている。筆者がサンプ

ルの偏りを最小限に抑えるために以下の四点を工夫した。すなわち，１）調査は匿名と

した。２）調査は筆者の研究目的のために使用し，それ以外には使用しないと伝えた。

３）調査の回答内容は人事考課に関係しないという点について調査対象者に明確に説明

した。４）調査が終わった時点でその場で回収した。

しかしながら，結果の回答内容に偏りのおそれは残る。これは調査方法の限界ともい

える。本章の定量分析は離脱行動を転職意識に絞り，「心理的資本」と転職意識との間

の関係のみに研究の焦点を絞った。第章，実証研究（１）の研究結果の再確認でもある。

事例研究として定性分析を加えて研究を行う。

２． 測定尺度

２．１ 「心理的資本」

「心理的資本」の測定は Luthans et al. (2007)の尺度を採用した。Luhans 尺度は全

部で 2２４項目から構成されている。評定はリッカート形式の６段階評定尺度（１＝全

くそう思わない，２＝そう思わない，３＝ ややそう思わない，４＝ややそう思う，５

＝そう思う，６＝非常にそう思う）である。

周知のように本来リッカート尺度は５段階評定尺度と７段階評定尺度が一般的であ

る。しかしながらこれらの評定尺度はその中に「どちらとも言えない」を含んでいる。

そのため実際の調査ではこの段階に反応が集中して評定のあいまいさをもたらしてい

る。こうした中心化傾向を防ぐために４段階尺度，６段階尺度が用いられるようになっ

た。そこで本章では Luthans 尺度に準拠して６段階尺度を採用した。

「心理的資本」の４つの下位尺度の内容，項目例は以下のようである。１）自己効力

感ついて，「従業員の仕事に対する自信」を測定するもので測定項目は６項目から成り

立っている。具体的には「私は自分が長期的な問題を分析することができるのを信じて，

そして解決案をみつけることができる。」などである。２）希望について，将来への希

望を測定するもので項目数は４項目である。具体的な項目は「もしも私は自分が仕事中

で苦しい立場に陥った場合でも，私は多くの方法を考え出して苦しい立場から抜け出す
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ことができる。」などである。３）レジリエンスについて，失敗および障害に対して立

ち向かう態度を測定するもので項目は４項目である。具体的な項目は「仕事中，挫折に

出会う時，私はいつもすぐ回復して，そして引き続き前進する。」などである。４）楽

観性について，人生に対する態度である楽観性を測定するもので，項目数は６項目であ

る。具体的な項目は「私の仕事に対して，将来何が起こるかについて，私は楽観的だ。」

などである。

なお，「心理的資本」はこれらの総合得点であらわしたものである。

２．２ 転職意思

転職意思の測定尺度は２項目，６段階評定尺度である。転職意思の２項目とは「私は

他の会社に変わりたいと思っている」，「私はいまの仕事が一番良い，転職の意図はな

い（逆転項目）」である。得点は項目数で除した。
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第４節 定量分析の結果

１． 記述統計

表 5-1 のように「心理的資本」尺度は４つの下位尺度（自己効力感，希望，レジリエ

ンス，楽観性）から構成されている。尺度得点の算出はまず，粗点の単純合計得点を項

目数で除すという方法を用いた。これは各尺度の項目数が異なっている点を考慮して，

その尺度間の比較ができるように，項目平均を求めたものである。転職意思の計算方法

も同上である。

その結果「心理的資本」の平均得点 4.631（SD＝0.445）で，下位尺度である自己効

力感，希望，レジリエンス，楽観性の平均得点と標準偏差はそれぞれ：4.845（0.435），

4.321（0.573），4.345（0.552）と 5.011（0.677）である。その中，楽観性の得点が

最も高く，以下自己効力感，レジリエンス，希望の順である。そして，「心理的資本」

の平均値はすべて４点以上にある。転職意思の平均得点は 2.785 で，３点より低かった。

表 5-1 「心理的資本」と転職意思の平均，標準偏差，および信頼性係数

出所：筆者作成

２． 相関係数

表 5-2 は相関係数を示したものである。調査の焦点となっている「心理的資本」が転

職意思とは有意な負の相関を示した。また，「心理的資本」の４つの下位因子（自己効

力感，希望，レジリエンス，楽観性）も転職意思と有意な負の相関を示した。これらの

相関において「心理的資本」は自己効力感などの「心理的資本」の下位尺度の相関より

も転職意思と負の相関が高かった。
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表 5-2 各変数間の相関（ピアソンの相関係数）

注： **は相関係数が１％水準で有意，＊は相関係数が５％水準で有意を示す。

出所：筆者作成

以上の分析から以下の点が示唆される。すなわち，「心理的資本」の高い人はその定

義から「発達についての個人のポジティブな心理的状態」の人である。「心理的資本」

の高い人，すなわち自己効力感，楽観性，希望，レジリエンスの高い人は，仕事場面で

言えば仕事に対してポジティブな態度を持っていると考えられる。ポジティブな態度を

持つことは転職意思にマイナスに働くと推測される。以上の結果より仮説１－４は支持

される。

３． 重回帰分析

表 5-3 転職意思の規定要因の階層的重回帰分析

注： **は標準偏回帰係数および重相関係数２乗が１％水準で有意，＊は５％水準で有意を示す。

出所：筆者作成

次に転職意思について重回帰分析をみてみよう。ここでは単純に個人特性（属性要因）

および「心理的資本」を独立変数として従属変数である転職意識との関係に焦点を絞っ

た。

分析方法について，本章では重回帰分析を行う場合，多重共線性問題を回避するため

に「年齢」という属性変数および自己効力感などの４つの「心理的資本」下位因子を外
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した。多重共線性は，説明変数間で相関係数が高い時に発生し，結果を歪める現象であ

る。重回帰分析を使った多重共線性の排除方法について最も一般的な解消法は，「相関

関係が高いと考えられる説明変数を外すこと」である。どちらか一方を外して再度分析

することで，多重共線性を解消することができる。表 5-2 においては説明変数（独立変

数）である「勤続年数」と「年齢」間で相関係数がきわめて高い（r=.835）。また「心

理的資本」とその下位因子間の相関も高い。

重回帰分析において，説明変数間に多重共線性がおきていないかどうかを確認するた

めの指標に VIF（Variance Inflation Factor，分散拡大係数）がある。VIF が 10 以上

の数値を示す場合は，多重共線性が疑われる（VIF10＝他の説明変数である説明変数の

変動の９０％以上が説明されてしまう状態）。また，VIF が２以下だと共線性の可能性

はきわめて低い。本章ではまず「年齢」を含めて重回帰分析を行った結果，VIF（分散

拡大係数）が３を超えた。多重共線性の可能性がある。そこで多重共線性問題を回避す

るために「年齢」という属性変数を外した。そのため「年齢」という属性変数を外れた。

年齢を外したのは転職意思については勤続年数が転職意思との相関係数が高く，より有

効な独立変数と考えられるからである。「心理的資本」下位因子を外したのも同様の理

由である。

分析結果について，表 5-3 はその結果を示したものである。表 5-3 においてはまずモ

デル１では属性要因として「性別」，「学歴」，「職位」，「勤続年数」を投入した。

その結果，勤続年数のみが転職意思に有意な影響力を示している。モデル２では「心理

的資本」を投入した。その相対的強さを見ると「心理的資本」，「勤続年数」の順で転

職意思にマイナスの影響，すなわち「心理的資本」がもっと大きく転職意思に抑制要因

として働いていることを示している。以上の結果より仮説５は支持される。

４． 相関係数の差の検定

転職意思への「心理的資本」およびその下位因子の相対的な影響力を比較検討するた

めに相関係数間の差の検定を行った。すなわち仮説６の検証である。

表 5-4 各変数と転職意思との相関係数の差の検定

注：検定は以下のような手続きで行った。まず「心理的資本」と転職意思との相関係数（r=.779）と自

己効力感と転職意思との相関係数（r=.599）の差を求め，それを z値に変換し，両側検定を行った。

以下同様である。

出所：筆者作成
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表 5-4 はその結果を示したものである。「心理的資本」と転職意思との相関係数は自

己効力感，希望，およびレジリエンスと転職意思の相関係数に比べて統計的に有意に高

かった。ただし，「心理的資本」と転職意思との相関は楽観性のそれと比べたとき，そ

の差は仮説の方向にはあるが，統計的には有意ではなかった。これらの結果から，仮説

６はほぼ支持されたと考えられよう。
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第５節 結果の考察

本章は「心理的資本」を人事施策として掲げている希有の企業であるハイディラオ社

を対象として人事施策としての「心理的資本」の有効性を転職意思に焦点を当てながら

検討するものである。すなわちハイディラオ社の従業員を対象として彼らの転職意思が

彼らの持つ「心理的資本」によって影響を受けるか否かを検討することである。本章で

は実証的研究(１)の結果およびその反省に立って測定尺度は Luthans の尺度を用い，ま

た「心理的資本」全体と転職意思との関係だけでなく，新たに「「心理的資本」の下位

因子と転職意思との相関」，さらには「「心理的資本」と転職意思の相関が他の下位因

子よりも高い」という一連の仮説を設定して検討した。本章の研究結果は一連の仮説を

支持した。

そこで，本章の研究の結果について従業員の個人レベルおよびハイディラオ社という

組織レベルに分けていくつかの考察をしてみたい。

１． 個人レベルの分析

個人レベルについて，分析の結果，個人レベルでは本章の研究の結果は従業員の「心

理的資本」が心理的離脱の指標として転職意思に抑制効果を持つことが明らかになった。

本章の結果はまた，実証的研究（１）の「心理的資本」が転職意思を規定する有力な要

因であるということだけではなく，「心理的資本」の下位因子（自己効力感，希望，楽

観性，レジリエンス）の転職規定要因としての有効性，さらには「心理的資本」が下位

因子よりも優れた抑制効果を示すことが示された。すなわち，ハイディラオ社の事例の

結果は Luthans の理論の妥当性を転職意思という側面でも明らかにした。これは実証的

研究（１）でも「心理的資本」と転職意思との間では報告されたものであるが，実証的

研究（２）ではさらに，踏み込んで，それが下位因子でも証明され，「心理的資本」が

他の下位因子と比べても高いという Luthans の基本的立場を転職意思において実証的

に明らかにした点は大きい。Luthans (2002)の指摘するように本章でも「心理的資本」

は特性(trait)ではなく，心理的状態(state)という立場をとる。したがって「心理的資

本」は発達ないし開発可能である。すなわち従業員の「心理的資本」を高めることによ

って従業員の転職意思を低減させることができることを示唆している。そして，またハ

イディラオ社は心理的離脱（転職意思）を低減させることによって従業員の物理的離脱

行動（転職行動）を予防することに成功したと推測できるだろう。したがってこの事例

は高い離職率を予防するためには「心理的資本」の開発の有効性を示唆するものであろ

う。

一方，本章では単純に個人特性（属性要因）と転職意思，「心理的資本」と転職意思

との間の関係についても検討した。

本章では転職意思は性別，年齢，教育歴，職位によって影響されなかった。これは実



127

証的研究（１）とも一致している。しかしながら勤続年数は転職意思の有力な規定要因

であった。これは実証的研究（１）とも一致している。この研究結果は「心理的資本」

と転職意思を考える上で重要な視点を提供しているように思われる。すなわち勤続年数

を重ねることは仕事のノウハウ，スキルを獲得するだけでなく，そうした仕事体験が「心

理的資本」を向上させ，それが転職意思を低下させると考えられる。これは勤続年数が

「心理的資本」との相関が高いことからも頷ける結果である。すなわちそれは次のよう

なプロセスである。

勤続年数→「心理的資本」→転職意思の低下

このようにしてみると「心理的資本」は勤続年数と転職意思との関係をつなぐ媒介変

数的な役割を果たしている。

また，本章で測定した属性要因のカテゴリーでは充分に捉えきれていない要因の中に

転職意思を規定する可能性があるもの（例えば，婚姻状況，子どもの有無など）も考え

られよう。今後の研究では婚姻状況，子どもの有無などの指標に加えて，検証していく

必要性があると考えられる。

２． 組織レベルの分析

組織レベルではハイディラオ社の事例で分かってきたことについて以下の５点が考

えられよう。

（１）ハイディラオ社の「内部昇進制度」は従業員の心理的潜在能力を喚起し，会社の

目標と個人の「希望」の実現を具体的，直接的，現実的なものにした。このような人事

施策は従業員の転職意思の減少をもたらすことになると推測できるだろう。

（２）ハイディラオ社は「エンパワーメント制」というシステムをとっている。ハイデ

ィラオ社の末端の従業員にまで十分に権限を授ける管理施策は消費者に一番近い従業

員が自分の仕事に自主的裁量を獲得することによって，従業員は「主人公」という強い

信念を持って仕事を行い，顧客満足度を向上させ，自己効力感を向上させる。そして，

それが従業員に会社への一体感を強めさせ，低い「転職意思」につながると予想される。

（３）ハイディラオ社では「間違いに寛容」，「仕事に対してお互いに支援する」とい

う職場風土を作り出した。このような雰囲気は従業員間に強大な“心理的支持のネット”

を作りだし，それを背景にして従業員は各種の困難で複雑な仕事環境にも果敢に挑戦す

ることができる。支持的な雰囲気で働く従業員は過去の失敗および成功の結果について

も好意的な因果帰属をし，それがストレスおよび転職意思に発展するとは考えにくい。

（４）ハイディラオ社では育成訓練，試行錯誤，模範，激励などを通じて従業員の仕事

のレジリエンスを高める。レジリエンスの高い従業員は長時間労働，高ストレス感など，

業界の特有の環境にも適応することが出きて，それが転職意思を抑制するのであろう。

（５）ハイディラオ社は新規採用した社員に対して集中的新入社員教育を行う。訓練期

間は 15 日である。このような「育成訓練」は従業員の能力，仕事上のスキルを増大さ
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せるだけではなく，従業員に自信，希望などを与えて従業員の「心理的資本」を増加さ

せ，それによって従業員の職場適応が容易になって，転職意思が低くなると思われる。

「心理的資本」は希望，自己効力感，楽観性，レジリエンスから統合された概念であ

る。ハイディラオ社では従業員の「心理的資本」は育成訓練だけではなく，人事制度，

管理諸施策などによって日常業務の中で育成されると考えられる。したがって，こうし

た企業努力を通して醸成された「心理的資本」の高い従業員ほど転職意思が低いと考え

られる。

従来の研究を，組織レベルでは，Luthan, Norman, Avolio & Avey (2008)が組織的支

援は従業員の「心理的資本」のレベルに対してポジティブな影響が生じることが示され

た。ClappSmith, Vogelgesang & Avey (2009)はオーセンティック・リーダーシップ

（authentic leadership）スタイルが従業員の「心理的資本」に著しく影響を与えるこ

とを報告した。本論文の実証研究（１）ではリーダーシップ行動（例えば，目標達成）

が従業員の「心理的資本」の有力な規定要因であることを示した。こうした組織レベル，

職場レベルで蓄積された「心理的資本」が転職意思を抑制するものと考えられる。

組織の視点から見ると，ポジティブな心理状態はポジティブな心理的要素とポジティ

ブな組織環境の相互作用によって形成されてきた。そのため，ポジティブな心理状態を

理解するためにはポジティブな組織環境も研究しなければならない。そして，ポジティ

ブな組織環境を研究するのは従業員のポジティブな心理状態を引き出すためである。

ポジティブ組織行動の中ではポジティブ組織研究（POS）がマクロな組織レベルの視

点からポジティブな組織環境，組織開発などに着目し，沢山の研究成果を出してきた。

一方，ポジティブ組織行動は主にミクロの組織の個人レベルから出発して，個人のパ

フォーマンスを高める心理の潜在能力を研究している。

本章の示唆：本章の研究の結果は次の２つの大きな点を示唆している。

まず，第一は Luthans のモデルの妥当性，および Luthans の尺度の信頼性・妥当性で

ある。本章の研究の結果は Luthans の理論の妥当性を転職意思という側面でも明らかに

した。これは実証的研究（１）でも「心理的資本」と転職意思との間では報告されたも

のであるが，実証的研究（２）ではさらに，踏み込んで，それが下位因子でも証明され，

「心理的資本」が他の下位因子と比べても高いという Luthans の基本的立場を転職意思

において実証的に明らかにした点は大きい。

ところで Luthans (2002)の指摘するように本章でも「心理的資本」は特性(trait)で

はなく，心理的状態(state)という立場をとる。したがって「心理的資本」は発達ない

し開発可能である。「心理的資本」は仮説通り，転職意思へのその影響力が示されたが，

その他，転職意思は勤続年数などの属性要因によっても影響を受けた。すなわち勤続年

数を重ね仕事のノウハウ，スキルを獲得することが転職意思を低下させるとも考えられ

る。今後は Luthans らの開発された尺度の中国でのより一層の研究の積み重ねと日本で

の実証的研究が求められることにもなろう。特に日本でこの領域の研究の活性化が望ま
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れる。

そして，第二の点として，ハイディラオ社の実証的データの分析から「心理的資本」

重視の管理施策が従業員を定着させることができると示唆された。ハイディラオ社は従

業員の「心理的資本」を活用し，従業員の潜在能力を喚起し，そして積極的な組織行動

に転化させることが成功したと考えられる。

以下，本章の研究の結果を踏まえて実践でハイディラオ社の経験をどのように活用し

ていくかを検討してみよう。

本章は実証的研究（１）の結果及びその反省に基づいて実証的研究（１）をさらに，

発展させる方向で心的資本と転職意思との関係を検討した。すなわち測定尺度は

Luthans の尺度を用い，また「心理的資本」全体と転職意思との関係だけでなく，新た

に「「心理的資本」の下位因子と転職意思との相関」，さらには「「心理的資本」と転

職意思の相関が他の下位因子よりも高い」ということに仮説を設定して検討した。

本章の研究の結果は実証的研究（１）の「心理的資本」が転職意思を規定する有力な

要因であるということだけではなく，「心理的資本」の下位因子の有効性，さらには「心

理的資本」が下位因子よりも優れた影響力を示すことが示された。
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第６節 ハイディラオ社の実践的含意

１． 「心理的資本」という視点からのリスクの予防

ハイディラオ社の「心理的資本」という概念を導入した人的資源管理システムは，そ

こで働く人たちの内在する潜在能力を呼び覚ますことができ，個人の目標と組織目標を

同時に実現することを目指した。そして，この経営手法は飲食業界を取り巻く熾烈な市

場環境の中で他社を一歩リードして，卓越した業績を創造するができたのであろう。

人的資源管理の角度から見ると，予防を志向する研究は人的資源のリスクマネジメン

ト(risk management of human resource)に属する。人的資源リスクマネジメントの重

要性は人的資源管理で次第に重視されてきた。人的資源リスクが際立っている状況で，

企業の全面的なリスクマネジメントの理念から発展してきた人的資源リスクマネジメ

ントは，人的資源管理の各領域でリスク管理を行うことを強調してきた。しかし，人的

資源管理の対象の特殊性と管理プロセスの複雑性のため，多くの企業組織では，包括的

な人的資源リスクマネジメントシステムはまだ出来上がってはいない。

表 5-5 人的資源管理における

「心理的資本」という視点からのリスクの予防

出所：筆者作成
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研究者達の現在の研究の関心は，主に次の２つの領域にある。すなわち，１）人的資

源リスク認識，２）人的資源リスクの予防である。「心理的資本」という概念について

の人的資源リスクマネジメントの適用を本章はハイディラオ社の事例を通して検討し

たい。すなわち，人的資源リスクマネジメントにどのようにして「心理的資本」という

概念を導入し，従業員の職場適応と低離職率を実現するかについて，筆者はハイディラ

オ社の実践的示唆を踏まえて表 5-5 のような方法を提案する。

２． リスクを予防する施策

２．１ 募集，採用における施策

中国では，もし企業が人材を意識的•主体的に採用していかなければ，市場価値の高

い優秀な人材は流出する一方，望まない人材が社内にとどまっていくというリスクが出

てくるだろう。

ハイディラオ社は採用の段階でそういうリスクを予防するため，「心理的資本」を考

慮した募集と採用という施策を実施している。「心理的資本」を考慮した募集と採用は，

従業員の「心理的資本」の重要性に鑑み必要な措置と考えられる。企業は科学的な測定

方法を採用することを通じて（例えば，Luthans の２４項の「心理的資本」測定尺度）

優れた「心理的資本」を持った新入社員を採用することができる。あるいは専門家に依

頼して，従業員の「心理的資本」の現状に対して客観的な評価基準を作成し，それを従

業員の採用に対して参考資料として利用すべきである。

職務配置の段階で職務配置に対する不適応というリスクを予防するため，職務分析で

は，各職務に関する「心理的資本」の要求を制定し，応募者の「心理的資本」のレベル

を測定し，分析することによって，職務配置に対する従業員の不適応というリスクを減

らすことができる。

各職務の仕事内容の特性による，応募者に対する要求が異なる，それは知識とスキル

だけではない，応募者の「心理的資本」にも反映されるべきである。

例えば，営業職に対しては挫折から回復する能力が要求される。すなわち，応募者の

レジリエンスの水準が要求される。そしてまた，接客というポジションには，主に感情

的なコミュニケーションを通してサービスを提供することが求められる。楽観的な「心

理的資本」をもったスタッフが必要とされる。すなわち，応募者のレジリエンスおよび

楽観性の高さが採用後の営業活動の質に影響を与えるという認識である。

一方，中間管理職に対して求められるものは目標設定，一般従業員の指導などの業務

を行うため，レジリエンスと楽観性に加えて，自己効力感と希望の水準も要求される。

なぜならば「心理的資本」の高いリーダーは部下の士気に影響を与える，常に挑戦を受

け入れ，そして，責任を取ることができる勇気を持つことが求められる。

採用の段階で職務内容の特性に応じて応募者の「心理的資本」の特徴を分析し，職務

内容の求める「心理的資本」とフィットした応募者を採用するという適材・適所の採用
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方針が企業の人事戦略として重要であろう。そして，これによって採用と職務分析の段

階で人的資源リスクを予防することができるであろう。

提案一：従業員の募集，採用について「心理的資本」の適性検査を導入する。

２．２ 従業員のトレーニングにおける施策

ハイディラオ社は長期的な事業収益を意識し，ユニークな競争優位を形成するため，

従業員の「心理的資本」の開発を能力開発の焦点に当てることで，効果的に，従業員の

心理的資源を向上させるトレーニングを実施している。トレーニングに対する不適応に

よる従業員の離脱とトレーニングを受けた後の従業員の離脱というリスクを低減する

ことができた。多くの企業が短期的な利益を追求する傾向があり，従業員の知識と技能

訓練だけを取り込んでいる。しかし，従業員の「心理的資本」こそ，従業員の知識とス

キルを生かす内在的力量である。中国では，多くの応募者が知識や技能の訓練を受けた

後に辞めていくという現象には，企業が従業員の「心理的資本」の開発を考慮してない

という原因もある。企業は，従業員の離脱というリスクを低減するために，「心理的資

本」の介入とトレーニングにより，従業員のポジティブな心理的状態を向上させ，企業

に対する従業員のコミットメントを形成し，従業員の定着につながらせるであろう。ま

た，組織内の相互作用を介して一人一人の従業員の個人の「心理的資本」が凝集して組

織的な「心理的資本」のようになリ，そして，組織のユニークな競争優位を形成するこ

とができるであろう。

従来，会社の能力開発は従業員の具体的な技能訓練を中心としていた。しかしながら，

今後は業績に対して重要な役割を果たす「心理的資本」の開発を重視する必要がある。

企業の長期発展のために十分に従業員の「心理的資本」を開発し，利用することが重要

である。理論的には，個人の「心理的資本」を開発，管理，育成することができる。人

的資源管理では，知識や技能訓練を重視するほか，トレーニングを通して従業員の「心

理的資本」を開発して経営実践の向上に資するよう注意を払うべきである。

Luthans et al. (2007)は従業員の「希望」，「楽観性」，「レジリエンス」，「自

己効力感」を増強するという一連の能力開発の手法を提出した。すなわち企業に「心理

的資本」開発に関するシステムを提供したのである。特に「心理的資本」の介入プログ

ラムの実施は，従業員の全体の「心理的資本」のレベルを高める上で多くの利点がある。

例えば，Luthans (2005)は従業員が「心理的資本」低下に伴う職場適応上の危機を持っ

ている場合（例えば，深刻な欠勤，顧客との衝突，落ち込むなど），その時，彼らに「心

理的資本」の介入(psychological capital intervention)という能力開発の必要がある

と考えている。Luthans et al. (2005)は有名な「心理的資本」の介入モデルを提案し

た，そして実証的研究を通じてこのモデルの有効性を検証した。

このモデルで Luthans は「心理的資本」の４つの下位因子の介入の方法に対して明確
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な説明をしている。例えば，「希望」の介入は目標とその到達ルートの設計などを通じ

て行うことができる。「楽観性」の介入は積極的な期待の開発を通じて行うことができ

る，「自己効力感」の介入は成功の体験とある理想のモデルのモデリングを通じて行う

ことができる。「レジリエンス」の介入は資源の構築を通じて行うことができる。

具体的な介入方法としては 構造化された読み物(structured written material)，自

らのポジティブな経験の想起(positive experience recall)，ポジティブなビデオの介

入(positive video intervention)などがある。

提案二：従業員の能力開発は「心理的資本」の開発とその効果的利用を考慮する。

２．３ 従業員間関係における施策

従業員間関係が緊張するのを予防し従業員の仕事の士気を高めることによって，従業

員の仕事への活力と職業に対する希望を強め，仕事の強靭性を維持し，組織の雰囲気な

どを活発にさせることができる。全従業員が積極的に働くようになる。

ハイディラオ社はキャリア・マネジメントと従業員間関係の管理で現れたリスク（例

えば，人間関係に対する不満，従業員関係による従業員の離脱のリスクなど）を予防す

るために，メンタリング制度を実施している。

まず，簡単にメンタリングの定義を行う。Kram（1985）によると，メンター（mentor）

とは，「ヤングアダルトや青年たちが大人の世界や仕事の世界をわたっていく上での技

術・技能を学ぶのを支援する「より経験を積んだ年長者」と定義される。メンタリング

とは，メンターのような役割を果たすことを指す。それに対して，メンタリングを受け

る側をプロテジェと呼ぶ。

多くの研究者が指摘しているように，メンタリングの機能は，主に２つの主要な機能

に分類することができる。１つは，キャリア的機能である。もう１つは心理•社会的機

能である(Kram, 1985)。

キャリア的機能について，Kram (1985)は以下のように指摘した。「仕事のコッや組

織の内部事情を学び，組織における昇進に備える」ための支援をいう。キャリア的機能

の５つの下位次元について，１）スポンサーシップ，２）推薦と可視性，３）コーチン

グ，４）保護，５）やりがいのある仕事の割り当てである。

スポンサーシップ(sponsership)とは，プロテジェの昇進のために， 公式に支援する

ことを指す。この機能には，望ましい横の異動や昇進人事に積極的に指名することも含

まれる。

推薦と可視性(exposure and visibility)とは，プロテジェにとって，将来の昇進の

可能性を決定するような組織内の鍵となる人物との関係性を築き上げることができる

ように権限を割り振ることを指す。

コーチング(coaching)とは，企業をどのようにして効果的に渡っていくのかについて
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プロテジェの知識や理解を高めることを指す。コーチングには，仕事の成果を積極的に

アピールするために，どのようにプレゼンテーシヨンをするのかについて共に考えるこ

とも含まれる。

保護(protection)とは，突発的で，害を与える可能性のある上位の役員などとの接触

からプロテジェを保護することを指す。将来の評判を脅かす不必要な危険性を減少する

ことである。

やりがいのある仕事の割り当て(challenging work assignments)とは，やりがいのあ

る仕事をプロテジェに割り当て，技術的なトレーニングと進行中の仕事の出来具合のフ

ィードバックを行うことである。このように，キャリア的機能とは，プロテジェのキャ

リア発達を促進する支援行動である。

心理•社会的機能について，Kram (1985)は以下のように指摘した。「心理•社会的機

能とは，専門家としてのコンビテンス，アイデンティティの明確さ，有効性を高めるよ

うな支援をいう」。この心理•社会的機能を構成しているのは，４つの下位次元（すな

わち，１）役割モデリング，２）受容と確認，３）カウンセリング，４）交友）である。

役割モデリング(role-modeling)とは，プロテジェに必要な態度や価値観，行動を見

習うモデルとなることである。

受容と確認(acceptance and confirmation)とは，プロテジェに対して肯定的な関心

を持つことを指す。

カウンセリング(counseling)とは，プロテジェが組織の中で肯定的な自己感覚を持つ

のを妨げる個人的な懸念や心配を探索できるようにすることである。

交友(friendship)とは，お互いを気に入り，理解し，仕事に関しても仕事以外でも，非

公式なつきあいをもたらす社会的相互作用を指す。

ハイディラオ社では一人一人の新入社員に対して配属によってひとりのメンター（先

輩社員）を指定する。事前に，メンター（先輩社員）とプロテジェ（新入社員）の「心

理的資本」を測定し，分析する。そして，定期的にメンター（先輩社員）とプロテジェ

（新入社員）の「心理的資本」とメンタリングの効果を測定し，分析することによって

人的リスクを予防する。

メンタリングのカウンセリングと交友，保護など機能は従業員間関係の管理での役割

も考えられる。

従業員間関係が緊張するのを予防し従業員の仕事の士気を高めることによって，従業

員の仕事への活力と職業に対する希望を強め，仕事の強靭性を維持し，組織の雰囲気な

どを活発にさせることができる。全従業員が積極的に働くようになる。

提案三：従業員の「心理的資本」を従業員間関係の管理に取り込むことが重要である。
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２．４ キャリア・マネジメントにおける施策

従業員のキャリアデザインは従業員の職業能力やスキルを考えるだけでなく，従業員

の個人の成長目標として従業員の「心理的資本」に注目すべきである。

ハイディラオ社はキャリア・マネジメントで現れたリスク（例えば，キャリアパスの

不明確さによるリスク，マンネリ化による従業員の離脱のリスクなど）を予防するため

に，ジョブ・ローテーションという制度が導入された。

キャリアステージの初期段階では企業にとっては，採用時の面接などからは従業員の

向き・不向きがはっきり分かるものではない。従業員にとっても，本人の希望と実施に

向いている業務が一致しているとは限らない。ハイディラオ社では職務配置の段階で従

業員の「心理的資本」のレベルを測定し，分析することによって配置するが，その後，

定期的従業員の「心理的資本」の測定結果によってジョブ・ローテーションという制度

を実施し，従業員の適性や能力が見極められる。ジョブ・ローテーションという制度の

導入で適材適所の配置が可能になると同時に，従業員自身にとってもキャリアパスの形

成・実現に役立つ。

キャリアステージの中後期段階では業務のマンネリ化にともなうモチベーションの

低下を防ぐ。ハイディラオ社では大半の仕事の内容が単純作業で従業員は長く勤めると

業務のマンネリ化にともなうモチベーションの低下というリスクが高まってくる。その

ため，ハイディラオ社は定期的従業員の「心理的資本」の測定結果によってキャリアス

テージの中後期段階における従業員を対象にもジョブ・ローテーションという制度を実

施している。

幹部候補の育成についても，ハイディラオ社ではジョブ・ローテーションという制度

を実施している。従業員は多様な業務経験を積むことによって，企業活動全般に対する

幅広い知識や視野を養える。部門間・職場間の人材交流が促され，社内横断的なネット

ワークの拡充，職場コミュニケーションの活発化につながる。そして，現在，市場が急

速に多様化し，業務も高度化・複雑化しているため，ビジネスの“現場”に精通してい

ない単なるゼネラリストでは，マネジメントとして正しい経営判断を下すことが難しく

なりつつある。また，スペシャリスト的な職種であっても，利益の源泉である現場を知

らずして成果を上げることはできない。ハイディラオ社では，幹部候補の昇進はジョブ・

ローテーションからの評価につながる。

その他，メンタリング制度の導入による効果も見られる。これまでの研究では，メン

タリングのキャリア的機能について，従業員がメンタリングを受けることによって，

様々なキャリア上の成功をもたらすことが明らかにされている。例えば，Allen，Eby，

Poteet，Lentz & Lima (2004)のメタ分析の研究結果によると，メンタリングは従業員

の昇進や給与といった客観的キャリアと，職務満足やキャリア満足といった主観的キャ

リアの両方に影響を与えていることを示している。そのため，個人が自律的なキャリア

を歩むためには，どのようにメンターを獲得するのかが重要になってくる。キャリア・

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B9%E9%83%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B9%E9%83%A8
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マネジメントではメンターを持つことがプロテジェ（新入社員）のキャリアパスの不明

確によるリスクを予防することができるであろう。

提案四：「心理的資本」を従業員個人のキャリア計画の重要な内容として重視すべき

である。

２．５ 報酬と業績管理における施策

ハイディラオ社は業績管理と報酬管理で現れたリスク（例えば，報酬に対する不満，

業績評価に対する不満，報酬と業績評価による従業員の離脱のリスク等）を予防するた

めに「心理的資本増加」(psychological capital appreciation)というプログラムを実

施している。

「心理的資本増加」(PCA)プログラムとは組織が実施した「心理的資本」に関する宣

伝，育成訓練，相談，体験などの一連のイベントである。一連のイベントを通して従業

員の「心理的資本」を開発し，増加させることである。PCA の目的とは「心理的資本」

という概念と理論を人的資源管理の領域に導入することによって心理学の角度から管

理者の視野を広げて，従業員のネガティブな心理状態からポジティブな心理状態に転換

させて，さらに，従業員の心理的資源を増加させることで，従業員がポジティブな感情

で仕事に参入し，高業績を促進することである。これは図 5-1 のような「心理的資本増

加」(PCA)の目的である。

EAP というのは，Employee Assistance Program を略したもので従業員を支援するた

めのプログラムをさす。EAP は，アメリカ生まれの「従業員支援プログラム」で主に労

働者のためのメンタルヘルスケアに利用される。現在は，労働者のメンタルヘルスケア

に関して利用されることが多い EAP であるが，これからは予防の観点からも活用されて

いくと推察されている。

「心理的資本増加」(PCA)プログラムは EAP の１つの発展プログラムである。両者は

ともに従業員のために精神の福利（ウェル・ビーイング）を提供するもので，提供する

サービスの形式はとても似ていて，両者とも心理学的検査，心理学的育成訓練，心理的

カウンセリングなどを含む。しかし両者の最大の違いはその目的が異なることである。

EAP は従業員のストレスの低減，心理的悩みを解決することを目的にすることである。

すなわち，当面の問題解決である。 一方 PCA はすべて従業員の自己成長と潜在エネル

ギーの開発に関心を持って，従業員の幸せと業績を最終目標にすることである。すなわ

ち，「心理的資本増加」(PCA)は EAP から発展してきたが，EAP より高い目標を設定し

ている。

ハイディラオ社の事例から，業績管理と報酬管理では「心理的資本」増加プログラム

を導入することによって業績評価と報酬に対する従業員側の不満などのリスクを予防

するができると考えられる。
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図 5-1 PCA の目的

出所：筆者作成

ハイディラオ社の業績管理について目標設定の段階では，目標を細分化して，１つの

目標ごとに従業員の努力を通じて実現することができるように作成し，従業員の自己効

力感を高めることができるように配慮すべきである。

目標実施の段階では，管理者は従業員のために必要な心理的支持を提供しなければな

らない。従業員が挑戦に向い合うように励まし，目標を実現するのを支援しなければな

らない。

業績評価の段階では，業績結果に対し管理者は積極的に業績結果に対し従業員のポジ

ティブな認識を導くことが重要である。従業員の改善行動に対して直ちに賞賛し，激励

するのである。従業員が希望，楽観が胸にあふれて前に進むことができるようにするの

である。

すなわち，業績管理と報酬管理では従業員の「心理的資本」を意識し，「心理的資本」

増加プログラムで従業員の「心理的資本」を大幅に改善し，向上させることよって業績

評価と報酬によるモチベーションリスクを予防することができる。しかし，その前提は

公正な業績評価指標の制定と合理的な報酬や昇進の機会によることである。ハイディラ

オ社では管理職の業績評価の指標として，１．顧客満足度 ２．従業員のポジティブ性

３．幹部候補の３つに定める。利益に関わる指標が業績評価と報酬に関連させていないと

いう点はとても興味深い。普通の従業員の業績評価指標として顧客満足度と従業員のポ

ジティブ性に絞った。従業員のポジティブ性についての評価指標は上司評価，同僚評価

と自己評価から構成し，内容に「心理的資本」を含む，何種類もの測定ツール，方法を

利用している。

提案五： 報酬と業績管理では，従業員の「心理的資本」を保護して高めるよう注意

すべきである。
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３． 管理の核心的な仕事と仕事環境の作り

３．１ 管理の核心的な仕事

会社はすべて従業員の「心理的資本」を高めることを企業文化の建設と管理の核心的

な仕事として重視すべきである。

企業文化は従業員のモチベーションの源泉の１つである。文化の力により従業員の

「心理的資本」の開発，増加が実現できる。そして，従業員が楽しくて幸せに思って働

き，自律・自発的に創造的な仕事をすることができるようになる。そして，このような

企業ヒューマン・リソース・マネージメントは必ず成功し，企業の競争力は強くなる。

３．２ 仕事環境の作り

研究者はポジティブな仕事環境が従業員の満足度を高めることができ，そしてポジテ

ィブな仕事環境が従業員の心理の潜在能力を促進することができるとしている。それで

は，仕事環境がどのようにポジティブな意味があるかどうかを判断できるかについて

Luthans とギャラップ社は共同に職場の調査表(gallup workplace audit,略称 GWA)を作

成した。GWA を利用して仕事環境を測量することができる。

４． ハイディラオ社の問題点について

まず，「心理的資本」，人的資本と社会的資本ともに重要視しなければならない。長

年の間，ハイディラオ社は従業員の管理，育成と選抜を最も重視している。大多数の企

業と違って，ハイディラオ社が新人の採用基準として最も重要な要因の１つは農村の出

身で，学歴が高くなくて，苦しみに耐える，切実に現状を変えることを求める人たちで

ある。ハイディラオ社がなぜ人的資本と社会的資本の高くない従業員を任用するかにつ

いては，これらの労働者が管理，育成しやすいという仮説に基づくと推測される。ハイ

ディラオ社の管理の実践も一部はこの観点の正確性を証明した。しかし企業の発展に従

ってその人材選択，育成方式の限界も明らかになる。すなわち，従業員の「心理的資本」，

人的資本と社会的資本ともに重要視しなければならない。ハイディラオ社のアメリカの

挫折はこの点を十分説明した。

次に，標準化問題は今後の課題である全世界で３万軒のチェーン店のマクドナルドは，

ハイディラオ社のサービスほど情熱がないが，マクドナルドでは，店と店の間のサービ

スの質の違いはハイディラオ社より小さい。マクドナルドは主にプロセスと制度で管理

し，すべての仕事について詳しいプログラムと標準がある。夏休みのアルバイトの高校

生は，数時間のトレーニング後，仕事に就くことができる。すなわち，サービスの標準

化問題はハイディラオ社に対して今後の課題であると考えられる。そして，企業制度，

企業文化の再検討にはまだ余地が大きい。
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第７節 本章の要約，問題点および今後の課題

１． 要約

本章はハイディラオ社の事例を通して「心理的資本」が組織行動を理解する上で中核

概念となりうることを示唆した。本章では，第章の定量分析の結果に基づいて従業員の

離脱行動を予防するために，「心理的資本」という概念を人的資源管理で実務的応用す

ることできるかどうかについてハイディラオ社の実践的経験を紹介し，その企業分析に

よって「心理的資本」という概念の実務的応用のヒントを提供した。

まず，方法論として，ハイディラオ社の低離職率の要因について定量分析によって「心

理的資本」と離脱行動の指標の関係について第４章(実証的研究１)の結果を再確認した。

その結果は，「心理的資本」が転職意識に影響する重要な原因変数であることが明らか

になった。本章では離脱行動を分析する時，心理的離脱の指標として転職意思を検討し

た。結果は従業員の「心理的資本」が心理的離脱の指標として転職意思に抑制効果がみ

られた。すなわち，ハイディラオ社の事例を通して従業員の「心理的資本」を高めるこ

とによって従業員の転職意思を低減させることができると確認した。物理的離脱行動を

予防するために心理的離脱を低減させることが有効の手段であると認識された。高い離

職率を予防するために「心理的資本」の効果を説明することができる。同時に実証的研

究（１）で提起された：経営組織のリテンションの視点から人材定着のマネジメントの

中核が従業員の心理的離脱のマネジメントであるという観点は成立するであろう。この

ことは組織行動を理解する上で重要な示唆を持つものと思われる。そのような点を考慮

すると「心理的資本」への注目が今後もっとあってもよいと思われる。「心理的資本」

の長所はそれを構成する個々の要素よりも組織行動の予測で優れていることである。そ

して，「心理的資本」が育成可能であり，そのように育成された「心理的資本」が離脱

行動の予防を示唆していることは，実践面での大きな効用を示唆するものである。

また，定性分析によってハイディラオ社で実施された人的資源管理の施策が「心理的

資本」に対する影響について検討した。その結果は，１）募集，採用における施策,２）

従業員のトレーニングにおける施策（心理的資本の開発），３）従業員間関係における

施策，４）報酬と業績管理における施策などは従業員の「心理的資本」に影響する可能

性を提示した。従業員の「心理的資本」は育成可能ということを考慮すると，ハイディ

ラオ社の人事施策の影響を受け，育成されたそれら心理的資本が従業員の幸福感や，離

脱行動の予防，さらには業績への貢献が示唆される。「心理的資本」は企業の人事管理

を改善する上で，そして，人的資源リスクマネジメントを考える上で有効な概念と考え

られる。

２． 問題点と今後の課題

２．１ 本章の研究の限界
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最初に本章の研究の限界について指摘したい。その１つはサンプリングの問題である。

本章はハイディラオ社の無錫市支店の従業員１１４名を対象としている。本章ではサ

ンプルの偏りを最小限に抑えるためハイディラオ社の無錫市支店の全部の従業員を分

析の対象にしている。しかしながら，それでもこれらの対象者がハイディラオ社を代表

しているという保証はない。そこが１つの限界である。今後，ほかの地域あるいは全社

の調査の必要がある。これまで「心理的資本」という概念を人事施策に取り込んだ企業

はきわめて少ない。本章の研究の結果はハイディラオ社の無錫市支店のみの検討に基づ

くものでしかないという限界もあり，限定された業界という限界もあるが，今後事例数

を増やした検討を行うためのパイロットスタディとしては意義があると考えられる。

２．２ 今後の課題

「心理的資本」の概念と理論は研究者，実践的専門家と企業の管理者から注目を浴び

て，「心理的資本」の理論と実証に関する研究が次々と現れて，いくつかの注目すべき

研究成果が蓄積されてきた。しかし，この領域の研究に対して依然として多くの課題が

存在している。これからの研究でさらに，解明し，改善する必要がある。

本章の定性分析ではハイディラオ社で実施された人的資源管理の施策が「心理的資

本」に与える影響について検討した。その結果は①募集，採用における施策，②従業員

のトレーニングにおける施策（心理的資本の開発），③従業員間関係における施策，④

報酬と業績管理における施策などは従業員の「心理的資本」に影響する可能性を提示し

た。しかし，具体的人的資源管理の施策が「心理的資本」に対してどんな影響を与える

かについては定量分析による研究の蓄積が欠かせない。今後，業種を超え，大量の検証

が望ましい。

しかし現在，「心理的資本」の原因変数(規定要因)に関する研究は「心理的資本」の

結果変数に関する研究と比べてまだ少ない。その原因としてはおそらく「心理的資本」

の研究がまだ始まったばかりであるため，研究者の関心が主に「心理的資本」の構造と

機能に向けられていることによるかもしれない。一方，おそらく「心理的資本」に影響

を与える要因の数が多いため，それらは個人的要因と仕事環境の要因を含むだけではな

く，サブカルチャーや社会的文化環境の影響も含んでいるとも考えられる。「心理的資

本」の原因変数に関する研究はまだ少なく，これからさらなる研究の蓄積が求められる。

組織の視点から見ると，ポジティブな心理状態はポジティブな心理的要素とポジティ

ブな組織環境の相互作用によって形成されてきた。そのため，ポジティブな心理状態を

理解するためにはポジティブな組織環境も研究しなければならない。そして，ポジティ

ブな組織環境を研究するのは従業員のポジティブな心理状態を引き出す手がかりを取

得するためである。

ポジティブ組織行動の中ではポジティブ組織研究（POS）がマクロな組織レベルの視

点からポジティブな組織環境，組織開発などに着目し，沢山の研究成果を出してきた。
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一方，ポジティブ組織行動は主に組織の中での個人というミクロレベルから出発して，

個人の態度，およびパフォーマンスを高める心理的潜在能力を研究している。

「心理的資本」という概念を総合的に把握するためには組織視点からの研究，そして

組織レベルの分析が不可欠な条件である。
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第６章「心理的資本」の応用可能性

と今後の課題

第１節 「心理的資本」の応用可能性

本章は「心理的資本」の持つ実践的示唆と今後の課題について述べたい。

これまでの研究結果によると，「心理的資本」は従業員の満足度とパフォーマンスに

大きな影響を与えることが分かる。また，本論文結果によると，「心理的資本」は従業

員の規範意識，仕事態度，離脱行動，とりわけ転職意識に大きな影響を与える事が示唆

された。

これらのことは理論面と実践面の両面から企業に役立つヒントを提供している。すな

わち，「心理的資本」は従業員のポジティブな行動を引き出し，仕事のパフォーマンス

を向上させる。そして，「心理的資本」はまた離脱行動を予防する。したがって従業員

の「心理的資本」を把握し，訓練を通じて従業員の「心理的資本」を高めることが企業

業績の向上，企業の発展につながる。従業員は自信，希望を持って，未来に楽観的であ

ればあるほど挑戦を受け入れ，目標を達成するために努力し，困難を克服し，挫折にあ

ってもすぐ立ち直り，成功を達成することができる。

具体的には，主に以下の点で人的資源管理の新たな実践に「心理的資本」の影響が現

れる。

まず，従業員選抜・採用では従業員の「心理的資本」を重視すべきである。伝統的な

選抜・採用での従業員の学歴や経験を重視するのと比べると，「心理的資本」に基づい

ての選抜・採用は更に従業員の「心理的資本」と「心の知能（emotional intelligence）」

を重視する傾向にある。そこでは次のような実践的課題が考えられる。

１． 「心理的資本」の測定法

まず，どんな方法で企業は従業員の「心理的資本」を測定することができるか，こう

いう問題は管理者に対して重要な実務的課題である。

「心理的資本」の測定についての研究文献からみると，現在は「心理的資本」の測定

方式は主に３つがある。第一は結果変数測定法である。すなわち，いくつか個人の「心

理的資本」と密接な関係のある結果変数を測定し，間接的に個人の「心理的資本」の状

態を把握することである。第二は観察法である。すなわち，第三者の観察評定を通して

個人の「心理的資本」の状態についての基本情報を獲得することである。第三は自己評

定法である。すなわち「心理的資本」のアンケート調査を用いて個人の「心理的資本」

のデータと資料を集めることである。以上の３種類の方法はそれぞれの長所と短所を持

っている。今のところ，「心理的資本」測定研究の中で多く使われているのは依然とし
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て自己評定法である。

自己評定法の中ではLuthans et al. (2007)が開発した「心理的資本」測定尺度（PCQ―

24）が代表的である。Luthans et al. (2007)は初期の「心理的資本」の定義に対して

改正を行った。そして，彼らは「心理的資本」の状態性（state-like）に基づいて「心

理的資本」の４つの下位因子を選び出した。すなわち自己効力感，希望，楽観性とレジ

リエンスである。

しかし測定尺度項目の作成面で，Luthans は依然として既存の測定尺度の中から選ぶ

方法を行った。自己効力感の項目は 1998 年に Parker の開発した自己効力感測定尺度か

ら選び，希望の項目は 1996 年に Snyder らの開発した希望の測定尺度から選んだ。そし

て，楽観性の項目は 1985 年に Scheier らの開発した測定尺度から，レジリエンスの項

目は 1993 年に Wagnild の開発したレジリエンス測定尺度から選んだ。項目選びについ

ては研究者たちが測定表ごとに６つの項目を選択し，それによって「心理的資本」測定

尺度 24 項目が作成された。研究結果によると「心理的資本」測定尺度（PCQ－24，表

6-1）は，良好な信頼性と妥当性を有することを示唆している。さらなる研究のための

ツールとして使用することができる。(Luthans, Avolio, Avey & Norman，2007)。

本論文，実証的研究（１）では Luthans の「心理的資本」の概念に注目して筆者らが

独自で測定尺度の開発を試みた。その結果独自で開発した尺度と Luthans の尺度では全

体で r=.764（ｐ＜.0001）の関係が得られた。しかしながら筆者らの尺度は因子分析に

おいて Luthans と同様の下位因子，４因子を抽出しながら，下位因子「レジリエンス」

の信頼性で問題を残した。今後の課題はレジリエンスの尺度も含めて「心理的資本」の

独自に開発した尺度の改善である。そして，将来 Luthans の尺度に劣らない「組織行動

を予測する尺度」の開発を実現したいと思っている。そうした取り組みが「心理的資本」

の研究の発達にも役立つものと思われる。以下（表 6-1）に Luthans の尺度を掲載した。

表 6-1 「心理的資本」自己評定測定尺度（PCQ－24）

番号： 名前： 期日：

次にいくつかの文章が有ります。それらは現在のあなたにどの程度当てはまると思

いますか，おこたえ下さい。あまり考えすぎると決められなくなります。直感で答えて

下さい。他の人の事は気にせずに，自分自身の状況に合わせてご判断下さい。

１＝全くそう思わない ２＝そう思わない ３＝ ややそう思わない

４＝ややそう思う ５＝そう思う ６＝非常にそう思う

項目 採点

1.私は自分が長期的な問題を分析することができるのを信じて，そして解決案を見つけるこ
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とができる。

2.管理者会議の時，自分の仕事の範囲以内の事を述べることに私はとても自信を持っている。

3.私は自分が会社の戦略に対する議論に貢献できると信じている。

4私の仕事範囲内で，私は自分が目標/目的を設定することができると信じている。

5.私は会社の外部の人（例えば，供給商，取引先）と連絡して，そして問題を議論すること

ができると信じている。

6.私は自分が大勢の同僚を前に自分の意見を述べることができるのを信じる。

7.もしも私は自分が仕事中で苦しい立場に陥った場合でも，私は多くの方法を考え出して苦

しい立場から抜け出すことができる。

8.現在，私は元気一杯で自分の仕事の目標を完成する。

9.いかなる問題に対してもすべて多くの解決方法がある。

10.現在，私は自分が仕事上，かなり成功していると思う。

11.私は多くの方法を考え出して私の現在の仕事の目標を実現していくことができる。

12.現在，自分が設定した仕事の目標は達成している。

13.仕事中，挫折に出会う時，私はいつもすぐ立ち直り，そして引き続き前進する。

14.仕事中，私はなんとかして難題を解決するよう努力する。

15.仕事中でもし，どうしてもやらなければならないことがあったら，私は単独で応戦するこ

とができる。

16.私は仕事の圧力に対して泰然と構えることができる。

17.以前，多くの苦しみを経験することがあったため，私は今，仕事上の困難な時期を乗り切

ることができる。

18.現在の仕事では，私は同時にたくさんのことを扱うことができると感じている。

19.不確実なものに直面する時，私は普通，最も良い結果を期待している。

20.仕事の中で不利な事が発生しても，わたしはきっと解決する方法があるのだと思ってい

る。

21.自分の仕事に対して，私はいつも物事の明るい面を見る。

22.私の仕事に対して，将来何が起こるかについて，私は楽観的だ。

23.私の現在の仕事スケジュールの中で，物事は私が期待するように発展している。

24.仕事をするとき，私はいつも「光は闇の向こうに，悲観はない。」と考えている。

(出所：Luthans, Youssef & Avolio, 2007, pp.237-238, Appendix )
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２． 「心理的資本」の研修法

次に，「心理的資本」の能力開発（研修）や評定内容の変更について考えてみよう。

理論的には，個人の「心理的資本」は開発，管理，育成することができる。人的資源

管理では，知識や技能訓練を重視するほか，トレーニングを通して従業員の「心理的資

本」を開発して質の高い従業員の育成に注意を払うべきである。

Luthans et al. (2007)は従業員が「希望」をもち，「楽観性」を育成し，「レジリ

エンス」と「自己効力感」を増強するという一連の能力開発の手法を提出した。すなわ

ち企業に「心理的資本」開発に関するシステムを提供したのである。特に「心理的資本」

の介入計画の実施は従業員全体の「心理的資本」のレベルを高めるという多くの利点が

ある。例えば，彼は(Luthans, 2005)従業員が「心理的資本」低下に伴う職場適応上の

危機を持っている場合（例えば，深刻な欠勤，顧客との衝突，落ち込むなど），その時，

彼らに「心理的資本」の介入(PCI)の必要があると考えている。Luthans は，そこで有

名な「心理的資本」の介入モデルを提案した（図 6-1），そして実証研究を通じてこの

モデルの有効性を検証した。

このモデルで Luthans は「心理的資本」の４つの下位因子の介入の方法に対して明確

な説明をしている。例えば，「希望」の介入は目標とルートの設計などを通じて行うこ

とができる。「楽観性」の介入は積極的な期待の開発を通じて行うことができる，「自

己効力感」の介入は成功の体験と人（モデル）の真似（モデリング）を通じて行うこと

ができる。「レジリエンス」の介入は資源の構築を通じて行うことができる。

図 6-1 「心理的資本」の介入モデル

(出所：Luthans,Youssef & Avolio,2007,pp.241,Figure8.1)
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具体的な介入方法としては 構造化された読み物(structured written material)，ポ

ジティブな経験の想起(positive experience recall)，ポジティブなビデオの介入

(positive video intervention)などがある。

３． ポジティブ仕事環境の設計

最後に，ポジティブな仕事環境を作り出し，従業員の満足度を高める。研究者は従業

員の満足度を高める環境を「ポジティブな仕事環境」と命名して，そしてポジティブな

仕事環境が従業員の心理の潜在能力を促進することができるとしている。

そこで，それぞれの各仕事環境がどの程度ポジティブな意味をもっているかを判断す

るため心理学者とギャラップ社は共同して職場の調査表(gallup workplace audit,略称

GWA)を作成した。GWA を利用して仕事環境を測定することができる。
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第２節 「心理的資本」研究の問題点と今後の課題

最後に「心理的資本」研究の問題点と今後の課題について述べたい。

「心理的資本」の概念と理論は提出されてから 10 年ほどしか経過してないのである

が，研究者や実践的専門家から注目を浴びて，「心理的資本」の理論と実証に関する研

究が次々と現れて，幾つかの注目すべき研究成果が蓄積されてきた。しかし，この領域

の研究に対して依然としてたくさんの明らかにしなければならない課題が存在してい

る。これからの研究で更に解明し，改善する必要があると思われる。

１． 「心理的資本」の構成要素について

「心理的資本」の内容と構造について，現在研究者間で必ずしも意見が一致してない

のである。文献から見ると，代表的な視点には主に以下の３種類がある：１）「心理的

資本」の３次元の構造モデル，例えば，Larson（2006）は自己効力感，楽観性，レジリ

エンスという「心理的資本」の３次元の構造を使用して従業員の仕事態度を予測できる

かどうかについて研究した。２）「心理的資本」の４次元の構造モデル，ポジティブ組

織行動の基準に基づき研究者たちは今の段階，最もポジティブ組織行動(POB)の基準に

合致する「心理的資本」の構造が自己効力感，希望，楽観性とレジリエンスを含む４次

元の構造であると考えている。代表的な研究は Luthans の「心理的資本」の４次元の構

造理論である。現在，多くの学者はこの理論を支持し，応用している。 ３）「心理的

資本」の多次元の構造モデル，Luthans et al. (2007)はすでに広く検証された「心理

的資本」の４因子を詳しく討論した後で，更に「心理的資本」の構造に組み入れること

が有り得る，その他に１１のポジティブ要素を提示した。それらは，創造力，知恵，主

観的幸福感，フロ－体験，ユーモア，感謝，容赦，感情知性，精神性，確実性と勇気で

ある。

心理学の文献の中で，これらのポジティブ要素に関する厳密な分類システムについて

はまだ，意見が一致してない。Luthans et al. (2007)は社会的認知理論をベースとし

てこれらのポジティブ要素を４つ類に分類した：認知的強み，感情的強み，社会的強み

とより高いレベルの強みである。具体的な内容は表 6-2 に示した。

これらのポジティブ要素はある程度ポジティブ組織行動(POB)の５つの基準に合うと

思われる。すなわち，１）理論と研究の根拠がある。２）効果的に測定することができ

る。３）ポジティブ組織行動の分野で斬新的，独特，ポジティブな心理的強みである。

４）１つ心理状態(state-like)であって，経験，学習によって変えることができる（固

定された特性ではない）。５）仕事のパフォーマンスにプラスの効果がある。

Luthans et al. (2007)は更に以下のような他の２つの評価基準を増加した。１）第

一は，おそらく多くの研究者が心理特性の視点からこのポジティブ要素を研究している。

しかし，そうした中でもこのポジティブ要素は状態性(state-like)の特徴をもち，そし
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て開発可能性ということが直接あるいは間接的に証明されているかどうか。２）第二は，

業績の以外，このポジティブ要素は仕事と関連がある結果（例えば，欠勤など）との間

にすでに密接な関係が有ることが証明されているかどうか。

表 6-2 「心理的資本」の理論の枠に納まる可能性が持つ要素

注：☑は基準を満たしている。？は基準を満たしているかどうか問題があることを示す

(出所：Luthans, Youssef & Avolio, 2007, p.177, Table7.1)

表 6-2 の中においてこれらの潜在的な「心理的資本」の構成要素は決してすべての潜

在的なポジティブ要素を含んでいるわけではない。これからのポジティブ心理学と「心

理的資本」の研究結果によって，また，潜在的な「心理的資本」の構成要素がもっと多

く現れるかもしれない。これからの「心理的資本」に関する理論研究の中で，これらの

潜在的な「心理的資本」の構成要素は「心理的資本」の理論の枠に納まる可能性も有り

得ると思う。「心理的資本」の多次元の構造は未来の「心理的資本」の構造研究に新し

い視点を提供すると思われる。
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２． 「心理的資本」に影響を与える要因について

現在，「心理的資本」の原因変数に関する研究は「心理的資本」の結果変数に関する

研究と比べてまだ，少ないといえる。その理由としてはおそらく「心理的資本」の研究

がまだ始まったばかりであるため，研究者の関心が主に「心理的資本」の構造と機能に

あるためかもしれない。おそらく「心理的資本」に影響を与える要因の数が多いため，

個人的要因と仕事環境要因を含むだけではなくて，さらに，サブカルチャーや社会的文

化環境などの影響も含んでいると思われる。「心理的資本」の原因変数に関する研究は

これからの重要な研究テーマと考えられる。

組織行動学の枠の中で「心理的資本」に影響を与える要因について検討する場合は主

に２つのレベル，すなわち個人レベルの変数と組織レベルの変数から着手したほうがよ

いと思われる。具体的な内容は図 6-2 のように示した。

図 6-2 心理的資本に影響を与える要因

出所：筆者作成

個人レベルでは，個人特性変数が「心理的資本」に影響するかどうかに関する研究結

果は一致してない。Luthans, Avey, Clapp-Smith & Li (2008)は性別，年齢，学歴が「心

理的資本」と相関関係があるかどうかについて確認することができなかった。Avey，

Luthans, Smith & Palmer (2010)の研究では個人特性要因（性別，年齢，教育レベルと

勤続年数など）は「心理的資本」に対して有意差があるとは示されなかった。一方，

Babalola (2009)は学歴が高い個人はその自身の優越感のため，高い水準の自信と楽観

的な状態を発生しやすいことを示した。本論文の実証研究では「心理的資本」は勤続年
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数によって規定されることが明らかになった。これから研究の蓄積によってメタ分析を

実施し，個人特性要因と「心理的資本」の関係をより正確に把握することができるよう

になることが期待される。個人レベルでは個人の心理に関わる要因（例えば，人格，ポ

ジティブ感情や主観的体験）が従業員の「心理的資本」にどういう影響を与えるかにつ

いて研究者たちは重視すべきだと思うが，現段階では十分でないともいえる。

組織レベルでは，Luthan, Norman, Avolio & Avey (2008)が組織的支援は従業員の「心

理的資本」のレベルに対してポジティブな影響が生じると示した。Smith, Vogelgesang

& Avey, (2009)はオーセンティック・リーダーシップ（authentic leadership）スタイ

ルが従業員の「心理的資本」に著しく影響を与えることを報告した。本論文の実証研究

ではリーダーシップ行動（例えば，目標達成など）が従業員の「心理的資本」の有力な

規定要因であることを示した。

「心理的資本」に影響を与える要因に関する研究の中で，本論文の実証研究（２）で

提起された組織文化，組織制度（例えば，エンパワーメント制度，昇進制度など），組

織学習など要因が従業員の「心理的資本」に対して影響を与えるかどうか，このような

研究はまだ数少ないようである。今後の課題である。

３． 「心理的資本」と結果変数の関係に関する研究について

「心理的資本」と結果変数の関係に関する研究は主に３つのタイプがある:主効果の

モデル(main effect)，媒介効果のモデル(mediator effect)や調整効果のモデル

(moderator effect)である。このうち主効果モデルに関する研究が最も多い。その関係

は図 6-3 のように示される。

図 6-3 心理的資本の主効果のモデル

出所：筆者作成

最近はまた媒介効果モデル，調整効果モデルに関する研究も増えてきて研究者の注目

を集めている。例えば，Wang, Sui, Luthans, Wang & Wu (2014)は実証的研究によって



151

リーダーのオーセンティック・リーダーシップと従業員の仕事業績の間では従業員の

「心理的資本」の調整効果を発見した。

媒介効果のモデル，調整効果のモデルに関する研究は遅れているが，今後の研究の進

展が期待される。

４． 「心理的資本」に関するシステムの理論構築について

既存の文献は主にそれぞれの「心理的資本」の原因変数と結果変数の関係について単

独で研究を行っていて，原因変数と結果変数を統合的な枠組みの中でシステム的な理論

構築を行い，それを検証する研究は少ないようである。(Avey et al., 2011)。

本論文はこれを意識し「心理的資本」の原因変数と結果変数を取り入れてプロセスモ

デルを提示した。これも本論文の意義と価値があるところであろう。

システムの理論構築について研究方法の上では１つ重要な点がある。それは縦断的研

究である。現在の「心理的資本」の実証的研究の中では横断的研究(cross-sectiona1

study)がほとんどであるが，これからは縦断的研究(1ongitudina1 study)が推奨される

べきである。その理由は Luthans らの「心理的資本」の基本的な特徴が，「特性（traits）」

ではなく「状態(state)」であるという点である。Luthans & Avolio，et al.（2007）

は心理学における伝統的概念である state と trait を「安定性」という次元の連続線上

に位置づけている。すなわち不安定性の極である「positive state」（「喜び」のよう

に一時的で大変変化しやすいもの）から，「state-like」（「自己効力感」のように比

較的影響されやすい，発達可能なもの），「trait-like」（「ビッグファイブ」や「中

核的自己評価」のように比較的安定していて変化しにくいもの），「positive traits」

（知能のように大変安定していて変化が大変困難なもの）までである。その中で，彼ら

は「心理的資本」を「state-like」の１つとして位置づけている。したがってビッグフ

ァイブや中核的自己評価のような特性(trait)とは異なり，学習が可能であり，変容が

可能であるとしている。「心理的資本」は状態性(state-like)，そして学習が可能であ

り，変容が可能である点から考えると時間の原因を考慮しなければならないと思われる。

そのため，研究方法の上で長時間の縦断的研究(1ongitudina1)が不可欠である。

５． 「心理的資本」の能力開発とその投資効果について

５．１ 「心理的資本」の能力開発

Luthans et al. (2007)は「心理的資本」の能力開発によって精力的に研究している。

彼らによれば，「心理的資本」は前述したように「特性(Trait-like)」ではなく，「状

態（State-like）」であるので能力開発が可能であり，そのための訓練法（「心理的資

本」介入）を提案している。

「心理的資本」の介入(PCI)は「心理的資本」の能力開発の研究である。Luthans, Avey,

Avolio, Norman & Combs (2006)は最初にマイクロ－介入(micro-intervention)のモデ
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ルを出して従業員の「心理的資本」を開発した。このモデルで Luthans は「心理的資本」

の４つの下位因子の介入の方法に対して明確な説明をしている。例えば，「希望」の介

入は目標とルートの設計などを通じて行うことができる。「楽観性」の介入は積極的な

期待の開発を通じて行うことができる。「自己効力感」の介入は成功の体験と人（モデ

ル）の真似（モデリング）を通じて行うことができる。「レジリエンス」の介入は資源

の構築を通じて行うことができる。Luthans, Avey, Avlio & Peterson (2010)は更に実

験チーム，対照チームを採用し，そして事前測定と事後測定の方法で介入効果の検討を

行っている。結果は PCI が従業員の「心理的資本」の開発に有効だけではなく，同時に

従業員の仕事業績の改善を促進することもできると示された。

Hodges (2010)は実験チーム（管理者５８名と部下の従業員２３９名），コントロー

ルチーム（管理者５２名と部下の従業員１５２名）を採用し，事前測定と事後測定の方

法で介入を行った。結果は６週間の「心理的資本」の介入，訓練を通じて実験チームの

管理者の「心理的資本」のレベルが高まったと同時に部下の従業員の「心理的資本」も

高まった。「心理的資本」は感染効果(contagion effect)がある。つまり指導者とフォ

ロワー間，あるいはメンバーとメンバー間では「心理的資本」が相互に影響し合うこと

ができると Hodges は主張した。

現在，「心理的資本」の介入，育成に関する研究は主に実験チーム，対照チーム（コ

ントロールチーム）を採用して，事前測定と事後測定の方法で介入を行っている。介入

施策として主にそれぞれ希望，楽観性，自己効力感とレジリエンスという「心理的資本」

の下位因子に対して具体的に介入し，開発を行う。「心理的資本」の介入，育成に関す

る研究はまだ，初歩的な段階で研究の蓄積（「心理的資本」の構成要素に関する研究，

「心理的資本」に影響を与える要因に関する研究など）によって発展する余地が大きい

のである。

「心理的資本」の介入は具体的には次のような手続きに従う。１）Pretest：「心理

的資本」の測定，２）Intervention :２～３時間の訓練（モデルの提示とワークショッ

プ），３）Posttest：「心理的資本」の測定。Luthans らによれば統制群と比較して実

験群では約２％の「心理的資本」の増加が認められる。これは統計的に有意である。

５．２ 能力開発の投資効果

Luthans, Youssef & Avolio (2015)は「心理的資本」の能力開発の投資効果について

も検討している。彼らは従来の「心理的資本」と企業のパフォーマンスとの相関関係は

ｒ＝0.30 というように見積もっている。そして，また一回の開発による「心理的資本」

の増加率は２％としている。彼らはこの「心理的資本」の開発効果を検討するためにグ

ローバル企業（フォーブスのリスト中でトップ１０），優良中小企業を対象に検討して

いる。

彼らの有効性分析は次の式（Boudreau & Cascio, 2011；Schmidt & Hunter, 1983)
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の有効性分析方程式を用いている。

U = NTrxySDY

ただし

U：「心理的資本」によって説明されるパフォーマンスのドル価値

N : 評価される会社の数（ 通常は N=１）

T：パフォーマンスに及ぼす「心理的資本」の平均持続（Tは１年としてみる）

rxy ：「心理的資本」とパフォーマンスの相関係数

SDY ：結果の標準偏差

開発的介入効果の算出について，開発効果の財務上のインパクトについては次のよう

な変形効用分析の式がもちられる。

ΔU＝NTrxySDY （ΔPsyCap）

ただし

ΔU：「心理的資本」発達に基づくドル価値の増加

ΔPsyCap：「心理的資本」開発から得られる「心理的資本」の増加％（２％）

計算例：今，フォーブス２００のベスト中小企業（１０社）において次のようなデー

タが得られた場合，その計算結果は次のようになる。

売上高のレンジ：143～866 ミリオンダラー（１７１億６０００～１０３９億２０００

万円）

平均： 497 ミリオンダラー（５９６億４０００万円）

標準偏差： 250 ミリオンダラー（３００億円）

「心理的資本」の売上高への貢献

Usale＝NTrxySDY

＝１×１×0.3×250＝75 ミリオンダラー（約９０億円）

「心理的資本」の能力開発による売上高への貢献

ΔU＝ NTrxySDY （ΔPsyCap）

＝1×1×0.3×250×0.02＝1.5 ミリオンダラー（約１億８０００万円）

ただしこの中から，従業員参加コスト，開発担当者への謝礼は差し引かねばならない。

この数字で見る限り「心理的資本」の開発効果（ROD）はかなり大きいと考えられる。

６． 本論文の貢献と課題

６．１ 異なる文化背景の中で「心理的資本」の測定ツールの開発
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Aroian, Schappler, Morris, Neary, Spitzer & Tran (1997)は旧ソ連からの米国移

住者を研究する時，西方のレジリエンスの測定ツールの中でいくつかの質問項目が集団

主義の文化背景の人々の行動方式に合わないということを発見した。Luthans, Youssef

& Avolio (2007)はこの問題に注目し，文化の違いが人の心理的能力に影響すると考え

ている。そのため，彼らは「心理的資本」の異なる文化背景での研究が将来の１つの研

究の方向であると認識してきた。筆者は“個人主義”の行動方式の西洋人と“集団主義”

の東方人について心理状態を測定する時は異なる文化背景で開発された測定ツールが

求められるであろうと認識し，日本が昔から心理学研究の東方社会の先進国で日本の既

存研究からの研究成果を利用して「心理的資本」の測定ツールの開発にチャレンジした。

本論文では Luthans（2002）のポジティブ組織行動の因子「自己効力感」，「希望」，

「楽観性」などの定義を参考にして「心理的資本」の測定ツールを作成した。そして，

楽観性などすでに開発されている項目については島井・大竹・宇津木（2007），大竹ら

（2005）を参考にしながら１２項目を作成した。評定は４段階評定である。

筆者はまた我々の尺度と Luthans 尺度を同一の対象者（２４９名）に実施してその関

連性を検討した。その結果が「心理的資本」の双方間には r＝.764 の相関がみられた。

全く同じとは言えないが，かなり類似した心理現象を測定しているものと考えられる。

また筆者尺度の「心理的資本」は Luthans の全ての下位尺度との相関もかなり高い。筆

者尺度の「自信」は Luthans 尺度の「心理的資本」，「自信」と高い相関が，「希望」

も同様に「心理的資本」，「希望」と高い相関がみられた。

１つ残念なことは筆者ら作成の下位尺度「レジリエンス」尺度が因子分析で抽出され

ながら信頼性のために使用されなかったことである。そのため実証的研究（２）では

Luthans の心理的的資本測定尺度（中国版）を用いた。しかしながら今後は日本におけ

るレジリエンスの文献を参考にしながらより精緻な信頼性の高い尺度の開発に取り組

みたい。そして，Luthans の尺度との比較検討もしてみたい。そうした取り組みが「心

理的資本」の異なる文化的背景（日本，中国，アメリカ）での研究，組織行動の理解に

貢献ができるであろうと考える。

６．２ 「心理的資本」の開発と効果の測定

本論文の結果は，「心理的資本」が離脱行動に影響する重要な原因変数であることを

明らかにした。このことは組織行動を理解する上で重要な示唆を持つものと思われる。

そして，「心理的資本」が育成可能であり，そのように育成された「心理的資本」が離

脱行動の予防を示唆していることは，実践面での大きな効用を示唆するものである。

筆者は「心理的資本」の実証的研究（２）のところで，人的資源管理では，知識や技

能訓練を重視するほか，トレーニングを通して従業員の「心理的資本」を開発して仕事

上の能力とモチベーションを兼ね備えた優れた人材の育成に注意を払うべきであると

提案したが，「心理的資本」の開発とその効果の測定については実用化と一般化に向け，
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いくつの課題が残っている。

その課題の１つとして開発対象である個別組織ごとの従業員の「心理的資本」の個人

差の把握，その個人差に基づいた効率的な開発方法の問題があげられよう。すなわち，

従業員の個人差の測定を行い，その組織の状況も考慮した適切な開発方法の計画および

実施をし，そして，さらに，その効果の永続性，仕事上のパフォーマンスの向上を把握

できるかどうかの問題である。また実績が積みあがってくればその心理的能力の発達に

応じた継続的で効率的な「心理的資本」の能力開発を行うことができるかも明らかにな

ってこよう（例えば，どんな介入措置を取るか，どのような介入内容で実行するか，ど

のくらい介入時間を持続する必要があるか）。そして，開発担当者からすれば，このよ

うな「心理的資本」開発方法のシステム化の一般化および個別企業に応じた個別化の確

立である。要するに，「心理的資本」の開発について縦断的研究の必要がある。筆者は

１つの長期（例えば，5-10 年）のプロジェクトを通じて追跡して研究する必要がある

と考えている。これによって，従業員の「心理的資本」の発達の特徴と発達の経路を探

知することができる，従業員の「心理的資本」の開発に対して更に科学的な根拠と精緻

な方法を提供することが期待できるであろう。

７． 将来の研究の方向性について

それでは最後に将来の研究の方向として次の２つの点を指摘したい。

７．１ 個人からチーム，さらに，組織へ

「心理的資本」の研究が徐々に拡大するのに伴い，組織内での「心理的資本」の研究

対象が次第に拡大してきている。具体的には研究対象が従来の従業員の一人一人から，

リーダー，チーム，そして職場風土，企業文化などを含めた全体の範囲まで拡大しつつ

ある。

社会的比較理論の研究者は次のような提案をしている。職場で組織のメンバーはお互

いのインタラクティブを通して，最終的には積極性と動機が１つの共有したレベルまで

に高まる(Sullins, 1991)。また，Barsade (2002)は個人のポジティブ感情は感染効果

が有り，チームレベルの共有する積極性を形成することができると主張した。

これらの観点からみると組織の中の個人が長期にわたり相互作用するとによって，そ

の成員の積極性と動機が高度化し，かつ共有化する可能性が有り，そしてそれが組織レ

ベルのより高度な「心理的資本」の出現を促進すると考えられる。「心理的資本」は状

態性(state-like)の心理的資源として，その機能は個人レベルの上だけで反映されてい

るだけではなく，同じく集団（組織）レベルでも反映されている。「心理的資本」は個

人レベルと集団レベルでのパスだけでなく，個人やグループの「心理的資本」の間の相

互作用が，これから「心理的資本」に関する新たな方向であろう。

Walumbwa & Wernsing (2013)は個人の心理資本という概念をベースとして，さらに，

「集団心理的資本」(collective psychological capital)の概念を提示した。この種の
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概念はまだ，理論と概念の構築の段階であるが，将来のこの領域でも新しい研究成果が

期待される。

集団「心理的資本」という概念は個人の「心理的資本」に関する研究をベースとして

発展してきた概念である。そのため，個人の「心理的資本」効果の構造，効果をよく認

識するのことが集団「心理的資本」に関する研究の必要な道であろう。

７．２ 学際領域としての「心理的資本」

組織視点から見ると，ポジティブな心理状態はポジティブな心理的要素とポジティブ

な組織環境の相互作用によって形成されてきた。そのため，ポジティブな心理の状態を

研究するためには必ずポジティブな組織環境を研究しなければならない。ポジティブな

組織環境を研究するのは従業員のポジティブな心理状態を引き出すのためである。

ポジティブ組織行動の分野では「ポジティブ組織スカラーシップ（POS）」という研

究領域が組織レベルの視点からポジティブな組織環境，組織開発などに着目し，多くの

研究成果を出してきている。一方，本論文の立場であるポジティブ組織行動は主にミク

ロの組織の個人レベルから出発して，個人のパフォーマンスを高める心理の潜在能力を

研究している。

「心理的資本」という概念を全般的に把握するために組織視点の研究，そして組織レ

ベルの分析は不可欠の条件である。ポジティブ組織行動の知見とポジティブ組織スカラ

ーシップ（POS）の認識 は学問として更に交差し，統合しなければならないと思われる。
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第３節 本論文の結論と研究の限界

本論文は従来の従業員の離脱行動の説明理論および実証的研究をレビューした上で

次の点を指摘した。従業員の離脱行動に影響する要因は大きく分けて次の四種類に分類

できる。すなわち，１）個人的要因，２）職場的要因，３）組織的要因，４）社会要因

である。しかし，経営組織のリテンションの視点から，どうすれば離脱行動を予防する

ことができるのかどうかという点について，ほとんど検証されてこなかった。

本論文は従業員の離脱行動を究明するために，Luthans (2002)が提唱し，近年注目を

浴びているポジティブ組織行動に注目する。とりわけ，従業員の個人差変数として

Luthans の提案した「心理的資本」という概念を取り上げ，この「心理的資本」が従業

員の離脱行動にどのような影響を及ぼしているのかについて検証した。そして，さらに，

将来の人事労務のあり方を模索するために，ハイディラオ社の実践的経験を紹介し，そ

の企業分析によって「心理的資本」という概念の実務的応用のヒントを提供した。

１． 本論文の結論

まず，本論文の第１章の第３節で提示された２つの研究課題に沿って研究の結果をま

とめる。

１．１ 研究課題１の結果のまとめとその結論

研究課題１は離脱行動を規定する要因である「心理的資本」に焦点を当てながら，そ

の前後の関係にある上司のリーダーシップ，ストレスという点を含めながら仮説を設定

し定量分析によってその効果を検討することである。

本論文の第４章の実証的研究（１）の結果は「心理的資本」が転職意思，欠勤規範，

欠勤行動に影響する重要な独立変数であることを示した。このことは組織行動を理解す

る上で重要な示唆を持つものと思われる。「心理的資本」の長所はこの指標がそれを構

成する個々の要素（例えば，自己効力感）よりも組織行動の予測で優れていることであ

る。そして「心理的資本」が育成可能であり，そうして育成された「心理的資本」が離

脱行動の予防を示唆していることは，実践面での大きな効用を示唆するものと思われる。

実証的研究（１）では離脱行動を分析する時，心理的離脱と物理的離脱の指標を含め

て検討した。実証的研究（１）の結果は心理的離脱の指標としてのストレス感および欠

勤規範意識が「心理的資本」と欠勤行動（物理的離脱）の間で媒介効果を示すことがみ

られた。また，ストレス感は「心理的資本」と転職意思との関において媒介効果を示し

た。すなわち，物理的離脱行動を予防するために心理的離脱を低減させることが有効な

手段であると認識された。

１．２ 研究課題２の結果のまとめとその結論

研究課題２は，研究課題１の定量分析の結果に基づいて従業員の離脱行動を予防する
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ために，「心理的資本」という概念を人的資源管理で実務的応用することできるかどう

かについてハイディラオ社の実践的経験を紹介し，分析によって「心理的資本」という

概念の実務的応用のヒントを提供する。方法論として，まずハイディラオ社の低離職率

の要因について定量分析によって「心理的資本」と離脱行動の指標の関係について再確

認することである。そして，さらに，定性分析によって人的資源管理の施策が「心理的

資本」に対する影響について検討することである。

本論文の第五章の実証的研究（２）では離脱行動を分析する一環として，心理的離脱

の指標として「転職意思」を用い，心理的資本との関係を定量分析によって検討した。

実証的研究（２）の結果は，「心理的資本」が転職意思に影響する重要な原因変数であ

ることが明らかになった。従業員の「心理的資本」は心理的離脱の指標としての転職意

思に抑制効果を示すことが明らかになった。すなわち，ハイディラオ社の事例を通して

従業員の「心理的資本」を高めることによって従業員の転職意思を低減させることがで

きることが確認された。物理的離脱行動を予防するためには心理的離脱を低減させるこ

とが有効な手段であると示唆された。

また，定性分析によってハイディラオ社で実施された人的資源管理の施策が「心理的

資本」に与える影響について検討した。その結果は，１）募集，採用における施策，２）

従業員のトレーニングにおける施策（心理的資本の開発），３）従業員間関係における

施策，４）報酬と業績管理における施策などが，従業員の「心理的資本」に影響する可

能性を提示した。従業員の「心理的資本」は育成可能ということを考慮すると，ハイデ

ィラオ社の人事施策に影響を受け，育成された心理的資本は従業員の職務満足や幸福感

や，離脱行動の予防，さらには組織市民行動や業績への貢献が示唆される。「心理的資

本」は企業の人事管理を改善するうえで，そして，人的資源リスクマネジメントにおい

て有効な概念と考えられる。

そして，これらの研究を通して本論文では次の点を主張したい。理論的な観点から見

れば，従業員の「心理的資本」を高めることによって従業員として仕事に対する自己効

力感，希望，楽観性が上昇し，仕事の中で味わった挫折に対する克服能力（レジリエン

ス）も身につけることができる。その結果として，転職意思を下げることができるとい

うことを明らかにできたと考える。もちろん，これはそのほかの要因（給与，昇進，上

司や同僚との人間関係）が，離脱行動に，何らかの影響を及ぼす可能性があることを否

定するものではない。また，実際的な観点からみれば，これまでは，様々な要因が転職

意思に影響を及ぼしているため，どの要因に重点を置いた対策をとればよいか分かりに

くかった。本論文の結果からは，従業員の離脱行動プロセスを考える上で，従業員の「心

理的資本」を高めることによって，直接的に転職意思を低減させることが示唆された。

企業にとって従業員の離脱行動を予防するために従業員の心理的離脱（Psychological

Withdrawal）を重視しなければならない。その中で，特に従業員の転職意思の低減がリ

テンション，そして職場適応に重要な意味を持つことを認識しなければならない。すな
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わち，従業員の物理的離脱(Physical Withdrawal)，すなわち転職を防ぐために従業員

の心理的離脱を予防することに重点を置くことが企業組織にとって人材定着のマネジ

メントの中核であろう。本論文では今後，企業にとって，従業員の「心理的資本」を高

めることに重点を置いた対策を講じること，そして，転職意思を低下させることができ

るよう企業努力をしていくことが，安定的な雇用を維持し，従業員の離脱行動を予防す

るためにいかに重要なことであるかを示すことができたといえる。

２． 研究の限界

本論文の実証的研究（１）では従業員の離脱行動を規定する要因である「心理的資本」

に焦点を当てながら，その前後の関係にある上司のリーダーシップ，従業員のストレス

という点を含めながら検討したが，図 1-5 の離脱行動のプロセスモデルのような統合モ

デルではまだ解明していない関係も含まれている。例えば，企業特性と「心理的資本」

の関係，組織文化・職場風土と「心理的資本」の関係など（図 1-5 中の点線で描かれた

パス），いくつかの課題が残されている。これも本論文の研究上の限界であり，今後の

課題である。

これまで「心理的資本」という概念を人事施策に取り込んだ企業はまだきわめて少な

いため，本論文の実証的研究（２）ではパイロットスタディとしてハイディラオ社で実

施された人的資源管理の施策が「心理的資本」に影響する可能性を提示したが，一社だ

けの研究で実用化と一般化に向け，いくつの課題が残されている。これも本論文の研究

上の限界である。今後，業種を超え，事例数を増やした検討を行う必要があると考えら

れる。本論文の実証的研究（２）の定性分析の結果から，①募集，採用における施策，

②従業員のトレーニングにおける施策（心理的資本の開発），③従業員間関係における

施策，④報酬と業績管理における施策などは従業員の「心理的資本」に影響する可能性

を提示した。しかし，具体的人的資源管理の施策が「心理的資本」に対するどのような

影響を与えるかについては定量分析の研究蓄積が欠かせない。今後，大量の検証が望ま

しい。これも今後の課題である。

組織学習論の父と称される,組織行動論の大家アージリスは著書『組織の罠』の中で

Luthans らの一連の研究を評価した上で「心理的資本に関する研究に罠の研究を付加す

ることで心理的資本成功の可能性は促進される（アージリス, 2010, p.184)」と述べ

ている。筆者はこうした指摘を念頭に置いて，ポジティブ組織行動の発展，「心理的資

本」という概念を経営の場で応用するために，さらなるチャレンジをしたい。
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資料

中国企業における従業員意識の調査

部署名 職場名 性（男，女）年齢 勤続年数

調査の趣旨

21 世紀に入ってからすでに 11 年が経過しようとしていますが，この間に中国経済の発展

はめざましいものがあります。しかしながら世界の金融危機を背景にして中国企業の経営

環境もめまぐるしく変化しています。企業の生き残り，成長，そのための企業活性化は，

経営者をはじめとして，各職場の管理職のリーダーシップおよび従業員の意欲に大きく依

存しております。本研究は，従業員のみなさんが日頃自分の会社の企業文化，仕事につい

てどのように考えているかをお聞きするためのものです。

なお，調査は統計的に処理しますので，会社全体，および個々の回答者の皆様にご迷惑

をかけることは絶対にありません。よろしくご協力ください。

日本愛知学院大学 顧抱一 松原敏浩

一.以下の項目にお答えください（選択肢には○印をつけてください。 には数

字を入れてください）

1.会社の創業年

2.業種（貴社の業種（主力の業務）を１つ選んでください）

a.製造業（電機関連，自動車関連，鉄鋼・材料関連，科学・医薬品，食品）， b.建

築業 c.卸売業・小売業・商社 d.金融関連業 e.運輸・倉庫業 f.電力・ガス・水道・

熱供給業 g. IT ソフト関連 h.その他

3.資本金 ４.従業員数

5.企業形態

①国有企業 ②外資企業（独資） ③民営企業 ④合弁企業

6.目標達成度：過去一年における目標達成度はどの程度でしたか。

売上高 ①大幅に超過 ②目標超過 ③目標通り ④目標以下⑤大幅に目標以下

経常利益 ①大幅に超過 ②目標超過 ③目標通り ④目標以下⑤大幅に目標以下

企業成長性①大幅に超過 ②目標超過 ③目標通り ④目標以下⑤大幅に目標以下

欠勤率

遅刻率
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一．職場の企業文化（企業風土）に関する項目にお答え下さい。

非常に どちらかと どちらかと 全くそう

そう思う 言えばそう 言えばそう 思わない

思う 思わない

1. 安定性重視 ４ ３ ２ １

2. 雇用の確保重視 ４ ３ ２ １

3. 規則遵守 ４ ３ ２ １

4. 会社優先 ４ ３ ２ １

5. 個人の尊重 ４ ３ ２ １

6. 人間優先 ４ ３ ２ １

7. 従業員の自律性重視 ４ ３ ２ １

8. 公平性重視 ４ ３ ２ １

9. 能力開発重視 ４ ３ ２ １

10． チーム志向 ４ ３ ２ １

11． 調和重視 ４ ３ ２ １

12． 協調性重視 ４ ３ ２ １

13． 外部変化の先取り ４ ３ ２ １

14． リスクに挑戦 ４ ３ ２ １

15． 環境への適応 ４ ３ ２ １

16． 組織が柔軟 ４ ３ ２ １

17． 効率性重視 ４ ３ ２ １

18． シェア重視 ４ ３ ２ １

二．例によって以下の問題を完成してくたさい。

例：

2－1．顕著にみられる特徴

A われわれの組織は非常に人間的な場所であり，家族の延長のような存

在である。この組織では皆，価値観・考えを共有している。

４０ ３０

B われわれの組織は非常に変化が激しく企業家精神に溢れた場所であ

る。皆あえて危険を冒し，進んでリスクをとる傾向にある。

２０ ３０

C われわれの組織は非常に結果至上主義である，計画の達成が最も大事

なことである。皆はマーケットで目的の達成を重視する。

２０ ３０

D われわれの組織はとてもよく管理され，構造化されている。概して，

形式的な手続きが人々の仕事を規定している。

２０ １０

合計 100 100
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2－2．リーダーシップスタイル

2－3. 従業員管理

A われわれの組織は非常に人間的な場所であり，家族の延長のような存

在である。この組織では皆，価値観・考えを共有している。

B われわれの組織は非常に変化が激しく企業家精神に溢れた場所であ

る。皆あえて危険を冒し，進んでリスクをとる傾向にある。

C われわれの組織は非常に結果至上主義である，計画の達成が最も大事

なことである。皆はマーケットで目的の達成を重視する。

D われわれの組織はとてもよく管理され，構造化されている。概して，

形式的な手続きが人々の仕事を規定している。

合計 100 100

A われわれの組織のリーダーシップとは部下を育て，人々を助けるこ

とと考えられている。

B われわれの組織のリーダーシップとは企業家精神を発揮し，革新的で

あり，リスクを進んでとることと考えられている。

C われわれの組織のリーダーシップとは現実的で，活動的で，結果至

上主義であることと考えられている。

D われわれの組織のリーダーシップとは調整を行い，組織化し，効率

的なことと考えられている。

合計 100 100

A われわれの組織の従業員管理の方法は，チームワーク，コンセンサ

ス，組織への参加によって特徴づけられる。

B われわれの組織の従業員管理の方法は，リスクをとること，革新的

であること，自由であること，独創的なことによって特徴づけられる。

C われわれの組織の従業員管理の方法は，マーケット志向なこと，高

い要求，達成によって特徴づけられる。

われわれの組織の従業員管理の方法は，就職の保証，規則への服従，

予測可能なこと，安定した関係や業務の流れによって特徴づけられる。

合計 100 100
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2－4. 組織を団結させるもの

2－5. 戦略的に重視するもの

2－6. 成功の基準

A われわれの組織は忠誠心と相互信頼によって団結している。この組

織への献身的な態度は高い。

B われわれの組織は革新と新規開発へ全力を注ぐことで団結してい

る。業界の最先端であることが組織では重要である。

C われわれの組織はゴールや目標の達成により団結している。

D われわれの組織は形式的なルールと方針により束ねられている。円

滑な業務活動を行う組織を維持することが大事なことである。

合計 100 100

A われわれの組織は人材開発に重きを置いている。高い信頼，オープ

ンなコミュニケーション，そして組織活動への参加が重要と見なされ

る。

B われわれの組織は新しい資源の獲得と次にチャンレンジすることを

自らつくりだすことに重きを置いている。新しいことへの挑戦と機会

を探すことが重要と見なされる。

C われわれの組織は競争することと目標の達成に重きを置いている。

高い目標を達成することと市場で勝つことが非常に重要である。

D われわれの組織は変わらない永続性と安全性の確保に重きを置い

ている。効率性，統制，円滑な業務活動が重要と見なされる。

合計 100 100

A われわれの組織は人材開発，チームワーク，従業員の組織への献身

があることを，組織の成功と定義する。

B われわれの組織は最も独創的または最新の製品を持っていること

を，組織の成功と定義する。

C われわれの組織は市場で勝つこと，ライバル企業をしのぐことを，

組織の成功と定義する。

D われわれの組織は効率性が高いことを，組織の成功と定義する。信頼

できる配達，円滑なスケジュール活動，低コストの生産が重要である。

合計 100 100
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三．あなたが感ずる日頃の職場に関する意識にお答え下さい

非常に どちらかと どちらかと 全くそう

そう思う 言えばそう 言えばそう 思わない

思う 思わない

1. この会社の一員であることに誇りを持つ ４ ３ ２ １

2. この会社に対する忠誠心といったものは ４ ３ ２ １

持ち合わせていない

3. 自分が働くとしたら，この会社よりよい ４ ３ ２ １

ところは他にない

4. 賃金など労働条件に対して満足している ４ ３ ２ １

5. 今の会社は福利厚生がいい ４ ３ ２ １

6. 今の会社は昇進制度が公正である ４ ３ ２ １

7. 今の仕事に興味がもてる。 ４ ３ ２ １

8. 毎日の仕事に張り合いを感ずる ４ ３ ２ １

9. 自分の担当する仕事に誇りを感じる ４ ３ ２ １

10. 自分の仕事は最初から最後まで自分の ４ ３ ２ １

責任でやり通すことができる

11. 仕事仲間はチームワークがとれている ４ ３ ２ １

12. 自分の仕事の手順や方法は，自分の ４ ３ ２ １

判断で変えることができる

13. 仕事仲間はお互いに仲良くやっている ４ ３ ２ １

14. 仕事のペースを自由に変えることが ４ ３ ２ １

できる

15. 仕事仲間はベストを尽くすようお互いに ４ ３ ２ １

励まし合っている。

16. 上司の指示がなくても自分の判断で仕事 ４ ３ ２ １

進める事ができる

17. 自分の仕事上の将来に対して不安である ４ ３ ２ １

18. 似かよった仕事に就くことが出来ればど ４ ３ ２ １

こか他の所で働いてもいっこうに構わない

19. 他の会社を選ばずここに勤める事にして ４ ３ ２ １

本当によかったと思う

20. 自分が働くとしたら，ここよりいい所は ４ ３ ２ １

他にない

21. キャリア意識が低下している ４ ３ ２ １

22. 職務不満足である ４ ３ ２ １
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23．神経症傾向である ４ ３ ２ １

24．職場の中でいざかいがある ４ ３ ２ １

25．報酬が不満足である ４ ３ ２ １

26．職場の人間関係が不満である ４ ３ ２ １

27. 私は能力以上の仕事ができる ４ ３ ２ １

28. 私は仕事の能力には自信がある ４ ３ ２ １

29. 仕事に対して成功的な達成経験がある ４ ３ ２ １

30. 高い目標を目指すように前向きに ４ ３ ２ １

行動している

31. いつもものごとの良い面を見よう ４ ３ ２ １

としている

32. 私にははっきりした目標がある ４ ３ ２ １

33. 自分の人生に自信が持てる ４ ３ ２ １

34. 私は自分の将来に希望を持っている ４ ３ ２ １

35. 私は過去の失敗をくよくよと考えない ４ ３ ２ １

36. 私は強い抵抗にあうといつも ４ ３ ２ １

気がくじける ４ ３ ２ １

四．組織コミットメント

1．私は会社の外の人に自分の会社のことを話すのが幸せと感じる。

４ ３ ２ １

2．貴社の従業員は会社という「家族」の一員に成っていると思う。

４ ３ ２ １

3．貴社の従業員は，この会社に愛情を感じていると思う。

４ ３ ２ １

4．貴社の従業員は，自分の会社の一員だと，強く感じることがある。

5．もし今の会社を辞めたらじぶんお人生の大部分が崩れる。

４ ３ ２ １

6．今の会社を辞めたら，損をするように思う。４ ３ ２ １

7．貴社の従業員が会社を辞めたとしたら，代わりの勤め先が見つからずに困るだろう。

４ ３ ２ １

8．貴社の従業員がこの会社に勤めている大きな理由は，他の会社に入っても，ここで貰っ

ているだけの報酬が得られないからだ。 ４ ３ ２ １

9．最近の人は，あまりにもひんぱんに転職しすぎると思う。

４ ３ ２ １

10．私は，「従業員はつねに自分の会社に忠誠心を持たなければならない」と思って
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いる。 ４ ３ ２ １

11．会社から会社を渡り歩く事は，倫理に反すと思う。

４ ３ ２ １

12. 私は，「自分の会社に忠誠心」を持つように言われた。

４ ３ ２ １

13. 今，ほかの会社に転職したい。 ４ ３ ２ １

14．私は今の会社が一番良いと思います。転職意図はない。

４ ３ ２ １

15．会社（または職場）は欠勤に対して大変厳しい雰囲気がある。

４ ３ ２ １

16．会社（または職場）は遅刻に対して大変厳しい雰囲気がある。

４ ３ ２ １

17．会社は欠勤すべきではないと思う。 ４ ３ ２ １

18. 会社は遅刻すべきではないと思う。 ４ ３ ２ １

五．あなたが見た上司のリーダーシップについて回答してください

非常に どちらかと どちらかと 全くそう

そう思う 言えばそう 言えばそう 思わない

思う 思わない

1. 業界や競合他社の動き ４ ３ ２ １

を見て，常に自部門の業務内容の見直しをしている。

2. 環境の変化に応じて現在の ４ ３ ２ １

組織を評価し，見直しの必要性を説いている。

3. お客様の意見に耳を傾け， ４ ３ ２ １

サービス・品質の向上に努める。

4. 目標達成のため具体的で ４ ３ ２ １

適切な計画を立てている

5. 目標達成のために関係部門 ４ ３ ２ １

と調整し，部下が仕事がしやすいようしている。

6. 部下間に生じる葛藤に ４ ３ ２ １

関しては，話し合いの場を持ち，解決している。

7. 部下から公私にわたって ４ ３ ２ １

相談を受けることがよくある。

8. 部下の能力向上のため， ４ ３ ２ １

時間をとって指導している。

9. 法令・規則，会社のルール ４ ３ ２ １
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など守り通すことに努めている。

10. チームで仕事をする時， ４ ３ ２ １

部下一人一人の長所を生かすことにより，参画意識を高めている

11. 部下の日常行動を観察し， ４ ３ ２ １

その心情を理解しようとしている。

12. 部下一人一人のキャリア ４ ３ ２ １

開発について，きめ細かく対応している

13. 自分の行動が社会常識 ４ ３ ２ １

に合っているかどうかを常に考えて行動している。

14. 目標達成のための適切な管理プログラムを立てる

４ ３ ２ １

15. 部門の活性化のために，収集情報を提供して代替案を提示した。

４ ３ ２ １

16. 部下の意見に耳を傾け，彼らの気持ちを理解しよう。

４ ３ ２ １

六. 従業員採用について

1. あなたの会社では大学卒の学生を受け入れる場合，その採用試験においてどのような点

を重視しますか。

1） 基礎的能力（知能，創造性など（非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

2） 性格（協調性，忍耐力など） （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

3） 専門的能力 （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

4） 一般教養 （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

5） 意欲 （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

6） 価値観 （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

7） 健康 （非常に重視 どちらか言えば重視 重視しない）

2. あなたの会社賃金制度（特に基本給）はどのようなものですか（１つ選択）。

1） 職務給を基本。

2） 職能給（職能資格制度）を基本。

3） 能力給（成果，業績）を基本。

4） 年齢給を基本。

5） その他（各種の組み合わせの場合は具体的に記入）

3. 基本給以外の給与としてどのようなものがありますか。

1） ボーナス（賞与）の支給（はい，いいえ）
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2） 残業手当， （はい，いいえ）

3） 家族手当， （はい，いいえ）

4） 通勤手当 （はい，いいえ）

5） その他

4. 採用活動の仕方はどうなっていますか。

1） 大学を通して採用（はい，いいえ）

2） 大学教授を通して採用（はい，いいえ）

3） 主に新聞広告を通して採用（はい，いいえ）

4） その他

5. 会社はどのような人材がほしいですか（１つ選択）。

1） 若くて，白紙から育つことのできる人

2） すでに専門技能を持っている人

3） できれば男性

4） 名門校卒の大学生

5） 意欲のある人

七．能力開発について

1. 新入社員に対してどんな教育がありますか。

1） 企業理念，規則，共通業務知識を含む集合教育（OFF－JT）を行う（はい，いいえ）

2） 職場内教育（OJT）だけを行う（はい，いいえ）

3） OJT と OFF－JT の両方を行っている（はい，いいえ）

4） 特に行っていない（はい，いいえ）

2. 階層それぞれの職員に対するどのような研修がありますか。

1） 高級官吏職員（幹部候補社員）は海外研修がある（はい，いいえ）。

2） 階層別職場外研修がある（はい，いいえ）

3） 職能別職場外研修がある（はい，いいえ）

4） 現場職員の勉強会がある（はい，いいえ）

3. 社員の自己啓発に対して企業側はどのように援助をしますか（１つだけ選択）。

1） 援助しない

2） 時間的援助はする

3） 授業料，交通費などの経済援助をする

4） 経済的，時間的とも援助する
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4. 社員の長期能力開発（CDP）のためどんなことをしていますか。

1） 計画的にジョブロ－テ－ションをしている（はい，いいえ）

2） 職務で必要とする資格，要件を明確にする（はい，いいえ）

3） 社員一人一人の能力，適性を把握し，管理できる制度を作る（はい，いいえ）

4） 社員が自分のキャリアを設計できるチャンスを与える（はい，いいえ）

八．人事評価について

1. あなたの会社では人事考課をおこなっておりますか。

（行っている，いない）

2. 企業の次のような人事考課を実施していますか。

1） 成績考課－－職務の達成結果，職務の達成度合いを考課する（はい，いいえ）

2） 情意考課－－職務に対する取り組み姿勢，努力度合いを考課する（はい，いいえ）

3） 能力考課－－職務の遂行する能力，職務遂行能力の充足度合いを考課する

（はい，いいえ）

4） 業績考課－－職務の達成結果の会社や部門に対する貢献度合いを考課する

（はい，いいえ）

3. 人事考課はどのように利用されていますか。

1） 給与，昇進，職場配慮に利用

2） 給与のみに利用

3） その他の利用法（お書きください）

4） 特に利用していない

4. 部下は人事考課をどう見ていますか。

1） 不満は特にない。

2） 人事考課の方法，基準について適切な説明はない

3） 評価者によって差が出る

4） 考課者の評価能力に疑問

5） 開放性（公開）がない

6） その他

5. 人事部門が集約した結果は，部門長から本人にフィードバックされていますか。

１.はい ２.いいえ

九．ワーク・ライフ・バランス
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1. ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス と い う 言 葉 は 中 国 語 で は 何 と 言 い ま す か 。

（ ）

2. 貴社ではワーク・ライフ・バランスの施策として次のものを実施していますか。

2.1 出産休暇制度（ある，ない）

2.2 育児休暇制度（ある，ない）

2.3 介護休暇制度（ある，ない）

2.4 残業の削減（している，特にしていない）

2.5 女性管理職の登用（している，していない）

3.「男は仕事，女は内（家庭）という考え方に賛成していますか（はい，いいえ）。

4.「女性は結婚後退職」という考え方に賛成していますか（はい，いいえ）。

5. 貴社の経営理念は男女共同参画とほぼ一致していますか（はい，いいえ）。

6. 個人のワーク・ライフ・バランスと個人の業績はプラスの関係があると思いますか（は

い，いいえ）。

7. 組織（企業）のワーク・ライフ・バランスと組織（企業）の業績はプラスの関係がある

と思いますか。（プラス 全然ない マイナス）

8. 組織（企業）のワーク・ライフ・バランスは従業員に次の効果をもたらしますか。

従業員の仕事満足度（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

従業員の家庭満足度（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

従業員の仕事意欲の向上（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わ

ない）

従業員の生活全体の満足度（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思

わない）

9. ワーク・ライフ・バランス（育児休暇制度など）を実施することが優秀な女性の獲得な

ど，人材獲得に効果があると思いますか。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

十．ストレス

1. 貴社では従業員の次のようなストレスについて関心がありますか。
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仕事上のストレス（非常に関心 相当関心 別に関心がない 全然関心がない）

職場人間関係上のストレス （非常に関心 相当関心 別に関心がない 全然関心がない）

2. 貴社は社員のストレス解決のためにどんな対策をしていますか。

①職場全体の食事会・飲み会を行う（はい，いいえ）

②会社（職場）全体でスポーツ大会を開催（はい，いいえ）

③会社（職場）全体で旅行をする（はい，いいえ）

④上司と部下の面接を会社の制度として行っている（はい，いいえ）

⑤会社にカウンセリング（相談室）がある。

⑥その他（具体的にお書きください）

5. 貴社の社員の月間平均労働時間（残業を含む）はどのくらいですか。

平均労働時間 時間

その中の残業時間 時間

6. 貴社の社員中，ワークと家庭の葛藤を感じている既婚女性がいると思いますか。

（非常に感じる 感じる方 あまり感じない 全然感じない）

7. もしあるとするならば，彼女らの葛藤は次のどれですか。〇印を付けてください。

①仕事の負担が大きすぎて家庭の主婦としての役割が十分にできない

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

②家庭の負担が大きすぎて仕事が十分にできない

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

8. 女性が出産後も仕事を続けるには，次のようなことが現実的に必要ですか。

①両親が子供の面倒をみる。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

②夫が支援をする。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

③育児休暇制度充実する。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

④会社で託児所などを作る。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

⑤法律的な整備をする。

（非常にそう思う，かなりそう思う，あまり思わない，全然思わない）

ご協力ありがとうございました。
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